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【はじめに】 

本市においては、令和３年４月に効率的で質の高い行財政運営を実現するため、「第４次登

米市行財政改革大綱」を策定し、その実行計画における取組の一つとして、行政評価に取り組

んでいます。 

 平成 28 年度には「第二次登米市総合計画」がスタートし、同計画に掲げる個別政策「効率

的な行財政運営の推進」に基づき、効率的で効果的な行政サービスの提供を目指し、事務事業

の適正な見直しと経費削減に努めています。 

 この取組の実効性をさらに高めていくため、予算編成、決算審査等の通常の行政運営の仕組

みの中に行政評価を組み込むことにより、行政評価システムのさらなる浸透を目指します。 

令和３年度の事務事業評価からは、これまで対象としていた総合計画実施計画登載事業全ソ

フト事業から、より効率的なものとするため、当該実施計画において重点戦略事業に位置付け

られているソフト事業に絞り込んで実施しています。 

【事務事業評価表について】

  １ 「事務事業の基本情報」 

 事務事業名、事業の目的・意図、総合計画における施策名称、担当課など、事務事業の基礎

情報を記入する欄です。 

  ２ 「事務事業の指標」、「成果指標の分析」 

事務事業を評価指標（活動指標・成果指標）により、分析・検証する欄です。 

  ３ 「事務事業の評価」 

事務事業の評価にあたって、事務事業の改善を図ることを目的として、指標による定量的

な評価と、数値では図ることのできない定性的な評価を行うことで、事務事業の最終的な目

的である施策への貢献を明らかにします。 

  ４ 「今後の展開・改善策等」 

 事務事業の評価結果を踏まえて、課題事項等を明らかにし、次年度以降の事務事業の方針

や具体的な改善・見直しの計画を記入します。 



資料１ 評価項目の説明と選択肢 

  １ 必要性に関する評価 

(１)事業の社会的ニーズ 

 最近の社会・経済情勢や市内の現状などに対して当該事務事業の目的や内容が一致し

ているかを判断します。 

Ａ 社会的ニーズがある 

Ｂ 社会的ニーズがややある 

Ｃ 社会的ニーズはない 

(２)市の関与の妥当性 

 当該事務事業の実施主体が市であることが妥当なのかどうか、事務事業の性格から関

与の妥当性を判断します。 

Ａ 法令や条例で市の関与が義務付けられている 

Ｂ 法令等による義務付けはないが市が実施すべき 

Ｃ 市が実施すべき根拠が乏しい 

  ２ 有効性に関する評価 

   (１)成果の達成状況 

 当該事務事業の目的がどの程度達成されたかを、成果指標の最終目標値に対する実績

値の達成率や、単年度ごとの目標達成率をもとに評価します。 

 達成率に関し、数値的な把握が困難な場合は、論理的に説明できる内容で成果の達成

状況を評価します。 

Ａ 目標を上回った 

Ｂ 目標を概ね達成できている 

Ｃ 目標を達成できなかった 

Ｄ 目標を設定するのが困難である 

(２)市民ニーズの傾向 

 当該事務事業に対して、市民のニーズがどの程度あるのか、今度どのように推移して

いくのかを判断します。 

※「市民」とは事務事業の対象となるべき市民（団体等）を指すものとします。 

Ａ 増えることが見込まれる 

Ｂ あまり変わらない 

Ｃ 減ることが見込まれる 

Ｄ ニーズの把握は困難である 



   (３)市民の満足度 

当該事務事業に関して、市民（対象者）の満足度の状況を判断します。 

Ａ 高い 

Ｂ どちらとも言えない 

Ｃ 低い 

Ｄ 把握できてない 

  ３ コスト負担に関する評価 

(１)コスト節減度 

 当該事務事業について、コストの節減が図られているかどうかを判断します。 

Ａ 節減されている 

Ｂ 変わりはない 

Ｃ 節減されていない 

(２)今後のコストの増減見込 

 当該事業を継続する場合、将来にわたってコストの増減がどのように推移していくか

を判断します。 

Ａ 現状より低減する見込みである 

Ｂ 現状通りで推移する見込みである 

Ｃ 現状より増加する見込みである 

(３)受益者負担の適正度 

 当該事務事業について、受益と負担の適正化が図られているかどうかを次の観点から

判断します。 

①行政サービスの提供により利益を受ける市民等に対して、負担を求めるべき性格のも

のであるか、それとも負担を求めるべきではない性格のものか。

②行政サービスの提供により利益を受ける市民等に対して、適正な負担が求められてい

るか、また負担に格差が設けられている場合、その区分、負担額の設定は適正である

かどうか。

Ａ 受益者負担を求めるべきものではない 

Ｂ 負担を求めるべきだが、負担されていない 

Ｃ 負担されているが、負担割合を増加すべきである 

Ｄ 負担されているが、負担割合を低減・廃止すべきである 

Ｅ 現時点で適切な割合で負担されている 



４ 実施方法に関する評価 

   (１)事業実施方法の効率性 

当該事務事業について、実施体制、事務の執行方法などが適切であるか判断します。 

Ａ 現在の体制、方法が最適である 

Ｂ 現在の体制、方法に改善の余地がある 

Ｃ 他の体制、方法で実施すべきである 

   (２)外部委託の可能性 

当該事務事業について、外部委託が可能かどうか次の観点から判断します。 

①事務事業の性格（法的根拠、専門性、守秘義務など）から、外部委託が可能かどう

か。

②外部委託が可能な場合、委託の範囲はどうか。

Ａ 外部委託が不可能な事業である 

Ｂ 既に委託しており、範囲等の拡大はできない 

Ｃ 既に委託しているが、範囲等の見直しが必要である 

Ｄ まだ委託を実施していないが、委託は可能である 

資料２ 今後の方向性と改善・見直し内容の区分 

区  分 内 容 

拡   充 

 必要性が非常に高く、事業内容や手法、規模及び対象等をさら

に拡充し、積極的に進めることで、経済性・効率性を維持しなが

らも事業成果の大きな向上が期待できる。 

維   持 
 必要性が高く、市の関与や実施主体も妥当であり、経済性・効

率性を維持しながら、今後も成果の向上・維持が見込まれる。 

改   善 

 必要性が高く、市の関与や実施主体も妥当であるが、有効性や

効率性が高いとは言えず、実施方法や実施規模の見直しにより、

成果向上・コスト削減に向けた改善が必要である。 

民間・市民協働 
 民間又は市民協働で行う方が効率的・効果的であるため、民営

化の拡充や市民との協働事業として検討を行う必要がある。 

縮   小 
 今後の成果が期待できない場合や費用対効果の面などで問題が

ある場合、事業規模の見直しを行う必要がある。 

廃   止 

 所期の目的を果たした事業、市が関与することが妥当ではない

事業、今後とも成果が期待できない事業など、事業の休止・廃止

を含め、事業のあり方について検討を行う必要がある。 
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消防・防災対策の充実

事務事業評価表

【事務事業の基本情報】

施策 名称 担当課

【事務事業の指標】

活動指標 単位
令和２年度

実績

令和３年度

実績

令和４年度

実績見込

総務部防災危機対策室

事務事業

名称 ハザードマップ作成事業 総務-37

目的・意図

近年の気候の変化による集中豪雨などにより、土砂災害や洪水などの災害が発生しやすくなっていることから、市

内対象世帯にハザードマップを配布し、予測される災害状況や避難方法等の情報を周知することにより、防災意

識の高揚を図る。

対前年比

（％）

令和５年度

計画

02-26

洪水ハザードマップの作成 部数 ー 1,650 6,100 ー 15,600

達成率(％)

関係町域の全世帯へ配布
単位 目標 ー 1,200 4,300 13,800 19,300

94.3

成果指標【達成すべき目標】 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 最終目標値

洪水ハザードマップの配布 達成

水害による被害を予測し、非常時に安全かつ的確な避難行動ができるよう、対象河川

に関係する町域の全世帯へ配布した。なお、実績と目標値の差は、新規転入者見込み

分であり、令和４年度以降も関係町域の新規転入者にも、その都度配布する。

【事務事業の評価】

評価項目 評価内容 説　　明

算式・説明 対象河川に関係する町域の全世帯数+新規転入者数

【成果指標の分析】

成果指標 達成状況 状況の分析

部 実績 ー 1,132

有

効

性

成果の達成状況 B 目標を概ね達成できている 予測される災害状況や避難方法等の情報を周

知するため、関係町域の全世帯へ配布すること

は有効である。
市民ニーズの傾向 A 増えることが見込まれる

市民の満足度 D 把握できてない

必

要

性

事業の社会的ニーズ A 社会的ニーズがある 局地的な大雨、台風などの自然災害は毎年発生し

ており、社会的ニーズは高くなっている。水防法第15

条第３項により、印刷物の配布その他の措置を市町

村に義務付けている。

市の関与の妥当性 A 法令や条例で市の関与が義務付けられている

実

施

方

法

事業実施方法の効率性 A 現在の体制、方法が最適である 一般的にインターネット等が普及しているとはいえ、PC

等でハザードマップを確認できない市民がいることもあ

ることから、HPへの掲載のほか、紙によるマップ作成・

配布が適している。

外部委託の可能性 C 既に委託しているが、範囲等の見直しが必要である

コ

ス

ト

コスト節減度 B 変わりはない 市民の安全・安心のためには必要不可欠であ

り、性質上、受益者負担を求めるものではない。今後のコストの増減見込 B 現状通りで推移する見込みである

受益者負担の適正度 A 受益者負担を求めるべきものではない

現在のハザードマップは、降雨による浸水や土砂災害を想定したものであるが、内水による浸水被害を予測したハザード

マップも必要である。

□ 民間・市民協働 □ 縮　小 □ 廃　止

【今後の展開・改善策等】

成果の達成状況

などから明らかになっ

た課題事項

1000年に１度の大雨等を想定した浸水箇所を表したものだが、１時間に50ミリの大雨など、もう少し現実に近い数値で

分析を行ったハザードマップの作成が必要だが、国や県の動向によるものが大きい。

今後の方向性と

改善・見直し内容

□ 拡　充 ■ 維　持 □ 改　善
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【今後の展開・改善策等】

成果の達成状況

などから明らかになっ

た課題事項

　防災・防犯情報などを市民に迅速に伝えるのはメール配信サービスの重要な役割であり、まちづくり推進課だけでなく、防

災、防犯担当と協力した登録推進の取り組みが必要となる。

今後の方向性と

改善・見直し内容

□ 拡　充 ■ 維　持 □ 改　善

　R3に新たな情報発信ツールとしてライン公式アカウントを開設しており、各発信媒体の役割を整理し、市民の安全･安

心を確保するというメール配信サービスの位置づけを明確にしながら総合的な情報発信力の強化、効率化を図る。

□ 民間・市民協働 □ 縮　小 □ 廃　止

コ

ス

ト

コスト節減度 B 変わりはない 　他の情報発信ツールと連携した配信を行うこと

により、当該事業だけではなく総合的な情報発

信に関する費用対効果の向上が図られる。
今後のコストの増減見込 B 現状通りで推移する見込みである

受益者負担の適正度 A 受益者負担を求めるべきものではない

実

施

方

法

事業実施方法の効率性 B 現在の体制、方法に改善の余地がある 　配信メールは防災情報や職員の連絡網として

の利用が主であり、防災担当部署と連携した運

用が必要となる。
外部委託の可能性 A 外部委託が不可能な事業である

B どちらとも言えない

必

要

性

事業の社会的ニーズ A 社会的ニーズがある 　全国瞬時警報システム（Ｊアラート）等の災

害、緊急情報等の速報や警報を、自動的に登

録者等に伝達することができる。
市の関与の妥当性 B 法令等による義務付けはないが市が実施すべき

12,149

有

効

性

成果の達成状況 C 目標を達成できなかった 　登録者への確実な伝達が可能であり、災害や

防犯等に関する情報を配信することにより、住民

等の安全・安心の確保につながる。
市民ニーズの傾向 B あまり変わらない

市民の満足度

算式・説明

【成果指標の分析】

成果指標 達成状況 状況の分析

件 実績 11,710

メール配信サービス登録数 未達成
チラシの配布は、登録者の増加につながっており一定の効果があった。緊急情報等の取

得に有効なツールであることを、様々な媒体を通じ、継続して周知していく必要がある。

【事務事業の評価】

評価項目 評価内容 説　　明

最終目標値 達成率(％)

メール配信サービス登録数
単位 目標 15,000 15,000 20,000 25,000 30,000

81.0

活動指標 単位
令和２年度

実績

令和３年度

実績

令和４年度

実績見込

市政への市民参加の推進

成果指標【達成すべき目標】 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

事務事業評価表

【事務事業の基本情報】

施策 名称 担当課

対前年比

（％）

令和５年度

計画

05-52

メール配信件数 件 222 243 243 109.5 243

まちづくり推進課

事務事業

名称 メール配信サービス事業 まち-24

目的・意図
市民が必要としている情報を、速やかに提供し、市政への関心を高めてもらうとともに災害や防犯情報等の配信に

より、市民の安全･安心を確保する。

【事務事業の指標】
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【今後の展開・改善策等】

成果の達成状況

などから明らかになっ

た課題事項

　行政情報、イベント情報、観光や生活などに関する情報を随時発信した。市民とより多くの情報を共有するため、住民

のニーズに応じた情報や最新情報の発信が求められる。

　聴取率については、受託者が市内のイベント開催時に来場者に直接聞き取り調査をしている。コロナ感染拡大を受けイ

ベント等の中止によりR2、R3は聞き取り調査を行う機会がなかった。R4は試行的にWebでのアンケートを実施する予

定。

今後の方向性と

改善・見直し内容

□ 拡　充 ■ 維　持 □ 改　善

　コミュニティＦＭを活用した市政情報等の発信は、より多くの情報をリスナーと共有することができる効果的な情報伝達

手段である。日々更新される行政情報をFMから得るという登米市スタイルを住民に浸透させ、迅速な情報提供をすること

ができるよう今後も受託者と連携しながら情報発信に取り組んでいく。

□ 民間・市民協働 □ 縮　小 □ 廃　止

コ

ス

ト

コスト節減度 B 変わりはない 　FMを活用して情報発信を行っている県内等

他市と比較して、大幅に低い委託料で放送して

いる。
今後のコストの増減見込 C 現状より増加する見込みである

受益者負担の適正度 A 受益者負担を求めるべきものではない

実

施

方

法

事業実施方法の効率性 A 現在の体制、方法が最適である 　R3に防災行政無線をFM方式に改修してお

り、現体制の維持、継続により行政情報を発信

していくことを想定している。
外部委託の可能性 B 既に委託しており、範囲等の拡大はできない

B どちらとも言えない

必

要

性

事業の社会的ニーズ B 社会的ニーズがややある 　通常のFM放送だけでなく、緊急告知ラジオの

自動起動や屋外放送設備を通した行政情報の

提供について、FMの活用が求められる。
市の関与の妥当性 B 法令等による義務付けはないが市が実施すべき

9,039

有

効

性

成果の達成状況 B 目標を概ね達成できている 　不特定多数への情報伝達が可能であり、市

内にFM局があるという利点を生かした情報発信

をすることができる。
市民ニーズの傾向 B あまり変わらない

市民の満足度

算式・説明 仕様書に規定する放送時間

【成果指標の分析】

成果指標 達成状況 状況の分析

分 実績 9,406

市政情報の年間放送時間 未達成
令和３年度の防災行政無線のFM化に伴い運用が大きく変わったが、混乱なく概ね仕

様どおりに放送することができた。

【事務事業の評価】

評価項目 評価内容 説　　明

市政情報の年間放送時間
単位 目標 9,137 9,137 7,039 7,039

98.9

聴取率 パーセント 未実施 未実施 未実施 93

成果指標【達成すべき目標】 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 最終目標値 達成率(％)

【事務事業の指標】

活動指標 単位
令和２年度

実績

令和３年度

実績

令和４年度

実績見込

事務事業評価表

【事務事業の基本情報】

施策 名称 05-52 市政への市民参加の推進 担当課 まちづくり推進課

事務事業

名称 コミュニティＦＭの活用 まち-25

目的・意図
他の広報媒体に加え、身近なラジオを通じて市民に市政情報を伝え、より多くの情報の共有化を図るツールとして

活用する。

対前年比

（％）

令和５年度

計画
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事務事業評価表

【事務事業の基本情報】

施策 名称 01-10 国際交流・地域間交流の推進

【事務事業の指標】

活動指標 単位
令和２年度

実績

令和３年度

実績

令和４年度

実績見込

担当課 観光シティプロモーション課

事務事業

名称 国際化推進事業 観光-1

目的・意図

市民の国際交流事業参加機会を充実させ、国際理解・感覚を養うほか、登米市在住の外国人の相談窓口を

設置し、地域での生活等を支援することにより、多文化共生社会形成を促進するもの。また、諸外国の人々と交

流し、相互理解と信頼を深めることにより、次代を担う国際感覚豊かな青少年を育成するもの。

対前年比

（％）

令和５年度

計画

国際理解を深めるための講座や交流イベントへの年間参加者数 人 251 487 487 194.0 500

達成率(％)

国際理解を深めるための講座や

交流イベントへの年間参加者数

単位 目標 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000
24.4

成果指標【達成すべき目標】 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 最終目標値

国際理解を深めるための講座や

交流イベントへの年間参加者数
未達成

新型コロナウイルス感染症の感染拡大により、当初予定していた国際交流事業が中止と

なったことによるもの。

【事務事業の評価】

評価項目 評価内容 説　　明

算式・説明

【成果指標の分析】

成果指標 達成状況 状況の分析

人 実績 251 487

有

効

性

成果の達成状況 C 目標を達成できなかった 　コロナ禍で海外との往来ができない状態が続いてい

るが、新たな取組として高校生オンライン交流事業を

実施したことにより前年度実績を上回った。
市民ニーズの傾向 B あまり変わらない

市民の満足度 B どちらとも言えない

必

要

性

事業の社会的ニーズ A 社会的ニーズがある 　多文化共生社会の形成に向け、国際理解の推進

や国際交流の担い手となる人材育成に、関係団体と

連携しながら取り組む必要がある。
市の関与の妥当性 B 法令等による義務付けはないが市が実施すべき

実

施

方

法

事業実施方法の効率性 A 現在の体制、方法が最適である 　本市の国際交流推進の中核を担う登米市国際交

流協会に業務を委託して実施している。
外部委託の可能性 B 既に委託しており、範囲等の拡大はできない

コ

ス

ト

コスト節減度 A 節減されている 　国際交流推進事業補助金を令和６年度までに

20％削減する計画であり、事業費の削減と効率的な

事業実施に努めている。
今後のコストの増減見込 A 現状より低減する見込みである

受益者負担の適正度 E 現時点で適切な割合で負担されている

　新型コロナウイルス感染症の状況を見ながら、ウィズコロナ・アフターコロナを見据えた国際交流の取組を検討するととも

に、市国際交流協会等関係団体との連携強化を図りながら事業に取り組んでいく。

□ 民間・市民協働 □ 縮　小 □ 廃　止

【今後の展開・改善策等】

成果の達成状況

などから明らかになっ

た課題事項

　日本語講座の開催や外国人相談窓口の設置、国際交流会の開催など、学習機会や交流の場を創出したが、コロナ

禍で外国との往来ができなくなった影響で参加者が例年よりも減少した。

　しかしながら、高校生オンライン交流事業を実施するなどコロナ禍における新たな取組の実施により、前年度実績を上回

る結果となった。

今後の方向性と

改善・見直し内容

□ 拡　充 ■ 維　持 □ 改　善
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事務事業評価表

【事務事業の基本情報】

施策 名称 01-10 国際交流・地域間交流の推進

【事務事業の指標】

活動指標 単位
令和２年度

実績

令和３年度

実績

令和４年度

実績見込

担当課 観光シティプロモーション課

事務事業

名称 国内交流事業 観光-2

目的・意図
郷土出身者で構成する各団体との交流を通じ、登米市出身者の人材・企業誘致・定住などの情報の取得や、ふ

るさととのパイプ役として特産物などのPRを促進してもらうことで、登米市の発展へ繋げる。

対前年比

（％）

令和５年度

計画

国内姉妹都市との交流事業参加者数 人 0 0 0 ー 100

達成率(％)

国内姉妹都市との交流事業参

加者数

単位 目標 70 100 100 100 100
0.0

成果指標【達成すべき目標】 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 最終目標値

国内姉妹都市との交流事業参

加者（派遣・受入）数
未達成

新型コロナウイルス感染症拡大の影響により、予定していた姉妹都市交流事業が全て

中止となったことによるもの。

【事務事業の評価】

評価項目 評価内容 説　　明

算式・説明 国内姉妹都市との交流事業参加者数

【成果指標の分析】

成果指標 達成状況 状況の分析

人 実績 0 0

有

効

性

成果の達成状況 C 目標を達成できなかった 　新型コロナウイルス感染症の影響で事業の実施が

制限されているが、郷土出身者や国内姉妹都市との

交流は継続して行う必要がある。
市民ニーズの傾向 B あまり変わらない

市民の満足度 D 把握できてない

必

要

性

事業の社会的ニーズ A 社会的ニーズがある 　市政の近況報告や情報交換など、郷土出身者との

つながりを深めるために必要な取組である。
市の関与の妥当性 B 法令等による義務付けはないが市が実施すべき

実

施

方

法

事業実施方法の効率性 A 現在の体制、方法が最適である 　国内姉妹都市との交流事業については、実行委員

会による児童生徒の交流事業と、市が中心となったイ

ベント交流の二本立てで実施している。
外部委託の可能性 A 外部委託が不可能な事業である

コ

ス

ト

コスト節減度 A 節減されている 　令和２年度に事業費削減の見直しを行い、効率

的な事業実施に努めている。
今後のコストの増減見込 B 現状通りで推移する見込みである

受益者負担の適正度 E 現時点で適切な割合で負担されている

　在京・在仙各町人会については、現在の活動を継続するとともに、各会の組織の実情を踏まえ、今後の運営方法等に

ついて検討を行っていく。

　国内姉妹都市との交流事業については、児童生徒の相互交流やイベントへの参加が恒例行事として定着していること

から今後も継続していくとともに、文化・観光など幅広い分野において、コロナ禍における新たな交流の在り方を検討してい

く。

□ 民間・市民協働 □ 縮　小 □ 廃　止

【今後の展開・改善策等】

成果の達成状況

などから明らかになっ

た課題事項

　在京・在仙各町人会は、役員の高齢化や担い手不足の影響で組織運営が厳しい団体もあるが、ふるさととのパイプ役

として今後も交流を継続していく必要がある。

　国内姉妹都市との交流事業については、新型コロナウイルス感染症の影響で全て中止となったが、ウィズコロナ・アフター

コロナを見据えた交流の在り方等を検討していく必要がある。

今後の方向性と

改善・見直し内容

□ 拡　充 ■ 維　持 □ 改　善
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事務事業評価表

【事務事業の基本情報】

施策 名称 01-01 子育て支援の推進

【事務事業の指標】

活動指標 単位
令和２年度

実績

令和３年度

実績

令和４年度

実績見込

担当課 観光シティプロモーション課

事務事業

名称 結婚活動支援事業 観光-3

目的・意図

少子化の大きな要因の一つである未婚化、晩婚化の問題に歯止めをかけるため、結婚活動支援に取り組み、結

婚に向けた自分磨きセミナーの開催や男女の出会いの場の創出を図る。

また、近隣自治体との連携により、広域的な出会いの場の創出を図る。

対前年比

（％）

令和５年度

計画

出会いイベント・結婚相談会等への参加人数 人 78 106 20 135.9 20

達成率(％)

届出を受けた年間婚姻数
単位 目標 300 290 290 290 290

56.2

成果指標【達成すべき目標】 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 最終目標値

届出を受けた年間婚姻数 未達成
コロナ禍による出会いの場の減少や失業率の増加など、全国的な要因が婚姻数の減少

につながっているものと思われる。

【事務事業の評価】

評価項目 評価内容 説　　明

算式・説明 届出を受けた年間婚姻数

【成果指標の分析】

成果指標 達成状況 状況の分析

件 実績 216 163

有

効

性

成果の達成状況 C 目標を達成できなかった 　一定の市民ニーズはあるものの、婚活イベント

やセミナーの開催がどの程度成婚につながってい

るのかを把握することは難しい。
市民ニーズの傾向 B あまり変わらない

市民の満足度 B どちらとも言えない

必

要

性

事業の社会的ニーズ B 社会的ニーズがややある 　人口減少対策として社会的ニーズは高く、県や

近隣自治体との連携による広域的な取組を推

進することでより大きな成果が期待できる。
市の関与の妥当性 B 法令等による義務付けはないが市が実施すべき

実

施

方

法

事業実施方法の効率性 B 現在の体制、方法に改善の余地がある 　結婚推進のノウハウを持つ民間事業者に業務

を委託して実施している。外部委託の可能性 C 既に委託しているが、範囲等の見直しが必要である

コ

ス

ト

コスト節減度 B 変わりはない 　事業内容や実施規模等の見直しを行い、コス

ト削減等の改善が必要である。今後のコストの増減見込 A 現状より低減する見込みである

受益者負担の適正度 E 現時点で適切な割合で負担されている

　同じ課題を有する近隣自治体との広域連携による取組を推進するとともに、みやぎ結婚支援センター「みやマリ！」が運

営するAIを活用したマッチング支援や婚活イベント等への参加を広く呼びかけ、結婚の推進を図っていく。

□ 民間・市民協働 □ 縮　小 □ 廃　止

【今後の展開・改善策等】

成果の達成状況

などから明らかになっ

た課題事項

　新型コロナウイルス感染症拡大による外出自粛や、地元開催イベント等への参加者の固定化などにより、特に女性参

加者の確保が難しくなっている。

今後の方向性と

改善・見直し内容

□ 拡　充 □ 維　持 ■ 改　善

6



事務事業評価表

【事務事業の基本情報】

施策 名称 03-36 観光の振興

【事務事業の指標】

活動指標 単位
令和２年度

実績

令和３年度

実績

令和４年度

実績見込

担当課 観光シティプロモーション課

事務事業

名称 グリーン・ツーリズム推進事業 観光-11

目的・意図
宿泊農業体験学習の受入等を行うグリーン・ツーリズム推進協議会へ補助を行うことにより、グリーンツーリズムの活

動を支援し、地域の活性化を図るとともに、交流人口の拡大につなげるもの。

対前年比

（％）

令和５年度

計画

会員（受入農家）数 件 46 42 35 91.3 40

達成率(％)

宿泊農業体験学習受入数
単位 目標 598 628 658 688 748

0.0

成果指標【達成すべき目標】 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 最終目標値

宿泊農業体験学習受入数 未達成 新型コロナウイルス感染症の影響により、受入れが中止となったことによるもの。

【事務事業の評価】

評価項目 評価内容 説　　明

算式・説明 教育旅行等市外中高生の宿泊農業体験学習受入数

【成果指標の分析】

成果指標 達成状況 状況の分析

人 実績 0 0

有

効

性

成果の達成状況 C 目標を達成できなかった 新型コロナウイルス感染症の影響により、受入れは中

止となったが、これまでに受入れを行った学校と継続し

て交流を深めており、登米市とのつながりが深められて

いる。

市民ニーズの傾向 B あまり変わらない

市民の満足度 B どちらとも言えない

必

要

性

事業の社会的ニーズ A 社会的ニーズがある 　小中学校等の宿泊農業体験学習に対する

ニーズに応え、地域活性化の推進と交流人口の

拡大につなげる必要がある。
市の関与の妥当性 B 法令等による義務付けはないが市が実施すべき

実

施

方

法

事業実施方法の効率性 B 現在の体制、方法に改善の余地がある 　より効果的に事業を実施するため、外部委託

の可能性について検討を進める。外部委託の可能性 D まだ委託を実施していないが、委託は可能である

コ

ス

ト

コスト節減度 A 節減されている 　当補助金については、令和６年度までに20％

削減を図る計画であり、事業費の削減に努めて

いる。
今後のコストの増減見込 A 現状より低減する見込みである

受益者負担の適正度 E 現時点で適切な割合で負担されている

　会員数が減少傾向にあることを踏まえ、広報紙での募集や農家同志のネットワークを活用しながら新規会員の獲得を目

指すとともに、受入農家の負担軽減を図るため、宿泊を伴わない農業体験のみの受入れプランの構築についても検討して

いく。

□ 民間・市民協働 □ 縮　小 □ 廃　止

【今後の展開・改善策等】

成果の達成状況

などから明らかになっ

た課題事項

　中学生・高校生を対象とした教育旅行の受入れについて、会員数の減少により、生徒数の多い学校の受入が困難な

状況となっており、今後も会員の確保に向けた取組が必要である。

今後の方向性と

改善・見直し内容

□ 拡　充 ■ 維　持 □ 改　善

7



事務事業評価表

【事務事業の基本情報】

施策 名称 03-36 観光の振興

【事務事業の指標】

活動指標 単位
令和２年度

実績

令和３年度

実績

令和４年度

実績見込

担当課 観光シティプロモーション課

事務事業

名称 登米市観光物産協会補助金 観光-12

目的・意図
観光・物産事業の中核を担う観光物産協会へ補助金を交付し、市の観光・物産事業を発展させ、観光客の拡

大及び市内物産の普及拡大を図る。

対前年比

（％）

令和５年度

計画

ー － － － －

達成率(％)

観光客入込数
単位 目標 3,501 3,531 3,561 3,591 3,651

78.0

成果指標【達成すべき目標】 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 最終目標値

観光客入込数 未達成

新型コロナウイルス感染症の影響により、市内での様々なイベント等が中止となったが、

NHK連続テレビ小説「おかえりモネ」の放送による効果及びアウトドア需要の高まりを背景

に回復傾向となったが、目標値までは回復していない。

【事務事業の評価】

評価項目 評価内容 説　　明

算式・説明 宮城県観光客入込数調査による年間（１月～12月）の観光客入込数

【成果指標の分析】

成果指標 達成状況 状況の分析

千人 実績 2,453 2,753

有

効

性

成果の達成状況 C 目標を達成できなかった 　NHK連続テレビ小説おかえりモネの舞台の一つとし

て本市の全国的な認知度が向上している状況にあ

り、今後も観光需要の高まりが予想される。
市民ニーズの傾向 A 増えることが見込まれる

市民の満足度 A 高い

必

要

性

事業の社会的ニーズ A 社会的ニーズがある 　観光物産協会が行う観光・物産事業を支援

し、観光誘客の拡大と地域経済の活性化を図

ることが必要である。
市の関与の妥当性 B 法令等による義務付けはないが市が実施すべき

実

施

方

法

事業実施方法の効率性 A 現在の体制、方法が最適である 　他市においても、観光物産関係団体の活動を

支援し、観光振興や地域活性化に取り組んで

いる。
外部委託の可能性 D まだ委託を実施していないが、委託は可能である

コ

ス

ト

コスト節減度 A 節減されている 　当補助金については、令和６年度までに20％

削減を図る計画であり、事業費の削減に努めて

いる。
今後のコストの増減見込 A 現状より低減する見込みである

受益者負担の適正度 E 現時点で適切な割合で負担されている

　本市がＮＨＫ連続テレビ小説「おかえりモネ」の舞台となったことを活かしたロケツーリズムを推進するとともに、ウィズコロ

ナ・アフターコロナの時代に対応した観光コンテンツを提供し、観光地として選ばれるための取組を進めていくため、今後も観

光物産協会の活動を支援していく。

□ 民間・市民協働 □ 縮　小 □ 廃　止

【今後の展開・改善策等】

成果の達成状況

などから明らかになっ

た課題事項

　新型コロナウイルス感染症の影響により、減少した観光客入込数を回復することが必要である。

今後の方向性と

改善・見直し内容

□ 拡　充 ■ 維　持 □ 改　善

8



事務事業評価表

【事務事業の基本情報】

施策 名称 03-36 観光の振興

【事務事業の指標】

活動指標 単位
令和２年度

実績

令和３年度

実績

令和４年度

実績見込

担当課 観光シティプロモーション課

事務事業

名称 観光・地域交流イベント補助金 観光-13

目的・意図
市内の地域イベントを支援することにより、地域市民の活力の向上が図られるとともに、観光客の誘客や市内物産

の販売促進を図ることを目的とする。

対前年比

（％）

令和５年度

計画

ー － － － －

達成率(％)

観光客入込数
単位 目標 3,501 3,531 3,561 3,591 3,651

78.0

成果指標【達成すべき目標】 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 最終目標値

観光客入込数 未達成

新型コロナウイルス感染症の影響により、市内での様々なイベント等が中止となったが、

NHK連続テレビ小説「おかえりモネ」の放送による効果及びアウトドア需要の高まりを背景

に回復傾向となったが、目標値までは回復していない。

【事務事業の評価】

評価項目 評価内容 説　　明

算式・説明 宮城県観光客入込数調査による年間（１月～12月）の観光客入込数

【成果指標の分析】

成果指標 達成状況 状況の分析

千人 実績 2,453 2,753

有

効

性

成果の達成状況 C 目標を達成できなかった 　地域で開催される各種イベントを支援すること

により、観光客入込数の増加と地域の活性化に

つながる。
市民ニーズの傾向 A 増えることが見込まれる

市民の満足度 A 高い

必

要

性

事業の社会的ニーズ A 社会的ニーズがある 　市内でのイベント開催を支援し、観光誘客を

図ることが必要である。市の関与の妥当性 B 法令等による義務付けはないが市が実施すべき

実

施

方

法

事業実施方法の効率性 A 現在の体制、方法が最適である 　補助金による支援の必要性について、実績を

踏まえながら、検証していく必要がある。外部委託の可能性 A 外部委託が不可能な事業である

コ

ス

ト

コスト節減度 A 節減されている   当補助金については、令和６年度までに20％

削減を図る計画であり、事業費の削減に努めて

いる。
今後のコストの増減見込 A 現状より低減する見込みである

受益者負担の適正度 E 現時点で適切な割合で負担されている

　市内で開催される各イベントについては、観光客入込数の増加及び地域活性化につながるものであり、今後においても

内容等の検証を行いながら、開催を支援していく。

□ 民間・市民協働 □ 縮　小 □ 廃　止

【今後の展開・改善策等】

成果の達成状況

などから明らかになっ

た課題事項

　令和３年度においては、新型コロナウイルス感染症の影響により、２２の対象イベントのうち１９イベントが中止となった

結果、３イベントのみの開催となり、観光客入込数減少の大きな要因となった。

今後の方向性と

改善・見直し内容

□ 拡　充 ■ 維　持 □ 改　善

9



事務事業評価表

【事務事業の基本情報】

施策 名称 03-36 観光の振興

【事務事業の指標】

活動指標 単位
令和２年度

実績

令和３年度

実績

令和４年度

実績見込

担当課 観光シティプロモーション課

事務事業

名称 観光誘客対策事業 観光-15

目的・意図 登米市の魅力を内外に積極的に発信し、観光誘客による交流人口の拡大を図ることを目的とする。

対前年比

（％）

令和５年度

計画

ー － － － －

達成率(％)

観光客入込数
単位 目標 3,501 3,531 3,561 3,591 3,651

78.0

成果指標【達成すべき目標】 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 最終目標値

観光客入込数 未達成

新型コロナウイルス感染症の影響により、市内での様々なイベント等が中止となったが、

NHK連続テレビ小説「おかえりモネ」の放送による効果及びアウトドア需要の高まりを背景

に回復傾向となったが、目標値までは回復していない。

【事務事業の評価】

評価項目 評価内容 説　　明

算式・説明 宮城県観光客入込数調査による年間（１月～12月）の観光客入込数

【成果指標の分析】

成果指標 達成状況 状況の分析

千人 実績 2,453 2,753

有

効

性

成果の達成状況 C 目標を達成できなかった 　コロナ禍でも楽しんでいただける観光コンテンツを提

供するとともに、SNSを活用した積極的な情報発信に

努めた。
市民ニーズの傾向 A 増えることが見込まれる

市民の満足度 B どちらとも言えない

必

要

性

事業の社会的ニーズ A 社会的ニーズがある 　NHK連続テレビ小説「おかえりモネ」の効果により本

市の全国的な認知度が向上している状況にあり、今

後も観光需要の高まりが予想される。
市の関与の妥当性 B 法令等による義務付けはないが市が実施すべき

実

施

方

法

事業実施方法の効率性 B 現在の体制、方法に改善の余地がある 　地域おこし協力隊による情報発信や観光誘客

のノウハウを持つ民間事業者に委託し、事業を

実施する。
外部委託の可能性 B 既に委託しており、範囲等の拡大はできない

コ

ス

ト

コスト節減度 B 変わりはない 　事業内容を精査し、効率的な事業実施に努

める。今後のコストの増減見込 B 現状通りで推移する見込みである

受益者負担の適正度 A 受益者負担を求めるべきものではない

　本市がＮＨＫ連続テレビ小説「おかえりモネ」の舞台となったことをきっかけとしてドラマの舞台地を含めて市内観光を楽し

んでいただくロケツーリズムの推進を継続しつつ、登米市の観光資源と融合したワーケーションの取組を加速させるとともに、

ウィズコロナ・アフターコロナの時代に対応した観光コンテンツとして、地域の魅力や再発見につながるマイクロツーリズムやサ

イクルツーリズム、フォレストツーリズム等を推進し、観光地として選ばれるための取組を進めていく。

□ 民間・市民協働 □ 縮　小 □ 廃　止

【今後の展開・改善策等】

成果の達成状況

などから明らかになっ

た課題事項

　NHK連続テレビ小説「おかえりモネ」の放送による効果及びアウトドア需要の高まりを背景に回復傾向となったが、目標

値までの回復には至っていないことから、コロナ禍でも楽しんでいただける観光コンテンツを提供し、ウィズコロナ・アフターコロ

ナに対応した観光誘客に努める必要がある。

今後の方向性と

改善・見直し内容

□ 拡　充 ■ 維　持 □ 改　善

10



事務事業評価表

【事務事業の基本情報】

施策 名称 03-36 観光の振興

【事務事業の指標】

活動指標 単位
令和２年度

実績

令和３年度

実績

令和４年度

実績見込

担当課 観光シティプロモーション課

事務事業

名称 シティプロモーション推進事業 観光-25

目的・意図

本市の食、自然、文化や歴史などの地域資源を活かし、知名度や認知度を高め「登米市に行ってみたい、登米

市に住んでみたい」と多くの方々に選ばれるよう、市内外に対しＷＥＢサイト等を活用した効果的・戦略的なシティ

プロモーションの取組を推進するもの。

対前年比

（％）

令和５年度

計画

ー － － － －

達成率(％)

地域ブランド調査結果による認

知度

単位 目標 818 780 741 703 625
107.6

成果指標【達成すべき目標】 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 最終目標値

地域ブランド調査結果による認

知度
達成

本市が舞台の一つとなったＮＨＫ連続テレビ小説「おかえりモネ」の効果を最大限に活用

したシティプロモーションを展開したことによるものと考えられる。

【事務事業の評価】

評価項目 評価内容 説　　明

算式・説明 全国の市、東京23区及びブランド振興に熱心な町村を合わせた1,000の市区町村を対象とした調査

【成果指標の分析】

成果指標 達成状況 状況の分析

位 実績 876 725

有

効

性

成果の達成状況 A 目標を上回った 　NHK連続テレビ小説おかえりモネの舞台の一

つとして、積極的なシティプロモーションに努め、本

市の全国的な認知度向上に努めた。
市民ニーズの傾向 A 増えることが見込まれる

市民の満足度 A 高い

必

要

性

事業の社会的ニーズ A 社会的ニーズがある 　全国の自治体の中から「選ばれるまち」となるた

めに、戦略的かつ効果的なシティプロモーションが

必要である。
市の関与の妥当性 B 法令等による義務付けはないが市が実施すべき

実

施

方

法

事業実施方法の効率性 B 現在の体制、方法に改善の余地がある 　効果的なプロモーションのノウハウを持つ民間事

業者に委託し、事業を実施してきたが、事業内

容の見直しを行う必要がある。
外部委託の可能性 C 既に委託しているが、範囲等の見直しが必要である

コ

ス

ト

コスト節減度 B 変わりはない 　事業内容を見直し、効率的な事業展開を図

る。今後のコストの増減見込 B 現状通りで推移する見込みである

受益者負担の適正度 A 受益者負担を求めるべきものではない

　ＮＨＫ連続テレビ小説「おかえりモネ」の舞台となったことを活かした効果的なシティプロモーションの推進により向上した

本市の認知度をさらに高めていくとともに、より一層選ばれる市となるよう取組を進める。

また、キャッチコピー・ロゴマーク「うまし、たくまし、登米市」の普及促進やシティプロモーションサポーターの活動の活発化を図

り、シティプロモーションを推進していく。

□ 民間・市民協働 □ 縮　小 □ 廃　止

【今後の展開・改善策等】

成果の達成状況

などから明らかになっ

た課題事項

　ＮＨＫ連続テレビ小説「おかえりモネ」の効果を最大限に活用したシティプロモーションの展開により目標数値を達成する

ことができたが、その効果を一過性のものとせず継続させるとともに、さらなる認知度の向上に向けた取組を推進する。

今後の方向性と

改善・見直し内容

拡　充 ■ 維　持 □ 改　善

11



事務事業評価表

【事務事業の基本情報】

施策 名称 04-46 定住促進・居住環境の整備

【事務事業の指標】

活動指標 単位
令和２年度

実績

令和３年度

実績

令和４年度

実績見込

担当課 観光シティプロモーション課

事務事業

名称 移住・定住促進事業 観光-26

目的・意図
市外からの移住を促進し定住につなげるため、本市の移住支援策の情報や地域の魅力を積極的に発信するとと

もに、現地体験等の支援を行い、移住者の誘致を図るもの。

対前年比

（％）

令和５年度

計画

本市への移住を検討している方に対する相談件数 件 337 399 400 118.4 400

達成率(％)

移住者数
単位 目標 100 100 100 100 100

92.0

成果指標【達成すべき目標】 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 最終目標値

移住者数 未達成 概ね目標どおりの移住者数を創出した。

【事務事業の評価】

評価項目 評価内容 説　　明

算式・説明 市の移住支援制度を利用して移住した人の数

【成果指標の分析】

成果指標 達成状況 状況の分析

人 実績 96 92

有

効

性

成果の達成状況 B 目標を概ね達成できている 　地方への移住志向の高まりを背景として、移

住に関する相談件数が増加しており、移住者数

も概ね目標を達成することができた。
市民ニーズの傾向 A 増えることが見込まれる

市民の満足度 A 高い

必

要

性

事業の社会的ニーズ A 社会的ニーズがある 　地方への移住希望者は年々増加傾向にあり、

移住希望者に本市を選んでいただけるよう積極

的に取り組む必要がある。
市の関与の妥当性 B 法令等による義務付けはないが市が実施すべき

実

施

方

法

事業実施方法の効率性 A 現在の体制、方法が最適である 　移住・定住支援員として地域おこし協力隊を

配置し、移住に関する相談受付や情報提供を

一元的に行っている。
外部委託の可能性 D まだ委託を実施していないが、委託は可能である

コ

ス

ト

コスト節減度 A 節減されている 　事業内容の見直し等により、効率的な事業展

開に努めている。今後のコストの増減見込 B 現状通りで推移する見込みである

受益者負担の適正度 A 受益者負担を求めるべきものではない

　移住を検討されている方に本市を選んでいただけるよう、相談者のニーズに合わせたきめ細やかな相談対応を行うととも

に、本市の魅力の積極的なＰＲや、本市での暮らしをリアルに体験していただく移住お試し住宅や移住体験ツアーなど体

験型事業の充実を図り、移住・定住の促進につなげていく。

□ 民間・市民協働 □ 縮　小 □ 廃　止

【今後の展開・改善策等】

成果の達成状況

などから明らかになっ

た課題事項

　全国的な地方への移住志向の高まりを受け、本市においても移住検討者からの相談件数が増加したほか、オンラインに

よる移住フェアへの出展や市独自のオンライン移住体験ツアーの開催など、コロナ禍に対応した取組の展開により概ね目標

どおりの移住者数を創出した。

今後の方向性と

改善・見直し内容

□ 拡　充 ■ 維　持 □ 改　善

12



事務事業評価表

【事務事業の基本情報】

施策 名称 04-46 定住促進・居住環境の整備

【事務事業の指標】

活動指標 単位
令和２年度

実績

令和３年度

実績

令和４年度

実績見込

担当課 観光シティプロモーション課

事務事業

名称 空き家改修事業 観光-27

目的・意図
登米市内に存在する空き家を有効に活用し、移住及び定住の促進による本市の活性化を図るため、登米市空

き家情報バンクに登録された空き家の改修に要する経費に対し、補助金を交付するもの。

対前年比

（％）

令和５年度

計画

空き家改修事業補助金交付件数 件 8 7 9 87.5 8

達成率(％)

移住者数
単位 目標 100 100 100 100 100

92.0

成果指標【達成すべき目標】 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 最終目標値

移住者数 未達成 概ね目標どおりの移住者数を創出した。

【事務事業の評価】

評価項目 評価内容 説　　明

算式・説明 市の移住支援制度を利用して移住した人の数

【成果指標の分析】

成果指標 達成状況 状況の分析

人 実績 96 92

有

効

性

成果の達成状況 B 目標を概ね達成できている 　移住・定住人口の増加と空き家の利活用促

進につながる事業であり、有効性は高く、今後も

市民ニーズが高まることが見込まれる。
市民ニーズの傾向 A 増えることが見込まれる

市民の満足度 A 高い

必

要

性

事業の社会的ニーズ A 社会的ニーズがある 　空き家の増加が社会問題化しているのに加

え、空き家利用希望者が増えていることから、一

定の社会的ニーズがある事業である。
市の関与の妥当性 B 法令等による義務付けはないが市が実施すべき

実

施

方

法

事業実施方法の効率性 A 現在の体制、方法が最適である 　市内の宅地建物取引業者と連携し、空き家

所有者と利用希望者のマッチングを図っている。外部委託の可能性 A 外部委託が不可能な事業である

コ

ス

ト

コスト節減度 B 変わりはない 　交付件数の増加に伴い、事業費・事務量の

増加が予想される。今後のコストの増減見込 C 現状より増加する見込みである

受益者負担の適正度 E 現時点で適切な割合で負担されている

　空き家等の利活用促進を図るため、利用者のニーズに応じて制度の充実を図っていく必要がある。

□ 民間・市民協働 □ 縮　小 □ 廃　止

【今後の展開・改善策等】

成果の達成状況

などから明らかになっ

た課題事項

　本事業は空き家情報バンク登録物件の利用促進につながるものであり、近年、空き家情報バンク登録物件及び空き家

利用希望者が共に増加していることから、今後需要の高まりが予想される。

今後の方向性と

改善・見直し内容

□ 拡　充 ■ 維　持 □ 改　善
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事務事業評価表

【事務事業の基本情報】

施策 名称 04-46 定住促進・居住環境の整備

【事務事業の指標】

活動指標 単位
令和２年度

実績

令和３年度

実績

令和４年度

実績見込

担当課 観光シティプロモーション課

事務事業

名称 住まいサポート事業 観光-28

目的・意図
移住・定住人口を創出し、市の持続的な発展を図るため、新規転入者に対し、住宅取得に要する経費を支援す

るもの。

対前年比

（％）

令和５年度

計画

住まいサポート事業補助金交付件数 件 53 26 21 49.1 20

達成率(％)

移住者数
単位 目標 100 100 100 100 100

92.0

成果指標【達成すべき目標】 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 最終目標値

移住者数 未達成 概ね目標どおりの移住者数を創出した。

【事務事業の評価】

評価項目 評価内容 説　　明

算式・説明 市の移住支援制度を利用して移住した人の数

【成果指標の分析】

成果指標 達成状況 状況の分析

人 実績 96 92

有

効

性

成果の達成状況 B 目標を概ね達成できている 　移住者の生活の基盤となる住環境の整備を

支援する事業であり、有効である。市民ニーズの傾向 B あまり変わらない

市民の満足度 B どちらとも言えない

必

要

性

事業の社会的ニーズ A 社会的ニーズがある 　本市への移住者に住宅取得支援を行うもので

あり、人口減少に対する取組として必要な事業

である。
市の関与の妥当性 B 法令等による義務付けはないが市が実施すべき

実

施

方

法

事業実施方法の効率性 A 現在の体制、方法が最適である 　移住者の創出に向け、他の移住・定住支援

施策と併せた総合的な取組を行う必要がある。外部委託の可能性 A 外部委託が不可能な事業である

コ

ス

ト

コスト節減度 A 節減されている 　事業内容を見直し、効率的な事業展開に努

めている。今後のコストの増減見込 A 現状より低減する見込みである

受益者負担の適正度 E 現時点で適切な割合で負担されている

　移住先の条件として生活の基盤となる住環境の整備が重要となることから、本事業に継続して取り組み、移住の促進に

つなげていく。

□ 民間・市民協働 □ 縮　小 □ 廃　止

【今後の展開・改善策等】

成果の達成状況

などから明らかになっ

た課題事項

　本補助金は、申請世帯の年齢によって交付限度額に差を設けることで若者世代を優遇するものであるほか、中学生以

下１人につき５万円を加算するなど、子育て世代に手厚く、少子化対策にも寄与する制度である。

　全国的な地方移住への関心が高まる中、本制度を活用し、本市への移住促進につなげていく必要がある。

今後の方向性と

改善・見直し内容

□ 拡　充 ■ 維　持 □ 改　善
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事務事業評価表

【事務事業の基本情報】

施策 名称 05-58 効率的な財政運営の推進

【事務事業の指標】

活動指標 単位
令和２年度

実績

令和３年度

実績

令和４年度

実績見込

担当課 観光シティプロモーション課

事務事業

名称 ふるさと応援寄附金事業 観光-35

目的・意図

豊かな水辺空間を有する自然に恵まれた「水の里」登米市の次世代につながる取組に共感し、応援しようとする

個人又は団体からの寄附金を財源として、寄附者の思いを反映した事業を推進し、活力あるふるさとづくりに資す

ることを目的とする。

対前年比

（％）

令和５年度

計画

ふるさと応援寄附金の件数 件 15,564 35,897 28,064 230.6 35,000

達成率(％)

ふるさと応援寄附金額
単位 目標 200,000 250,000 250,000 275,000 300,000

223.7

成果指標【達成すべき目標】 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 最終目標値

ふるさと応援寄附金額 達成
サイト上でのＰＲや寄附者との継続的なつながりを持つための取組に加え、おかえりモネ

の放映をきっかけとした新たなファンの増加が後押しとなり前年度を大幅に上回った。

【事務事業の評価】

評価項目 評価内容 説　　明

算式・説明 市を応援するために寄せられたふるさと応援寄附金の額

【成果指標の分析】

成果指標 達成状況 状況の分析

千円 実績 243,672 559,193

有

効

性

成果の達成状況 A 目標を上回った 　ポータルサイトでの積極的なPRや寄附者とのつ

ながりを創出する取組に加え、おかえりモネ放映

効果が後押しとなり目標を大幅に上回った。
市民ニーズの傾向 A 増えることが見込まれる

市民の満足度 A 高い

必

要

性

事業の社会的ニーズ A 社会的ニーズがある 　自主財源の確保と地域経済の活性化につな

がる事業であり、今後も取組を推進する必要が

ある。
市の関与の妥当性 A 法令や条例で市の関与が義務付けられている

実

施

方

法

事業実施方法の効率性 B 現在の体制、方法に改善の余地がある 　寄附申込・返礼品等に関する業務を民間事

業者に委託しているが、経費・サービス内容等に

ついて定期的に見直しを行う必要がある。
外部委託の可能性 C 既に委託しているが、範囲等の見直しが必要である

コ

ス

ト

コスト節減度 B 変わりはない 　寄附金額の増加に比例して、事業費の増加

が見込まれる。今後のコストの増減見込 C 現状より増加する見込みである

受益者負担の適正度 E 現時点で適切な割合で負担されている

　魅力のある返礼品の充実と、新たな寄附者の創出やリピーターの確保につなげる取組で寄附金の更なる拡大を目指す

とともに、業務量の増加に対応するため、外部委託の推進等による事務の効率化及び事務の正確性の確保を図る必要

がある。

□ 民間・市民協働 □ 縮　小 □ 廃　止

【今後の展開・改善策等】

成果の達成状況

などから明らかになっ

た課題事項

　新規返礼品の掘り起こしや活用事例集の送付による寄附者との継続的なつながりを持つ取組に加え、ＮＨＫ連続テレ

ビ小説おかえりモネの放映により本市の認知度が向上したことが寄附の増加につながったものと思われる。

今後の方向性と

改善・見直し内容

□ 拡　充 ■ 維　持 □ 改　善
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事務事業評価表

【事務事業の基本情報】

施策 名称 04-48 公共交通機関の整備・充実

【事務事業の指標】

活動指標 単位
令和２年度

実績

令和３年度

実績

令和４年度

実績見込

担当課 市民協働課

事務事業

名称 市民バス等運行事業 市協-5

目的・意図
市民の通院や買物、通学などの日常生活を支えるため、公共交通機関であるバス運行事業を充実し、市民の移

動手段の向上を図る。

対前年比

（％）

令和５年度

計画

運行便数 便 26,342 26,304 26,342 99.9 26,389

達成率(％)

利用者数
単位 目標 358,000 358,000 358,000 358,000 376,000

70.5

成果指標【達成すべき目標】 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 最終目標値

利用者数 未達成
人口減少の要因に加え、新型コロナウイルス感染症が大きく影響し、目標とする利用者

数を下回っている。

【事務事業の評価】

評価項目 評価内容 説　　明

算式・説明 市民バスの年間延べ利用者数

【成果指標の分析】

成果指標 達成状況 状況の分析

人 実績 249,059 252,215

有

効

性

成果の達成状況 C 目標を達成できなかった 高齢化に伴い、今後移動手段を持たない人が

増加することが予想されることから、市民ニーズは

増加すると考えられる。
市民ニーズの傾向 A 増えることが見込まれる

市民の満足度 B どちらとも言えない

必

要

性

事業の社会的ニーズ A 社会的ニーズがある 公共交通という観点から交通弱者の移動手段

の確保は必要性が高い。市の関与の妥当性 B 法令等による義務付けはないが市が実施すべき

実

施

方

法

事業実施方法の効率性 A 現在の体制、方法が最適である 公共交通という観点から市が実施すべき事業である

が、大きな導入経費が必要となるほか、専門的な業

務となることから委託による実施が適当である。
外部委託の可能性 B 既に委託しており、範囲等の拡大はできない

コ

ス

ト

コスト節減度 B 変わりはない 物価高騰の影響により、運行経費の増加が予

想される。今後のコストの増減見込 C 現状より増加する見込みである

受益者負担の適正度 C 負担されているが、負担割合を増加すべきである

今年度に見直しを予定している地域公共交通再編計画に基づき、利用状況や需要規模に応じた効率的・効果的な運

行へ改善していく。

□ 民間・市民協働 □ 縮　小 □ 廃　止

【今後の展開・改善策等】

成果の達成状況

などから明らかになっ

た課題事項

人口減少の要因に加え、新型コロナウイルス感染症が大きく影響し、令和２年度から利用者数が激減している。

しかし、令和３年度から再び増加に転じており、新型コロナウイルス感染症終息後の利用回復が課題である。

今後の方向性と

改善・見直し内容

□ 拡　充 ■ 維　持 □ 改　善
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事務事業評価表

【事務事業の基本情報】

施策 名称 05-54 コミュニティ活動の充実

【事務事業の指標】

活動指標 単位
令和２年度

実績

令和３年度

実績

令和４年度

実績見込

担当課 市民協働課

事務事業

名称 地域おこし協力隊による地域活性化事業 市協-9

目的・意図
人口減少や高齢化等の進行が著しい地方において、都市部の人材を積極的に誘致し、その定住・定着を図るこ

とを目的に、都市部の人材を地域おこし協力隊員として任用する。

対前年比

（％）

令和５年度

計画

地域おこし協力隊任用状況（コミュニティ組織） 人 1 1 0 100.0 0

達成率(％)

退任後の定住状況
単位 目標 3 4 5 5 5

50.0

成果指標【達成すべき目標】 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 最終目標値

退任後の定住状況 未達成
公民館等を勤務地とし、地域の活性化に努めているが、在任中の業務を生業とし、生

活するための基盤が作れず、退任と同時に転出するケースもあり、定住に結びつかない。

【事務事業の評価】

評価項目 評価内容 説　　明

算式・説明 地域おこし協力隊退任後、市内に定住した延べ人数

【成果指標の分析】

成果指標 達成状況 状況の分析

人 実績 2 2

有

効

性

成果の達成状況 C 目標を達成できなかった 交流事業の実施や情報発信が主な業務になる

ことが多く、退任後の将来設計を立てるのが難し

い。
市民ニーズの傾向 C 減ることが見込まれる

市民の満足度 B どちらとも言えない

必

要

性

事業の社会的ニーズ C 社会的ニーズはない 導入を希望するコミュニティ組織がなく、導入の目

的も漠然としているため、募集に至らない現状が

ある。
市の関与の妥当性 B 法令等による義務付けはないが市が実施すべき

実

施

方

法

事業実施方法の効率性 C 他の体制、方法で実施すべきである 任用する隊員に対して、生業に結びつく具体的な方向性の提示

が必要である。導入目的が明確な場合でも、任用後、コミュニ

ティ組織が期待する活動内容と、隊員の活動内容に不一致が

生じているため、他の体制、方法を検討する必要がある。

外部委託の可能性 B 既に委託しており、範囲等の拡大はできない

コ

ス

ト

コスト節減度 A 節減されている 現状として導入に前向きなコミュニティ組織がない

ことから、任用に係る委託料は減額となる。今後のコストの増減見込 A 現状より低減する見込みである

受益者負担の適正度 A 受益者負担を求めるべきものではない

導入目的が明確な場合でも、任用後、コミュニティ組織が期待する活動内容と、隊員の活動内容に不一致が生じ、その

事例が導入を検討するコミュニティ組織の障壁となっている。また、在任中の業務を生業とする生活の基盤が作れず、退任

と同時に転出するケースもあり、定住・定着に結びついていないため、地域おこし協力隊をコミュニティ組織へ導入し事業成

果を得ることは困難である。

□ 民間・市民協働 □ 縮　小 ■ 廃　止

【今後の展開・改善策等】

成果の達成状況

などから明らかになっ

た課題事項

コミュニティ組織において受け入れる隊員は、地域行事の支援や各種イベント等の実施など、地域活性化を目的とした仕事に従事する

ことが多く、退任後に生業として生かせる技術や資格が習得できる業務内容とは言い難い。そのため、将来設計が立てにくく、結果とし

て定住に結びついていないことが課題である。

都市部からの人材を活用し地域活性化を図る目的の先に、退任後の定住・定着があることを見据え、導入に当たっては、退任後に地

域で暮らしていくための基盤作りになることを意識した業務について、受け入れを希望するコミュニティ組織と十分な調整を行う必要があ

る。

今後の方向性と

改善・見直し内容

□ 拡　充 □ 維　持 □ 改　善

17



事務事業評価表

【事務事業の基本情報】

施策 名称 05-53 個性的で魅力的なまちづくりの推進

【事務事業の指標】

活動指標 単位
令和２年度

実績

令和３年度

実績

令和４年度

実績見込

担当課 市民協働課

事務事業

名称 とめ市民活動プラザ運営事業 市協-10

目的・意図
登米市まちづくり基本条例が施行され、協働のまちづくりのパートナーであるＮＰＯ、コミュニティ組織、ボランティア

団体等の支援を行う中間支援組織機能としての拠点施設と位置付け、市民と協働のまちづくりの推進を図る。

対前年比

（％）

令和５年度

計画

講座等参加人数 人 170 315 315 185.3 315

達成率(％)

とめ市民活動プラザ活動実績

数

単位 目標 7,500 7,700 7,900 8,100 8,500
67.5

成果指標【達成すべき目標】 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 最終目標値

とめ市民活動プラザ活動実績

数
未達成

新型コロナウイルス感染症の影響により、各種事業の規模縮小や施設利用が休止となっ

たため、目標値を達成することができなかった。

【事務事業の評価】

評価項目 評価内容 説　　明

算式・説明 公益的な活動を行う市民活動団体等への情報提供や相談業務等の延べ人数

【成果指標の分析】

成果指標 達成状況 状況の分析

実績 4,957 5,199

有

効

性

成果の達成状況 B 目標を概ね達成できている 協働によるまちづくりが推進されることで、公益的な

活動に対する各種支援策の情報提供や相談等に

ついて、市民ニーズは増えていくことが予想される。
市民ニーズの傾向 A 増えることが見込まれる

市民の満足度 B どちらとも言えない

必

要

性

事業の社会的ニーズ A 社会的ニーズがある 多様な主体と協働によるまちづくりを推進していく

ため、市民活動団体等の活動をサポートする拠

点機能は必要である。
市の関与の妥当性 B 法令等による義務付けはないが市が実施すべき

実

施

方

法

事業実施方法の効率性 A 現在の体制、方法が最適である 運営業務は既に外部委託しており、市民と行政

をつなぐ中間支援組織として現体制が最適と考

える。
外部委託の可能性 B 既に委託しており、範囲等の拡大はできない

コ

ス

ト

コスト節減度 B 変わりはない 現契約での委託期間が令和４年度で終了するた

め、令和５年度以降の契約時における人件費や事

業内容の見直しによっては、若干の増加が予想され

る。

今後のコストの増減見込 C 現状より増加する見込みである

受益者負担の適正度 A 受益者負担を求めるべきものではない

市民活動団体等の交流拠点として、中間支援組織の認知度向上に努めるほか、施設の利活用を促進し、新型コロナウ

イルス感染症対策として、参集型とオンラインを活用した方法など工夫しながら、事業実施に努める。

また、市民活動団体等を対象とした事業以外にも、人材育成を目的とした事業及び相談業務に積極的に取り組むこと

で、公益的な活動を目的とした市民活動団体の育成につなげていく。

□ 民間・市民協働 □ 縮　小 □ 廃　止

【今後の展開・改善策等】

成果の達成状況

などから明らかになっ

た課題事項

コミュニティ組織を含む市民活動団体等を対象とした参加型の事業については、新型コロナウイルス感染症の影響により実

施できない状態が続いたことで、目標を達成することができなかった。

活動自体を自粛する市民活動団体等が多く見られたことから、コロナ禍でも実施可能な新しい事業の手法について、情

報の収集及び発信を行う必要がある。

今後の方向性と

改善・見直し内容

□ 拡　充 ■ 維　持 □ 改　善
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事務事業評価表

【事務事業の基本情報】

施策 名称 05-54 コミュニティ活動の充実

【事務事業の指標】

活動指標 単位
令和２年度

実績

令和３年度

実績

令和４年度

実績見込

担当課 市民協働課

事務事業

名称 未来のまちづくり支援事業 市協-13

目的・意図
平成27年度から、コミュニティ組織が主体となり地域づくり計画に基づく事業が継続的に実施されることから、活力

ある地域づくり活動を進めていくため支援するもの。

対前年比

（％）

令和５年度

計画

地域づくり活動への参加人数 人 7,849 21,610 22,700 275.3 23,800

達成率(％)

地域課題に対する取組率
単位 目標 45.0 50.0 55.0 58.0 60.0

42.8

成果指標【達成すべき目標】 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 最終目標値

地域課題に対する取組率 未達成
新型コロナウイルス感染症の影響により、各コミュニティ組織において計画していた事業

が、中止または規模を縮小した実施となったため、目標値を達成することができなかった。

【事務事業の評価】

評価項目 評価内容 説　　明

算式・説明 地域課題解決に対し、地域住民で取り組んでいると感じる市民の割合

【成果指標の分析】

成果指標 達成状況 状況の分析

実績 30.2 21.4

有

効

性

成果の達成状況 C 目標を達成できなかった 地域が自ら考え取り組む課題解決や特性を活

かした地域づくり活動のニーズは、人口減少が進

む中、高まっていくことが予想される。
市民ニーズの傾向 A 増えることが見込まれる

市民の満足度 B どちらとも言えない

必

要

性

事業の社会的ニーズ A 社会的ニーズがある 登米市まちづくり基本条例に基づく協働による登

米市の持続的発展のため、継続した支援が必

要である。
市の関与の妥当性 A 法令や条例で市の関与が義務付けられている

実

施

方

法

事業実施方法の効率性 A 現在の体制、方法が最適である 協働によるまちづくりは、市民と行政がともに進め

ていく施策であるため、現在の体制が最適と考え

る。
外部委託の可能性 A 外部委託が不可能な事業である

コ

ス

ト

コスト節減度 B 変わりはない 集落支援員設置に係る経費は人件費が含まれてい

るため、経験年数による増加が見込まれるが、交付金

については算出根拠である人口が減少するため、金

額は下がっていくことが予想される。

今後のコストの増減見込 B 現状通りで推移する見込みである

受益者負担の適正度 E 現時点で適切な割合で負担されている

各コミュニティ組織において、住民ニーズの把握に努め、既存事業の見直しを行いながら、積極的に新規事業に取り組むこ

とができるよう、個別訪問を通して意識改革を図っていく。

□ 民間・市民協働 □ 縮　小 □ 廃　止

【今後の展開・改善策等】

成果の達成状況

などから明らかになっ

た課題事項

新型コロナウイルス感染症の影響により、運動会や祭り等の住民参加型事業が中止となり、コミュニティ活動が停滞する状

況となってしまった。代替事業についても工夫が見られたが、地域づくり事業の多くがイベント型となっているコミュニティ組織

においては、計画変更に苦慮しており、地域の活性化を目的とした事業以外にも課題解決に直結した事業を検討するな

ど、コミュニティ活動が停滞しない取組が必要である。

今後の方向性と

改善・見直し内容

□ 拡　充 ■ 維　持 □ 改　善
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男女共同参画社会の推進

事務事業評価表

【事務事業の基本情報】

施策 名称 担当課

【事務事業の指標】

活動指標 単位
令和２年度

実績

令和３年度

実績

令和４年度

実績見込

市民生活課

事務事業

名称 男女共同参画社会づくり推進事業 市生-13

目的・意図

性別にかかわりなく全ての市民が尊重され、その個性と能力を発揮し、かつ、社会経済の変化に対応できる豊かで

活力ある登米市を築くために、対等に責任を担いながらまちづくりに参画する「男女共同参画社会の形成」を図

る。

対前年比

（％）

令和５年度

計画

05-55

男女共同参画基本計画の実施状況 ％ 72.5 82.2 90.0 113.4 100

達成率(％)

「男女共同参画」の具体的内

容の認知度

単位 目標 100 100 100 100 100
67.6

成果指標【達成すべき目標】 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 最終目標値

「男女共同参画」の具体的内

容の認知度
未達成

認知度は前回調査（H26）より減少したが、性別による固定的な役割分担意識を持たない人

の割合が増加するなど「男女共同参画」の実質的な意識は浸透しつつあるものと考えられる。

【事務事業の評価】

評価項目 評価内容 説　　明

算式・説明 男女共同参画に関する市民アンケート（５年毎実施）　※実績値は平成30年度実施アンケートの数値

【成果指標の分析】

成果指標 達成状況 状況の分析

％ 実績 67.6 67.6

有

効

性

成果の達成状況 C 目標を達成できなかった 　仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）や女

性活躍社会の推進などについて、今後もニーズが増え

ることが予想される。
市民ニーズの傾向 A 増えることが見込まれる

市民の満足度 B どちらとも言えない

必

要

性

事業の社会的ニーズ A 社会的ニーズがある 　男女共同参画の意識は浸透しつつあるものの、家

庭生活や職場において、男女の地位が平等だと思う

人の割合は増えておらず、今後も推進する必要があ

る。

市の関与の妥当性 A 法令や条例で市の関与が義務付けられている

実

施

方

法

事業実施方法の効率性 B 現在の体制、方法に改善の余地がある 　各種事業の実施にあたり、市民との共働は必要で

あり、一部事務について外部委託も考えられるもの

の、経費等を勘案し検討していくものとする。
外部委託の可能性 D まだ委託を実施していないが、委託は可能である

コ

ス

ト

コスト節減度 B 変わりはない 　経費は事務的経費のみである。なお、市民アンケー

トについては、実施方法等を検討し、コストの削減に

努めることとする。
今後のコストの増減見込 B 現状通りで推移する見込みである

受益者負担の適正度 A 受益者負担を求めるべきものではない

　性別に関わりなく、お互いが尊重し合い、一人ひとりの個性と能力が十分に発揮できる男女共同参画社会の実現に向

け、今後も継続して各種事業を実施していく。

　なお、市民ニーズをとらえながら内容や方法を常に点検して事業を実施するとともに、市民や団体、企業等がそれぞれの

立場において男女共同参画の趣旨を理解し主体的に取り組めるよう、情報共有と連携を図っていく。

□ 民間・市民協働 □ 縮　小 □ 廃　止

【今後の展開・改善策等】

成果の達成状況

などから明らかになっ

た課題事項

　コロナ禍により各種事業の中止・縮小が続いているが、工夫して事業を実施するなど、実施状況は改善されてきている。

引き続き、事業の実施方法などについて検討していく必要があると考えられる。

　また、男女共同参画に関する認知度・理解度を深めるため、市民それぞれに自分事としてとらえて頂けるよう、啓発の内

容や市民が参加する機会を増やすこと等、事業内容及び実施方法等について検討していく必要があると考えられる。

今後の方向性と

改善・見直し内容

□ 拡　充 ■ 維　持 □ 改　善
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今後も、第二次登米市地球温暖化対策地域推進計画に掲げる二酸化炭素排出削減の目標達成に向け、市民レベ

ルでのクリーンエネルギー利用を促進するため、新エネルギー設備（木質バイオマス燃焼機器）を導入する市民に対し、

設置費用の一部を補助する取組を継続的に実施する。

□ 民間・市民協働 □ 縮　小 □ 廃　止

【今後の展開・改善策等】

成果の達成状況

などから明らかになっ

た課題事項

住宅用太陽光発電システム設置補助を平成30年度で終了し、その後は木質バイオマス燃焼機器の導入に係る設置補

助を実施しているが、事業費が縮小していることもあり、令和元年度以降の二酸化炭素排出削減量の増加は微増となっ

ている。しかしながら、脱炭素社会の実現・地球温暖化の防止に向けた取組を進めるためにも、市民レベルでのクリーンエ

ネルギーの普及は継続的に取り組んでいく必要がある。

今後の方向性と

改善・見直し内容

□ 拡　充 ■ 維　持 □ 改　善

実

施

方

法

事業実施方法の効率性 A 現在の体制、方法が最適である 補助金の交付手続を外部委託（宮城県等で

実施）する手法は考えられるが、事業規模から

費用対効果を得ることが困難であるため、現在

の体制が最適と考える。

外部委託の可能性 A 外部委託が不可能な事業である

コ

ス

ト

コスト節減度 A 節減されている 補助率については、補助対象経費の1/3と同様

の補助制度を実施している他自治体と比較して

も同水準であり、現時点では適切な負担割合で

あると考える。

今後のコストの増減見込 B 現状通りで推移する見込みである

受益者負担の適正度 E 現時点で適切な割合で負担されている

有

効

性

成果の達成状況 C 目標を達成できなかった 脱炭素化の実現に向けて、化石燃料を使用し

たエネルギー利用から持続可能なエネルギー利

用へ、今後もシフトしていくことが予想される。
市民ニーズの傾向 A 増えることが見込まれる

市民の満足度 A 高い

必

要

性

事業の社会的ニーズ A 社会的ニーズがある 2050年脱炭素化（カーボンニュートラル）の実

現を目指すため、温室効果ガス排出量の削減を

図る取組は、社会的ニーズが高いものと考える。
市の関与の妥当性 B 法令等による義務付けはないが市が実施すべき

補助事業による二酸化炭素排

出削減量
未達成

ホームページや広報等を活用した周知により、前年度から申請件数の増加を図ることが

できた。脱炭素化へ向けた社会的機運が高まっている中、石油燃料の代替として木質バ

イオマス燃料を利用する市民ニーズも高まっているものと考えられる。

【事務事業の評価】

評価項目 評価内容 説　　明

算式・説明
目標：申請件数10件×823.2㎏-co2/1,000＝8.232t-CO2　　R2実績：補助件数6件×823.2㎏-CO2/1000＝4.9392t-CO2

※灯油換算（石油ファンヒーターから木質バイオマス燃焼機器に交換した場合）で１台あたり約823.2kg-CO₂の排出となる。

【成果指標の分析】

成果指標 達成状況 状況の分析

t-CO2 実績 5 7

補助金の申請件数 件 6 8 10 133.3 10

達成率(％)

補助事業による二酸化炭素排

出削減量

単位 目標 8 8 8 8 ー
85.0

成果指標【達成すべき目標】 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 最終目標値

令和４年度

実績見込

担当課 環境課

事務事業

名称 住宅用新エネルギー設備導入支援事業補助金 環境-7

目的・意図

登米市地球温暖化対策地域推進計画での削減目標のうち、家庭におけるエネルギー消費に伴う排出である「民

生家庭」部門での二酸化炭素排出量の削減のため、木質バイオマス燃焼機器を設置する市民に対し、設置費

用の一部を補助し、市民レベルでのクリーンエネルギーの普及を図る。

対前年比

（％）

令和５年度

計画

事務事業評価表

【事務事業の基本情報】

施策 名称 04-42 省エネルギー・新エネルギー導入の推進

【事務事業の指標】

活動指標 単位
令和２年度

実績

令和３年度

実績
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　健診のお知らせや被保険者証交付時のチラシ、パンフレット等で、今後も受診の啓発を行っていく。

　健診未受診の理由を把握し、受診勧奨や必要なサービスへの接続を行っていく。

□ 民間・市民協働 □ 縮　小 □ 廃　止

【今後の展開・改善策等】

成果の達成状況

などから明らかになっ

た課題事項

　健診未受診者のうち、医療機関の受診者が90％を超えているため、医療機関の受診により健康管理をしている者が多

数いると考えられるが、健診未受診の理由を把握し、当該理由に則した対応が必要である。

今後の方向性と

改善・見直し内容

□ 拡　充 ■ 維　持 □ 改　善

実

施

方

法

事業実施方法の効率性 B 現在の体制、方法に改善の余地がある 　健診会場への来場が困難な者の把握及び対

応が必要である。外部委託の可能性 B 既に委託しており、範囲等の拡大はできない

コ

ス

ト

コスト節減度 B 変わりはない 　数年後には、全ての団塊の世代が後期高齢

者となるため、今後、対象者の増加が予想され

る。また、受益者負担については、本事業が広

域連合からの委託事業であるため求めない。

今後のコストの増減見込 C 現状より増加する見込みである

受益者負担の適正度 A 受益者負担を求めるべきものではない

有

効

性

成果の達成状況 B 目標を概ね達成できている 　被保険者証交付時のチラシ等で啓発を行って

いるが、健診の申込み及び受診率は、毎年度ほ

ぼ横ばいである。
市民ニーズの傾向 B あまり変わらない

市民の満足度 D 把握できてない

必

要

性

事業の社会的ニーズ B 社会的ニーズがややある 　健診事業は、広域連合からの委託事業である

が、高齢者の健康課題の把握、生活習慣病等

の早期発見のため必要と考える。
市の関与の妥当性 B 法令等による義務付けはないが市が実施すべき

受診率 未達成
健診については申込制としており、医療機関の受診により健康管理を行っているなど、健

診の受診を希望しない場合が多い。

【事務事業の評価】

評価項目 評価内容 説　　明

算式・説明 事業実施主体である宮城県後期高齢者医療広域連合（以下「広域連合」という。）の直近の実績値を目標値としている。

【成果指標の分析】

成果指標 達成状況 状況の分析

％ 実績 24.5 25.1

健診会場数（特定検診と同日で実施） 箇所 20 20 20 100.0 20

達成率(％)

受診率
単位 目標 27.5 27.5 27.5 28.4 28.4

91.3

成果指標【達成すべき目標】 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 最終目標値

令和４年度

実績見込

担当課 国保年金課

事務事業

名称 後期高齢者保健事業 国保-1

目的・意図 後期高齢者医療被保険者の健康管理と疾病の早期発見、早期治療を図る。

対前年比

（％）

令和５年度

計画

事務事業評価表

【事務事業の基本情報】

施策 名称 02-24 医療保険の適正な運用

【事務事業の指標】

活動指標 単位
令和２年度

実績

令和３年度

実績
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廃　止

　子育て支援の観点から、子どもの適正な受診機会の確保及び子育て家庭における経済的負担の軽減を図るため、継

続して助成を行っていく。

　今後も引き続き、補助対象年齢の引上げ等、医療費助成の充実強化について、県への要望を行っていく。

改　善 □ 民間・市民協働 □ 縮　小 □

今後の方向性と

改善・見直し内容

□ 拡　充 ■ 維　持 □

【今後の展開・改善策等】

成果の達成状況

などから明らかになっ

た課題事項

　県の補助事業対象は未就学児のみ（所得制限あり）であるが、本市においては、助成対象を18歳に到達する年度

の末日までに引き上げ、さらに所得制限も撤廃しているため、拡充部分等については全て市の単独事業となっている。

実

施

方

法

事業実施方法の効率性 A 現在の体制、方法が最適である 　現物給付方式で給付を行っており、審査・支

払業務は、県が一括で宮城県国民健康保険

団体連合会と委託契約を行っている。
外部委託の可能性 B 既に委託しており、範囲等の拡大はできない

コ

ス

ト

コスト節減度 C 節減されていない 　受給資格者は減少しているが、医療費が高く

なっているため、今後も現状通りで推移すると見

込まれる。
今後のコストの増減見込 B 現状通りで推移する見込みである

受益者負担の適正度 A 受益者負担を求めるべきものではない

有

効

性

成果の達成状況 － 　子どもの適正な受診機会の確保と子育て家庭

の経済的負担の軽減が図られる。

　県内市町村においても、条件緩和等、助成拡

充の傾向にある。

市民ニーズの傾向 A 増えることが見込まれる

市民の満足度 A 高い

必

要

性

事業の社会的ニーズ A 社会的ニーズがある 　子育て支援の観点から、継続的な支援が必

要である。市の関与の妥当性 A 法令や条例で市の関与が義務付けられている

－ － －

【事務事業の評価】

評価項目 評価内容 説　　明

算式・説明

【成果指標の分析】

成果指標 達成状況 状況の分析

実績 － － － －

対象者への受給者証の交付 人 11,130 10,769 10,420 96.8 10,082

達成率(％)

単位 目標 － － － － －
ー

成果指標【達成すべき目標】 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 最終目標値

令和４年度

実績見込

担当課 国保年金課

事務事業

名称 子ども医療費助成事業 国保-3

目的・意図
子どもを安心して産み育てられる環境づくりの一環として、医療費を助成することで、子どもの健やかな成長と子育

て環境の充実を図る。

対前年比

（％）

令和５年度

計画

事務事業評価表

【事務事業の基本情報】

施策 名称 02-24 医療保険の適正な運用

【事務事業の指標】

活動指標 単位
令和２年度

実績

令和３年度

実績
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　塩分と野菜摂取バランス（ナトリウム・カリウム比）を測定し、一人一人がその結果を踏まえ食生活改善に取り組めるよ

う、様々な機会をとらえ、広く啓発する。また、「元気とめ！健康づくり宣言」を活かし、地元企業、食生活改善推進員、

保健活動推進員と共に啓発の充実を図る。

□ 民間・市民協働 □ 縮　小 □ 廃　止

【今後の展開・改善策等】

成果の達成状況

などから明らかになっ

た課題事項

　塩分と野菜摂取バランス（ナトリウム・カリウム比）を継続して測定することで、結果を見える化し、食生活改善推進員

と共にレシピの配布や研修会等で適塩・野菜摂取アップの啓発を進めた。今後も継続した取り組みを進め、一人一人が

食生活改善の行動につながるようきめ細やかな啓発が必要である。

今後の方向性と

改善・見直し内容

□ 拡　充 ■ 維　持 □ 改　善

実

施

方

法

事業実施方法の効率性 B 現在の体制、方法に改善の余地がある 一人一人が食生活改善に取り組めるよう、きめ

細やかな啓発が必要である。外部委託の可能性 A 外部委託が不可能な事業である

コ

ス

ト

コスト節減度 A 節減されている 食生活改善推進員協議会の補助率は削減さ

れ今後の活動が縮小される懸念がある。今後のコストの増減見込 A 現状より低減する見込みである

受益者負担の適正度 A 受益者負担を求めるべきものではない

有

効

性

成果の達成状況 A 目標を上回った 食生活改善推進員が市と協働で健全な食生

活の推進に向けた啓発活動を取り組むことでの

有効性は高い。
市民ニーズの傾向 B あまり変わらない

市民の満足度 B どちらとも言えない

必

要

性

事業の社会的ニーズ B 社会的ニーズがややある 食生活改善活動の活性を図るため、市と協働

での取り組みには必要である。市の関与の妥当性 A 法令や条例で市の関与が義務付けられている

食生活改善推進員の伝達回

数
達成

食生活改善推進員による伝達を集団の場だけでなく、個別の訪問等で一人一人に細や

かに伝達することができた。

【事務事業の評価】

評価項目 評価内容 説　　明

算式・説明 健康づくりの担い手である食生活改善推進員による地域への伝達回数

【成果指標の分析】

成果指標 達成状況 状況の分析

回 実績 39,761 25,307

食生活改善推進員育成研修会参加者数 人 446 443 400 99.3 450

達成率(％)

食生活改善推進員の伝達回

数

単位 目標 23,000 23,000 23,000 23,000 23,000
110.0

成果指標【達成すべき目標】 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 最終目標値

令和4年度

実績見込

担当課 健康推進課

事務事業

名称 食生活改善事業

目的・意図 子どもの頃から健康に関心を持ち、健康意識の高揚を図る。また、地域での食生活改善活動の活性化を図る。

対前年比

（％）

令和5年度

計画

事務事業評価表

【事務事業の基本情報】

施策 名称 02-11 健康づくりの推進

【事務事業の指標】

活動指標 単位
令和2年度

実績

令和3年度

実績
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　広報・コミュニティFM、ホームページで宣言内容の啓発や、組織・団体と協働し健康セミナーの開催、また地産地消店

等を活用した健康情報発信などを継続していく。

□ 民間・市民協働 □ 縮　小 □ 廃　止

【今後の展開・改善策等】

成果の達成状況

などから明らかになっ

た課題事項

　健康寿命延伸を目指し、健康づくり活動を地域ぐるみで推進していくため、「元気とめ！健康づくり宣言」を行い、啓発し

ている。

　宣言した内容を広く市民に啓発することや、働き盛り世代へのアプローチが難しいことから、企業や学校などと連携して働

きかけを行っている。

今後の方向性と

改善・見直し内容

□ 拡　充 ■ 維　持 □ 改　善

実

施

方

法

事業実施方法の効率性 A 現在の体制、方法が最適である 広報等を活用した健康情報発信などを継続して

いく。外部委託の可能性 A 外部委託が不可能な事業である

コ

ス

ト

コスト節減度 A 節減されている 効果的な啓発と経費削減に努めている。

今後のコストの増減見込 B 現状通りで推移する見込みである

受益者負担の適正度 A 受益者負担を求めるべきものではない

有

効

性

成果の達成状況 D 目標を設定するのが困難である 健康寿命延伸を目指し、健康づくり活動を地域

ぐるみで推進していくため、「元気とめ！健康づく

り宣言」を行い、啓発している。
市民ニーズの傾向 A 増えることが見込まれる

市民の満足度 A 高い

必

要

性

事業の社会的ニーズ A 社会的ニーズがある 市民の健康意識の高揚と健康活動を促進する

ために必要である。市の関与の妥当性 B 法令等による義務付けはないが市が実施すべき

健康教室の参加人数 未達成

　「健康づくり」について、多くの市民に啓発することや、働き盛り世代へのアプローチが難し

いことから、企業や学校等と連携し、広報・コミュニティFM、ホームページ等で宣言内容の

啓発や、組織・団体と協働し健康教室等を開催しているが、新型コロナウイルス感染症

の拡大を防止するため開催を縮小したことにより、参加者数が減少している。このことを補

完するため、教室に参加した方に対し、「３人声がけ運動」をお願いすることにより啓発を

促進させている。

【事務事業の評価】

評価項目 評価内容 説　　明

算式・説明

【成果指標の分析】

成果指標 達成状況 状況の分析

人 実績 2,594 2,565

健康教室の開催数 回 106 121 121 114.2 121

達成率(％)

健康教室の参加者数
単位 目標 12,000 12,000 12,000 12,000 12,000

21.4

成果指標【達成すべき目標】 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和5年度 最終目標値

令和４年度

実績見込

担当課 健康推進課

事務事業

名称 健康づくり啓発事業

目的・意図

健康で安全に安心して暮らし、支える笑顔で健康に「いきる」まちづくりを目指し、市民の健康意識の高揚と健康

活動を促進するために組織・団体・企業等と連携し、「元気とめ健康セミナー」を開催するなど、各種啓発事業を

実施する。

対前年比

（％）

令和５年度

計画

事務事業評価表

【事務事業の基本情報】

施策 名称 02-11 健康づくりの推進

【事務事業の指標】

活動指標 単位
令和２年度

実績

令和３年度

実績
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　今後、受診率を向上させるため、がん検診の重要性を市民に周知するとともに、安心して検診を受診いただけるよう感染症対策を徹底していく。

　また、目標達成に向け他市町村の事例を参考としながら実施体制を検討する。

□ 民間・市民協働 □ 縮　小 □ 廃　止

【今後の展開・改善策等】

成果の達成状況

などから明らかに

なった課題事項

　新型コロナウイルス感染症の影響により受診を控えた方が戻りつつあり受診率が上昇している。ただし、令和元年度の受診率（胃：32.3、乳：

39、子宮頸：33.7、肺：74.9、大腸：42.2）には戻っていない。

今後の方向性と

改善・見直し内容

□ 拡　充 ■ 維　持 □ 改　善

実

施

方

法

事業実施方法の効率性 A 現在の体制、方法が最適である 　県内のがん検診団体や市内の医療機関に委託し、市内にお

いて検診バスや医療機関を利用し、がん検診を実施している。外部委託の可能性 B 既に委託しており、範囲等の拡大はできない

コ

ス

ト

コスト節減度 A 節減されている 　財政健全化を図るため、自己負担の徴収に向けて、受診率

への影響や実施検診項目、適正な自己負担額などを検討す

る必要がある
今後のコストの増減見込 C 現状より増加する見込みである

受益者負担の適正度 C 負担されているが、負担割合を増加すべきである

有

効

性

成果の達成状況 C 目標を達成できなかった 　市民が自身の健康に関心を持ち、健康意欲の高揚を図り、

自分自身が積極的に生活習慣の改善及び健康増進に努める

ことができる。
市民ニーズの傾向 B あまり変わらない

市民の満足度 A 高い

必

要

性

事業の社会的ニーズ A 社会的ニーズがある 　病気の早期発見・早期治療、生活習慣病予防、介護予防

のために各種検診を実施する必要がある。市の関与の妥当性 A 法令や条例で市の関与が義務付けられている

検診受診者数 未達成
新型コロナウイルス感染症の影響により受診を控えた方が戻りつつあり受診率が向上した。令和元年度の受診率

（胃：32.3、乳：39、子宮頸：33.7、肺：74.9、大腸：42.2）に戻すことは難しかった。

【事務事業の評価】

評価項目 評価内容 説　　明

算式・説明
登米市で実施しているがん検診（健康増進法に定められている検診)の対象者数と受診者数から算出。目標値については、健康増進法で掲げられている受診率

(50％)を設定。

【成果指標の分析】

成果指標 達成状況 状況の分析

％ 実績

胃がん：28

乳がん：35.2

子宮頸がん：30.3

肺がん：63.6

大腸がん：39

胃がん：29.4

乳がん：38.4

子宮頸がん：32.9

肺がん：68.0

大腸がん：38.9

成人検診事業 %

胃がん：28

乳がん：35.2

子宮頸がん：30.3

肺がん：63.6

大腸がん：39

胃がん：29.4

乳がん：38.4

子宮頸がん：32.9

肺がん：68.0

大腸がん：38.9

胃がん：30.0

乳がん：39.0

子宮頸がん：33.0

肺がん：69.0

大腸がん：39.0

胃がん：100.5

乳がん：109.1

子宮頸がん：108.6

肺がん：107.0

大腸がん：99.7

胃がん：50

乳がん：50

子宮頸がん：50

肺がん：50

大腸がん：50

達成率(％)

健診(検診)受診率

単位 目標

胃がん：50

乳がん：50

子宮頸がん：50

肺がん：50

大腸がん：50

胃がん：50

乳がん：50

子宮頸がん：50

肺がん：50

大腸がん：50

胃がん：50

乳がん：50

子宮頸がん：50

肺がん：50

大腸がん：50

胃がん：50

乳がん：50

子宮頸がん：50

肺がん：50

大腸がん：50

胃がん：50

乳がん：50

子宮頸がん：50

肺がん：50

大腸がん：50

胃がん検診：58.8

乳がん検診：76.8

子宮頸がん検診：

65.8

肺がん検診：136.0

大腸がん検診：77.8

成果指標【達成すべき目標】 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 最終目標値

令和４年度

実績見込

担当課 健康推進課

事務事業

名称 成人検診事業 健康-5

目的・意図
疾病の早期発見・早期治療、生活習慣病予防、介護予防を目的に実施。生活習慣病の増加が若年化していることから、若い世代からの

受診行動の啓発を図る。

対前年比

（％）

令和５年度

計画

事務事業評価表

【事務事業の基本情報】

施策 名称 02-11 健康づくりの推進

【事務事業の指標】

活動指標 単位
令和２年度

実績

令和３年度

実績

26



　法に基づく事業であることから実施は継続。ワクチン製造会社の生産体制や実施医療機関の体制など、他の要因に影

響される事項も多いが、受益者負担の適正度などの財政的な視点と、まん延防止・重症化予防などの視点を持ち、市民

の健康と経済負担のバランスを考慮しながら努めていく。

□ 民間・市民協働 □ 縮　小 □ 廃　止

【今後の展開・改善策等】

成果の達成状況

などから明らかになっ

た課題事項

　例年インフルエンザ感染症罹患者数のピークは1月～3月となっていることから、感染拡大前の12月には予防接種を終

えることが望ましいが、ワクチンの供給状況の変動が激しく医療機関における予約受付がスムーズにいかない場合がある。

今後高齢者人口が増加することから、予約困難な状況が懸念される。

今後の方向性と

改善・見直し内容

□ 拡　充 ■ 維　持 □ 改　善

実

施

方

法

事業実施方法の効率性 B 現在の体制、方法に改善の余地がある 接種の実施は医療機関に委託することとなる

が、事務処理については改善の余地がある。外部委託の可能性 C 既に委託しているが、範囲等の見直しが必要である

コ

ス

ト

コスト節減度 B 変わりはない 高齢者人口の増加に伴い費用の増加が見込ま

れている。受益者負担の増減は受診率の増減

に影響することから、まん延防止の観点からも慎

重にバランスをとる必要がある。

今後のコストの増減見込 C 現状より増加する見込みである

受益者負担の適正度 E 現時点で適切な割合で負担されている

有

効

性

成果の達成状況 D 目標を設定するのが困難である 予防接種をしたことによりまん延防止に至ったの

かを評価することは難しいが、重症化の予防に効

果があることは医学的に謳われている。
市民ニーズの傾向 A 増えることが見込まれる

市民の満足度 A 高い

必

要

性

事業の社会的ニーズ A 社会的ニーズがある 予防接種法により、伝染のおそれがある疾病の

発生及びまん延を予防するために公衆衛生の見

地からも予防接種が必要である。
市の関与の妥当性 A 法令や条例で市の関与が義務付けられている

高齢者インフルエンザ予防接種

受診率
達成

感染症のまん延防止の手段の一つである予防接種を行うことによりインフルエンザの感染

者が抑えられている。

【事務事業の評価】

評価項目 評価内容 説　　明

算式・説明
登米市で実施している高齢者インフルエンザ予防接種（予防接種法に定められている定期予防接種）の対象者数と被接種者数から算

出。目標値については、予算要求時に設定している接種率(65％)を設定。

【成果指標の分析】

成果指標 達成状況 状況の分析

％ 実績 76 69

高齢者インフルエンザ予防接種 ％ 76 69 69 90.8 69

達成率(％)

高齢者インフルエンザ予防接種

受診率

単位 目標 65 65 65 65 65
106.2

成果指標【達成すべき目標】 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 最終目標値

令和４年度

実績見込

担当課 健康推進課

事務事業

名称 予防接種事業 健康-6

目的・意図 市民への感染症の発生まん延、重症化を防ぐ。

対前年比

（％）

令和５年度

計画

事務事業評価表

【事務事業の基本情報】

施策 名称 02-11 健康づくりの推進

【事務事業の指標】

活動指標 単位
令和２年度

実績

令和３年度

実績
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市民が安心して医療を受けられる救急医療体制の整備を推進する。

□ 民間・市民協働 □ 縮　小 □ 廃　止

【今後の展開・改善策等】

成果の達成状況

などから明らかになっ

た課題事項

　市民が安心して必要な医療を受けることができるよう、登米市医師会への委託により、休日における急病時の地域医

療・救急医療体制を整備した。

今後の方向性と

改善・見直し内容

□ 拡　充 ■ 維　持 □ 改　善

実

施

方

法

事業実施方法の効率性 A 現在の体制、方法が最適である 　負担金によるもの。

外部委託の可能性 A 外部委託が不可能な事業である

コ

ス

ト

コスト節減度 B 変わりはない 　実績の負担割合によるもの。

今後のコストの増減見込 B 現状通りで推移する見込みである

受益者負担の適正度 E 現時点で適切な割合で負担されている

有

効

性

成果の達成状況 D 目標を設定するのが困難である 　市民が安心して必要な医療を受けることができ

るよう、急病時の救急医療体制を整備する。市民ニーズの傾向 D ニーズの把握は困難である

市民の満足度 D 把握できてない

必

要

性

事業の社会的ニーズ A 社会的ニーズがある 　休日における急病時に、市民が安心して必要

な医療を受けることができるよう、登米市医師会

への委託により、休日の急病患者に対する診療

を確保する。

市の関与の妥当性 B 法令等による義務付けはないが市が実施すべき

ー ー ー

【事務事業の評価】

評価項目 評価内容 説　　明

算式・説明 休日急病医の利用者数

【成果指標の分析】

成果指標 達成状況 状況の分析

人 実績 4,707 6,044

－ － － ー －

達成率(％)

利用者数
単位 目標 － － － － －

ー

成果指標【達成すべき目標】 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 最終目標値

令和４年度

実績見込

担当課 健康推進課

事務事業

名称 休日急病医療業務当番医委託事業 健康-7

目的・意図 休日等の急病患者に対する診療を確保することで、市民の医療不安を解消し健康と生命を守る。

対前年比

（％）

令和５年度

計画

事務事業評価表

【事務事業の基本情報】

施策 名称 02-13 地域医療の充実

【事務事業の指標】

活動指標 単位
令和２年度

実績

令和３年度

実績
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　高次救急医療体制を確保するため、市外の高次医療機関との連携を継続する。

また、休日、夜間等の急病患者に対する一次診療を確保するため、市外の急患センターとの連携を継続する。

□ 民間・市民協働 □ 縮　小 □ 廃　止

【今後の展開・改善策等】

成果の達成状況

などから明らかになっ

た課題事項

　市外の高次医療機関との連携による高次救急医療体制を確保するとともに、市外の急患センターとの連携により夜間

等の急病患者に対する一次診療を確保した。

今後の方向性と

改善・見直し内容

□ 拡　充 ■ 維　持 □ 改　善

実

施

方

法

事業実施方法の効率性 A 現在の体制、方法が最適である 　負担金によるもの。

外部委託の可能性 A 外部委託が不可能な事業である

コ

ス

ト

コスト節減度 B 変わりはない 　実績の負担割合によるもの。

今後のコストの増減見込 B 現状通りで推移する見込みである

受益者負担の適正度 E 現時点で適切な割合で負担されている

有

効

性

成果の達成状況 D 目標を設定するのが困難である 　市民が安心して必要な医療を受けることができ

るよう、急病時の救急医療体制を整備する。市民ニーズの傾向 D ニーズの把握は困難である

市民の満足度 D 把握できてない

必

要

性

事業の社会的ニーズ A 社会的ニーズがある 　高次医療機関との連携による高次救急医療

体制を確保するとともに、急患センターとの連携

により夜間等の急病患者に対する診療を確保す

る。

市の関与の妥当性 B 法令等による義務付けはないが市が実施すべき

ー ー ー

【事務事業の評価】

評価項目 評価内容 説　　明

算式・説明 大崎市民病院救命救急センター利用者数

【成果指標の分析】

成果指標 達成状況 状況の分析

人 実績 669 781

－ － － ー －

達成率(％)

利用者数
単位 目標 － － － － －

ー

成果指標【達成すべき目標】 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 最終目標値

令和４年度

実績見込

担当課 健康推進課

事務事業

名称 大崎市民病院救命救急センター運営費負担金 健康-8

目的・意図 市外の高次医療機関との連携強化を図り、救急医療体制を整備する。

対前年比

（％）

令和５年度

計画

事務事業評価表

【事務事業の基本情報】

施策 名称 02-14 救急体制の充実

【事務事業の指標】

活動指標 単位
令和２年度

実績

令和３年度

実績
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　高次救急医療体制を確保するため、市外の高次医療機関との連携を継続する。

また、休日、夜間等の急病患者に対する一次診療を確保するため、市外の急患センターとの連携を継続する。

□ 民間・市民協働 □ 縮　小 □ 廃　止

【今後の展開・改善策等】

成果の達成状況

などから明らかになっ

た課題事項

　市外の高次医療機関との連携による高次救急医療体制を確保するとともに、市外の急患センターとの連携により夜間

等の急病患者に対する一次診療を確保した。

今後の方向性と

改善・見直し内容

□ 拡　充 ■ 維　持 □ 改　善

実

施

方

法

事業実施方法の効率性 A 現在の体制、方法が最適である 　負担金によるもの。

外部委託の可能性 A 外部委託が不可能な事業である

コ

ス

ト

コスト節減度 B 変わりはない 　実績の負担割合によるもの。

今後のコストの増減見込 B 現状通りで推移する見込みである

受益者負担の適正度 E 現時点で適切な割合で負担されている

有

効

性

成果の達成状況 D 目標を設定するのが困難である 　市民が安心して必要な医療を受けることができ

るよう、急病時の救急医療体制を整備する。市民ニーズの傾向 D ニーズの把握は困難である

市民の満足度 D 把握できてない

必

要

性

事業の社会的ニーズ A 社会的ニーズがある 　高次医療機関との連携による高次救急医療

体制を確保するとともに、急患センターとの連携

により夜間等の急病患者に対する診療を確保す

る。

市の関与の妥当性 B 法令等による義務付けはないが市が実施すべき

ー ー ー

【事務事業の評価】

評価項目 評価内容 説　　明

算式・説明 石巻赤十字病院救命救急センターの利用者

【成果指標の分析】

成果指標 達成状況 状況の分析

人 実績 3,247 3,089

－ － － － － ー －

達成率(％)

利用者数
単位 目標 － － － － －

ー

成果指標【達成すべき目標】 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 最終目標値

令和４年度

実績見込

担当課 健康推進課

事務事業

名称 石巻赤十字病院救命救急センター運営費等負担金 健康-9

目的・意図
市外の高次医療機関との連携強化を図り、救急医療体制を整備する。

また、小児医療病床に関する応分の負担をし、市民が安心して医療を受けられる態勢を整備するもの。

対前年比

（％）

令和５年度

計画

事務事業評価表

【事務事業の基本情報】

施策 名称 02-14 救急体制の充実

【事務事業の指標】

活動指標 単位
令和２年度

実績

令和３年度

実績
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　乳幼児健診や歯科相談において、幼い頃からかかりつけ歯科医を持つ習慣がつくように啓発し、生涯を通じた歯と口腔

の健康の確保に向け推進していく。

□ 民間・市民協働 □ 縮　小 □ 廃　止

【今後の展開・改善策等】

成果の達成状況

などから明らかになっ

た課題事項

　むし歯のない子の割合は増加し改善しているが、全国平均よりまだ下回っており、歯の大切さについて継続した働きかけ

が必要である。

今後の方向性と

改善・見直し内容

□ 拡　充 ■ 維　持 □ 改　善

実

施

方

法

事業実施方法の効率性 A 現在の体制、方法が最適である 妊娠期の健康管理の重要性について啓発して

いく。外部委託の可能性 B 既に委託しており、範囲等の拡大はできない

コ

ス

ト

コスト節減度 B 変わりはない 妥当である。

今後のコストの増減見込 B 現状通りで推移する見込みである

受益者負担の適正度 A 受益者負担を求めるべきものではない

有

効

性

成果の達成状況 A 目標を上回った 費用を助成することにより、母子に対する支援を

強化し、重度の歯周病を回避することにより早

産や低体重児のリスクを減らす。
市民ニーズの傾向 B あまり変わらない

市民の満足度 B どちらとも言えない

必

要

性

事業の社会的ニーズ A 社会的ニーズがある 母子の健康の保持及び増進を図り、生涯に渡

る歯と口腔の健康のため必要である。市の関与の妥当性 B 法令等による義務付けはないが市が実施すべき

むし歯のない子どもの割合（3

歳児健診）
達成 むし歯のない子の割合は増加し改善しているが、全国平均よりまだ下回っている。

【事務事業の評価】

評価項目 評価内容 説　　明

算式・説明

【成果指標の分析】

成果指標 達成状況 状況の分析

% 実績 84.3 85.8

妊婦歯科健診受診率 ％ 39.4 37.5 40.0 95.2 40.0

達成率(％)

むし歯のない子どもの割合（3

歳児健診）

単位 目標 80.0 85.0 86.0 86.0 87.0
100.9

成果指標【達成すべき目標】 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 最終目標値

令和4年度

実績見込

担当課 健康推進課

事務事業

名称 歯科保健事業

目的・意図

むし歯や歯周病の歯科疾患は生活習慣病であり、歯と口腔の健康は市民が笑顔で健康に「いきる」ことを支えるために必須となっている。

生涯を通しての歯と口腔の健康のためには土台となる乳幼児期、それ以前の胎児期からの歯科保健対策を強化し、望ましい生活習慣の定

着を図りながら健康寿命延伸を目指す。

対前年比

（％）

令和5年度

計画

事務事業評価表

【事務事業の基本情報】

施策 名称 02-11 健康づくりの推進

【事務事業の指標】

活動指標 単位
令和2年度

実績

令和3年度

実績
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　適切な時期に健診が受診できるように助成を継続していくとともに、妊娠初期からの健康管理の重要性について啓発を

していく。

　また、医療機関と連携し体制整備を行い、安心して子育てができるよう支援する。

□ 民間・市民協働 □ 縮　小 □ 廃　止

【今後の展開・改善策等】

成果の達成状況

などから明らかになっ

た課題事項

　妊娠期に望ましい健診回数とされている14回の健診や、産後2回の健診を助成することで、経済的負担や健康管理が

図られた。

　しかし、妊娠届が遅れ、適切な時期に健診を受けていない妊婦もいることから、妊娠早期から健康管理できるよう働きか

けが必要である。

今後の方向性と

改善・見直し内容

□ 拡　充 ■ 維　持 □ 改　善

実

施

方

法

事業実施方法の効率性 A 現在の体制、方法が最適である 妊娠初期からの健康管理の重要性について啓

発をしていく。外部委託の可能性 B 既に委託しており、範囲等の拡大はできない

コ

ス

ト

コスト節減度 B 変わりはない 妥当である。

今後のコストの増減見込 A 現状より低減する見込みである

受益者負担の適正度 E 現時点で適切な割合で負担されている

有

効

性

成果の達成状況 D 目標を設定するのが困難である 健康診査に係る費用を助成することにより、母

子に対する支援を強化し、妊娠期から子育て期

にわたる切れ目のない支援ができる。
市民ニーズの傾向 B あまり変わらない

市民の満足度 A 高い

必

要

性

事業の社会的ニーズ A 社会的ニーズがある 母子保健法に基づき、総合的な健康診査を実

施することにより、母子の健康の保持及び増進を

図り、保健の向上に寄与する必要がある。
市の関与の妥当性 A 法令や条例で市の関与が義務付けられている

一人あたりの受診回数 未達成 概ね、対象者は計画どおり受診している。

【事務事業の評価】

評価項目 評価内容 説　　明

算式・説明 ・令和３年度から事業開始（令和２年度までは妊婦健診のみの実施）　　・実績値＝受診延べ人数/受診券（母子手帳）交付件数

【成果指標の分析】

成果指標 達成状況 状況の分析

回 実績 － 15.30

受診者数 件 ー 5,586 5,271 ー 5,271

達成率(％)

一人あたりの受診回数
単位 目標 － 16 16 16 16

95.6

成果指標【達成すべき目標】 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 最終目標値

令和４年度

実績見込

担当課 健康推進課

事務事業

名称 妊産婦健康診査事業

目的・意図 妊娠期から子育て期にわたり健康に過ごし、安心して子育てできるよう支援する。

対前年比

（％）

令和5年度

計画

事務事業評価表

【事務事業の基本情報】

施策 名称 02-11 健康づくりの推進

【事務事業の指標】

活動指標 単位
令和２年度

実績

令和３年度

実績
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　特定不妊治療が保険適用になったため、令和４年度で事業を終了する。

□ 民間・市民協働 □ 縮　小 ■ 廃　止

【今後の展開・改善策等】

成果の達成状況

などから明らかになっ

た課題事項

　特定不妊治療を受けている夫婦に対し、不妊に悩む方への特定治療支援事業を実施することにより、経済的、精神的

負担の軽減が図られた。

今後の方向性と

改善・見直し内容

□ 拡　充 □ 維　持 □ 改　善

実

施

方

法

事業実施方法の効率性 A 現在の体制、方法が最適である 宮城県から事業助成補助金を受け事業実施し

ている。外部委託の可能性 A 外部委託が不可能な事業である

コ

ス

ト

コスト節減度 B 変わりはない 近隣市町村の状況を見ながら、治療方法による

助成額の減額または増額の検討をする必要があ

る。
今後のコストの増減見込 B 現状通りで推移する見込みである

受益者負担の適正度 E 現時点で適切な割合で負担されている

有

効

性

成果の達成状況 D 目標を設定するのが困難である 治療費は高額であるため、治療を受ける夫婦の

精神的及び経済的負担を軽減することができ

る。
市民ニーズの傾向 B あまり変わらない

市民の満足度 A 高い

必

要

性

事業の社会的ニーズ A 社会的ニーズがある 治療により出生につながるケースもあり、少子化

対策として重要な事業である。市の関与の妥当性 B 法令等による義務付けはないが市が実施すべき

助成後10か月以内に出生した

人数
未達成

特定不妊治療に係る費用の一部を助成したものの、助成者すべてにおいて出生していな

い。

【事務事業の評価】

評価項目 評価内容 説　　明

算式・説明 目標数：助成を行った実人数

【成果指標の分析】

成果指標 達成状況 状況の分析

人 実績 10 12

助成者数 件（延べ） 34 45 36 132.4 ー

達成率(％)

助成後10か月以内に出生した

人数

単位 目標 27 38 30 － ー
31.6

成果指標【達成すべき目標】 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 最終目標値

令和4年度

実績見込

担当課 健康推進課

事務事業

名称 不妊に悩む方への特定治療支援事業

目的・意図
不妊治療のうち、体外受精及び顕微授精の治療を受けている夫婦の経済的及び精神的負担の軽減を図るた

め、医療費の助成を行うものである。

対前年比

（％）

令和5年度

計画

事務事業評価表

【事務事業の基本情報】

施策 名称 02-11 健康づくりの推進

【事務事業の指標】

活動指標 単位
令和2年度

実績

令和3年度

実績
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「地域医療見学プログラム」を継続し、地域のミニデイサービス等の見学を行い、地域活動の実践に触れることで、地域医

療教育の一助となることを目指す。

□ 民間・市民協働 □ 縮　小 □ 廃　止

【今後の展開・改善策等】

成果の達成状況

などから明らかになっ

た課題事項

「地域医療見学プログラム」を行うことで、医学生等に医療における本市の現状と課題への理解を深めてもらい、勤務医

及び開業医招へいの一助としている。

今後の方向性と

改善・見直し内容

□ 拡　充 ■ 維　持 □ 改　善

実

施

方

法

事業実施方法の効率性 A 現在の体制、方法が最適である 委託していたこともあったが、勤務医師の招へい

には至らなかったため、事業の見直しを行った。外部委託の可能性 D まだ委託を実施していないが、委託は可能である

コ

ス

ト

コスト節減度 A 節減されている 実費相当分で妥当である。

今後のコストの増減見込 B 現状通りで推移する見込みである

受益者負担の適正度 A 受益者負担を求めるべきものではない

有

効

性

成果の達成状況 D 目標を設定するのが困難である 地域医療の確保のため実施している。

市民ニーズの傾向 B あまり変わらない

市民の満足度 A 高い

必

要

性

事業の社会的ニーズ B 社会的ニーズがややある 勤務医師の招へいに係るもの。

市の関与の妥当性 B 法令等による義務付けはないが市が実施すべき

ー ー ー

【事務事業の評価】

評価項目 評価内容 説　　明

算式・説明 令和２年度は、委託事業で実施した人数を含む。

【成果指標の分析】

成果指標 達成状況 状況の分析

人 実績 105 11

地域医療見学プログラムの実施回数 回 11 10 11 90.9 11

達成率(％)

地域医療見学プログラムの参加

者数

単位 目標 － － － － －
ー

成果指標【達成すべき目標】 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 最終目標値

令和４年度

実績見込

担当課 健康推進課

事務事業

名称 地域医療対策事業 健康-27

目的・意図 市民が安心して医療を受けることができるよう、地域医療の充実を図ることを目的とする。

対前年比

（％）

令和５年度

計画

事務事業評価表

【事務事業の基本情報】

施策 名称 02-13 地域医療の充実

【事務事業の指標】

活動指標 単位
令和２年度

実績

令和３年度

実績
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休日、夜間等の急病患者に対する一次診療を確保するため、市外の急患センターとの連携を継続する。

□ 民間・市民協働 □ 縮　小 □ 廃　止

【今後の展開・改善策等】

成果の達成状況

などから明らかになっ

た課題事項

市外の急患センターとの連携により夜間等の急病患者に対する一次診療を確保した。

今後の方向性と

改善・見直し内容

□ 拡　充 ■ 維　持 □ 改　善

実

施

方

法

事業実施方法の効率性 A 現在の体制、方法が最適である 　負担金によるもの。

外部委託の可能性 A 外部委託が不可能な事業である

コ

ス

ト

コスト節減度 B 変わりはない 　実績の負担割合によるもの。

今後のコストの増減見込 B 現状通りで推移する見込みである

受益者負担の適正度 E 現時点で適切な割合で負担されている

有

効

性

成果の達成状況 D 目標を設定するのが困難である 　市民が安心して必要な医療を受けることができ

るよう、急病時の救急医療体制を整備する。市民ニーズの傾向 D ニーズの把握は困難である

市民の満足度 D 把握できてない

必

要

性

事業の社会的ニーズ A 社会的ニーズがある 　急患センターとの連携により夜間等の急病患

者に対する診療を確保する。市の関与の妥当性 B 法令等による義務付けはないが市が実施すべき

ー ー ー

【事務事業の評価】

評価項目 評価内容 説　　明

算式・説明 障がい児・者歯科は、R３年度から開始。石巻市夜間・休日急患センターの利用者数

【成果指標の分析】

成果指標 達成状況 状況の分析

実績 － － － －

利用者数（障がい児・者歯科含む） 人 726 875 － 120.5 －

達成率(％)

単位 目標 － － － － －
ー

成果指標【達成すべき目標】 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 最終目標値

令和４年度

実績見込

担当課 健康推進課

事務事業

名称 石巻市夜間・休日急患センター運営費負担金 健康-30

目的・意図 夜間の急病患者に対する一次診療を確保し、市民の医療不安を解消し健康と生命を守る。

対前年比

（％）

令和５年度

計画

事務事業評価表

【事務事業の基本情報】

施策 名称 02-14 救急体制の充実

【事務事業の指標】

活動指標 単位
令和２年度

実績

令和３年度

実績

35



　総合診療医を目指す医学生及び卒後の医師（専門医取得を目指す者）の受入れを行っていくことで、医療人材の

育成と医師の招へいに繋げる。

　また、指導医及び専門医を目指す医師が臨床教育・研究を通じ登米市民病院の診療に従事してもらう。

□ 民間・市民協働 □ 縮　小 □ 廃　止

【今後の展開・改善策等】

成果の達成状況

などから明らかになっ

た課題事項

①医学生の受入れ

　登米市民病院内の総合教育センターにおいて、教員２名が病院内に滞在しながら総合診療医教育体制の構築を行

い、医学生の受入れを行った。

②指導医の診療従事

　寄附講座の教員である指導医が、登米市民病院の外来診療や手術援助等で診療に従事した。

今後の方向性と

改善・見直し内容

□ 拡　充 ■ 維　持 □ 改　善

実

施

方

法

事業実施方法の効率性 A 現在の体制、方法が最適である 東北大学との契約によるものであり、妥当であ

る。外部委託の可能性 B 既に委託しており、範囲等の拡大はできない

コ

ス

ト

コスト節減度 B 変わりはない 東北大学との契約によるものであり、医療収益

にもなっている。今後のコストの増減見込 B 現状通りで推移する見込みである

受益者負担の適正度 A 受益者負担を求めるべきものではない

有

効

性

成果の達成状況 C 目標を達成できなかった 地域医療の確保のため実施している。

市民ニーズの傾向 A 増えることが見込まれる

市民の満足度 A 高い

必

要

性

事業の社会的ニーズ A 社会的ニーズがある 地域医療に係る医師招へい、及び指導医の診

療従事となっている。市の関与の妥当性 B 法令等による義務付けはないが市が実施すべき

ー ー ー

【事務事業の評価】

評価項目 評価内容 説　　明

算式・説明

【成果指標の分析】

成果指標 達成状況 状況の分析

実績 － － － －

－ － － ー －

達成率(％)

単位 目標 － － － － －
ー

成果指標【達成すべき目標】 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 最終目標値

令和４年度

実績見込

担当課 健康推進課

事務事業

名称 東北大学寄附講座設置事業 健康-31

目的・意図

東北大学に地域総合診療医育成寄附講座を開設し、地域発の臨床教育・研究を推進するため、実践的な総

合診療を学ぶ場として登米市民病院に「総合教育センター」を設置し、総合診療にかかる卒前・卒後教育を行

い、総合診療医の確保につなげるとともに、地域医療に寄与することを目的とする。

対前年比

（％）

令和５年度

計画

事務事業評価表

【事務事業の基本情報】

施策 名称 02-13 地域医療の充実

【事務事業の指標】

活動指標 単位
令和２年度

実績

令和３年度

実績
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　平成31年４月に制度改正を行い、課税世帯を対象外とするなど、対象者の明確化と制度の公平性を図っていることか

ら、当面は現行制度のまま事業を実施していく。

□ 民間・市民協働 □ 縮　小 □ 廃　止

【今後の展開・改善策等】

成果の達成状況

などから明らかになっ

た課題事項

今後も高齢者等が在宅生活を継続できるよう、介護用品支給券事業により経済的な支援を行う必要がある。

今後の方向性と

改善・見直し内容

□ 拡　充 ■ 維　持 □ 改　善

実

施

方

法

事業実施方法の効率性 A 現在の体制、方法が最適である 介護用品支給決定の際には、申請者が属する

世帯の経済状況（課税・非課税）を確認する

必要があることから、市が実施すべき事業であ

る。

外部委託の可能性 A 外部委託が不可能な事業である

コ

ス

ト

コスト節減度 A 節減されている 平成31年４月の制度改正により、事業費の削

減につながっている。

持続可能な事業とするため、今後も状況に応じ

て制度見直しの検討を行う。

今後のコストの増減見込 C 現状より増加する見込みである

受益者負担の適正度 A 受益者負担を求めるべきものではない

有

効

性

成果の達成状況 C 目標を達成できなかった 高齢化が進む中、今後もニーズは増えることが予

想される。市民ニーズの傾向 A 増えることが見込まれる

市民の満足度 A 高い

必

要

性

事業の社会的ニーズ A 社会的ニーズがある 常時失禁状態の在宅高齢者や障害者等の経

済的な負担の軽減につながる事業であり、今後

も継続する必要がある。
市の関与の妥当性 B 法令等による義務付けはないが市が実施すべき

支給券利用率 未達成

　介護用品支給券は、排泄介護に関する品目にのみ利用できるものであり、中には入院

や施設入所などにより３千円（５千円）/月を使用しない方がいることから、目標値に

届かない状況となっている。

【事務事業の評価】

評価項目 評価内容 説　　明

算式・説明 交付した介護用品支給券の利用率

【成果指標の分析】

成果指標 達成状況 状況の分析

％ 実績 90.4 91.0

介護用品支給券交付者数 人 643 587 511 91.3 600

達成率(％)

支給券利用率
単位 目標 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

91.0

成果指標【達成すべき目標】 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 最終目標値

令和４年度

実績見込

担当課 長寿介護課

事務事業

名称 介護用品支給事業 長寿-2

目的・意図 在宅の常時失禁状態にある高齢者及び障害者（児）の経済的負担の軽減を図る。

対前年比

（％）

令和５年度

計画

事務事業評価表

【事務事業の基本情報】

施策 名称 02-16 高齢者福祉の充実

【事務事業の指標】

活動指標 単位
令和２年度

実績

令和３年度

実績
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利用者が年々減少していること、地域におけるミニデイサービス・シニアサロン事業が定着していること、日常生活支援総合

事業に基づく通所型サービスを実施している民間事業者の増加していることなどを総合的に勘案して、本事業の実施は令

和４年度末までとし、以降は事業を廃止する。

□ 民間・市民協働 □ 縮　小 ■ 廃　止

【今後の展開・改善策等】

成果の達成状況

などから明らかになっ

た課題事項

本事業利用者は年々減少しているとともに、地域でのミニデイサービス・シニアサロン事業の定着や、日常生活支援総合

事業に基づく通所型サービスを実施している民間事業者の増加などを考えると、市が生きがい対応デイサービス事業を継

続することの必要性は低くなっている。

今後の方向性と

改善・見直し内容

□ 拡　充 □ 維　持 □ 改　善

実

施

方

法

事業実施方法の効率性 C 他の体制、方法で実施すべきである ９町域ごとに市内社会福祉法人に事業実施を

委託しているが、現段階で事業を行っているのは

３町のみとなっている（６町は登録者ゼロ）。
外部委託の可能性 B 既に委託しており、範囲等の拡大はできない

コ

ス

ト

コスト節減度 A 節減されている 事業内容等が.重複している介護予防・日常生

活支援総合事業の通所型サービス費の介護報

酬に準じて単価を設定している。
今後のコストの増減見込 A 現状より低減する見込みである

受益者負担の適正度 E 現時点で適切な割合で負担されている

有

効

性

成果の達成状況 C 目標を達成できなかった 利用登録者は年々減少している。

市民ニーズの傾向 C 減ることが見込まれる

市民の満足度 B どちらとも言えない

必

要

性

事業の社会的ニーズ B 社会的ニーズがややある 在宅高齢者の生きがい生活の助長、心身機能の維持向上

等を図る事業であるが、地域でのミニデイサービス・シニアサロ

ンや、介護予防・日常生活支援総合事業に基づく民間の

通所型サービスと、本事業の対象者や内容が重複している。

市の関与の妥当性 C 市が実施すべき根拠が乏しい

１人あたり利用回数/年 未達成

　利用登録者の中には、身体状況やその他都合により参加しない場合があるほか、新型

コロナウイルス感染拡大防止対策として一定期間事業を休止していたため、平均した際

の１人あたり利用回数が少ない状況となっている。

【事務事業の評価】

評価項目 評価内容 説　　明

算式・説明 １人あたりの利用回数/年（利用登録者数/延べ利用者数）

【成果指標の分析】

成果指標 達成状況 状況の分析

回 実績 14 28

生きがい対応デイサービス利用登録者数 人 115 59 47 51.3 0

達成率(％)

１人あたり利用回数/年
単位 目標 52 52 52 0 52

53.8

成果指標【達成すべき目標】 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 最終目標値

令和４年度

実績見込

担当課 長寿介護課

事務事業

名称 生きがい対応デイサービス事業 長寿-3

目的・意図
在宅の高齢者に対し、通所の方法で各種サービスを提供することにより、高齢者の生きがい生活の助長、心身機

能の維持向上、社会的孤立感の解消等を図る。

対前年比

（％）

令和５年度

計画

事務事業評価表

【事務事業の基本情報】

施策 名称 02-16 高齢者福祉の充実

【事務事業の指標】

活動指標 単位
令和２年度

実績

令和３年度

実績
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広報やホームページ等を活用しながら事業の周知を行うとともに、公共交通機関の利用が困難な高齢者等の移動手段

確保のため、現行制度のまま事業を実施していく。

□ 民間・市民協働 □ 縮　小 □ 廃　止

【今後の展開・改善策等】

成果の達成状況

などから明らかになっ

た課題事項

公共交通機関の利用が困難な高齢者等の移動手段として周知し、今後の高齢者等が安心して外出できるよう支援して

いく必要がある。

今後の方向性と

改善・見直し内容

□ 拡　充 ■ 維　持 □ 改　善

実

施

方

法

事業実施方法の効率性 A 現在の体制、方法が最適である (福)登米市社会福祉協議会に委託しており、

適切に事業実施されている。外部委託の可能性 B 既に委託しており、範囲等の拡大はできない

コ

ス

ト

コスト節減度 B 変わりはない 年度により車検費用や燃料単価に若干の差は

あるが、大幅な増減は想定していない。今後のコストの増減見込 B 現状通りで推移する見込みである

受益者負担の適正度 E 現時点で適切な割合で負担されている

有

効

性

成果の達成状況 C 目標を達成できなかった 高齢化が進んでおり、今後もニーズは増えると予

想される。市民ニーズの傾向 A 増えることが見込まれる

市民の満足度 A 高い

必

要

性

事業の社会的ニーズ A 社会的ニーズがある 公共交通機関の利用が困難な高齢者等の移

動手段確保のための事業であり、市内には、民

間の福祉タクシーの台数も少ないことから、今後

も継続する必要がある。

市の関与の妥当性 B 法令等による義務付けはないが市が実施すべき

１人あたり利用回数/年 未達成

利用登録者の中には、定期的な通院や買い物等に利用している方のほかに、入退転院

や施設への入所等の一時的な利用を目的に登録する方や、登録後利用しない方もいる

ことから、平均した際の１人あたりの利用回数が少ない状況となっている。

【事務事業の評価】

評価項目 評価内容 説　　明

算式・説明 １人あたりの利用回数/年（利用登録者数/利用件数）

【成果指標の分析】

成果指標 達成状況 状況の分析

回 実績 3 3

外出支援サービス利用登録者数 人 319 319 320 100.0 325

達成率(％)

１人あたり利用回数/年
単位 目標 12 12 12 12 12

25.0

成果指標【達成すべき目標】 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 最終目標値

令和４年度

実績見込

担当課 長寿介護課

事務事業

名称 外出支援サービス事業 長寿-5

目的・意図
在宅の公共交通機関の利用が困難な高齢者等に、福祉車両（車イスやストレッチャー付の車両）を運行または

貸出し、通院や社会参加等の移動手段を確保する。

対前年比

（％）

令和５年度

計画

事務事業評価表

【事務事業の基本情報】

施策 名称 02-16 高齢者福祉の充実

【事務事業の指標】

活動指標 単位
令和２年度

実績

令和３年度

実績
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介護人材の確保及び介護サービスの資質向上を図るため、現行制度のまま事業を実施していく。

広報等を通じて、事業の周知を行う。

□ 民間・市民協働 □ 縮　小 □ 廃　止

【今後の展開・改善策等】

成果の達成状況

などから明らかになっ

た課題事項

介護職員初任者研修等の受講費用の一部助成と、市内介護事業所へ就労した際の奨励金を交付することで、介護職

員の資格取得による介護サービスの質の向上と市内介護事業所の人材の確保につながっている。

今後の方向性と

改善・見直し内容

□ 拡　充 ■ 維　持 □ 改　善

実

施

方

法

事業実施方法の効率性 A 現在の体制、方法が最適である 申請者の現住所等を確認する必要があることか

ら、市が実施すべき事業である。外部委託の可能性 A 外部委託が不可能な事業である

コ

ス

ト

コスト節減度 A 節減されている 件数は増加したが、まだ目標数には届いていない。こ

れは質の高い介護サービス提供のため、市内介護事

業所に就労している多くの方が既に各所研修の受講

を修了しているためと考えられる。

今後のコストの増減見込 B 現状通りで推移する見込みである

受益者負担の適正度 A 受益者負担を求めるべきものではない

有

効

性

成果の達成状況 C 目標を達成できなかった 今後もニーズは増えることが予想される。

市民ニーズの傾向 A 増えることが見込まれる

市民の満足度 A 高い

必

要

性

事業の社会的ニーズ A 社会的ニーズがある 市内介護事業所の職員の資質の向上を図ると

ともに、不足する介護人材の確保につながる。市の関与の妥当性 B 法令等による義務付けはないが市が実施すべき

就労準備金交付者数 未達成
就労奨励金は、介護職員初任者研修等を受講終了後６か月以内に市内の介護事業所に就労した方へ交

付するものであるが、雇用条件で折り合いがつかず、６か月以内に就労できない方に加え、障害者施設や市

外介護事業所等に就労する方もいることから、目標人数に届かない状況となっている。

【事務事業の評価】

評価項目 評価内容 説　　明

算式・説明 介護職員初任者研修等受講助成金受領者で、その後市内介護事業所に就職した人数

【成果指標の分析】

成果指標 達成状況 状況の分析

人 実績 1 2

介護職員初任者研修等受講助成金等申請者数 人 32 24 30 75.0 40

達成率(％)

就労準備金交付者数
単位 目標 5 5 5 5 5

40.0

成果指標【達成すべき目標】 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 最終目標値

令和４年度

実績見込

担当課 長寿介護課

事務事業

名称 介護職員初任者研修等受講支援事業 長寿-20

目的・意図

高齢化が急速に進む中、市内介護保険事業所における慢性的な介護職員不足が課題となっているため、介護

職員初任者研修等の受講費用の一部助成や市内事業所への就業支援を行い、介護人材の育成と確保を図

る。

対前年比

（％）

令和５年度

計画

事務事業評価表

【事務事業の基本情報】

施策 名称 02-18 介護保険事業の推進

【事務事業の指標】

活動指標 単位
令和２年度

実績

令和３年度

実績
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   待機児童解消のため、民間放課後児童クラブの運営支援を行っていく必要があることから、今後も継続して運営費等

補助金の交付を行う。

□ 民間・市民協働 □ 縮　小 □ 廃　止

【今後の展開・改善策等】

成果の達成状況

などから明らかになっ

た課題事項

 市内児童クラブの待機児童解消が課題であるため、引き続き民間児童クラブの運営支援を行っていく必要がある。

今後の方向性と

改善・見直し内容

□ 拡　充 ■ 維　持 □ 改　善

実

施

方

法

事業実施方法の効率性 A 現在の体制、方法が最適である 民間の事業実施主体で実施施設の整備・運営

を行い、公立の受け皿となる事業を実施してい

る。
外部委託の可能性 A 外部委託が不可能な事業である

コ

ス

ト

コスト節減度 B 変わりはない  「子ども・子育て支援交付金」に示される基準

額を上限に交付していることから、適正な割合で

受益者負担が発生している。
今後のコストの増減見込 C 現状より増加する見込みである

受益者負担の適正度 E 現時点で適切な割合で負担されている

有

効

性

成果の達成状況 B 目標を概ね達成できている 公立児童クラブで受け入れきれなかった待機児

童の受け皿となることから、待機児童の解消に有

効であるといえる。
市民ニーズの傾向 A 増えることが見込まれる

市民の満足度 D 把握できてない

必

要

性

事業の社会的ニーズ A 社会的ニーズがある 女性の社会進出等に伴い、社会的ニーズは増

加傾向にある。市の関与の妥当性 A 法令や条例で市の関与が義務付けられている

公立児童クラブ待機児童数 未達成 待機児童が発生したため。

【事務事業の評価】

評価項目 評価内容 説　　明

算式・説明 公立放課後児童クラブ待機児童数（５月１日時点）

【成果指標の分析】

成果指標 達成状況 状況の分析

人 実績 38 64 59

補助金交付施設数 か所 6 6 6 100.0 7

達成率(％)

公立児童クラブ待機児童数
単位 目標 0 0 0 0 0

#DIV/0!

成果指標【達成すべき目標】 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 最終目標値

令和４年度

実績見込

担当課 子育て支援課

事務事業

名称 放課後児童健全育成事業補助金 子育-12

目的・意図
保護者が労働等により昼間家庭にいない小学校の児童に対し、適切な遊び及び生活の場を与え、生活指導及

び遊びを主とした活動を行い、放課後児童の健全な育成を図る。

対前年比

（％）

令和５年度

計画

事務事業評価表

【事務事業の基本情報】

施策 名称 01-01 子育て支援の推進

【事務事業の指標】

活動指標 単位
令和２年度

実績

令和３年度

実績
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 需用が高いことから、今後も継続して運営費等補助金の交付を行う。

□ 民間・市民協働 □ 縮　小 □ 廃　止

【今後の展開・改善策等】

成果の達成状況

などから明らかになっ

た課題事項

   家庭や地域における子育て機能の低下や子育て中の親の孤独感や不安感の増大等に対応するため、民間子育て支

援センター事業実施施設の運営支援を行っていく必要がある。

今後の方向性と

改善・見直し内容

□ 拡　充 ■ 維　持 □ 改　善

実

施

方

法

事業実施方法の効率性 A 現在の体制、方法が最適である 民間の事業実施主体で実施施設の整備・運営

を行い、公立の受け皿となる事業を実施してい

る。
外部委託の可能性 A 外部委託が不可能な事業である

コ

ス

ト

コスト節減度 B 変わりはない 「子ども・子育て支援交付金」に示される基準額

を上限に交付しており、適正な事業者負担であ

ると考える。
今後のコストの増減見込 B 現状通りで推移する見込みである

受益者負担の適正度 E 現時点で適切な割合で負担されている

有

効

性

成果の達成状況 B 目標を概ね達成できている 一定数のニーズがあることから、引き続き需要が

あるものと考える。市民ニーズの傾向 B あまり変わらない

市民の満足度 D 把握できてない

必

要

性

事業の社会的ニーズ A 社会的ニーズがある 核家族化や地域とのつながりの希薄化が課題と

なっており、子育て世代同士の交流を推進する

本事業は社会的ニーズが高いと考えられる。
市の関与の妥当性 A 法令や条例で市の関与が義務付けられている

民間子育て支援センター事業

実施施設数
達成

 「登米市市立幼稚園・保育所整備再編方針」に基づき再編した民営の認定こども園

へ、子育て支援センター事業を移管したことから、民間の実施件数が増加した。

【事務事業の評価】

評価項目 評価内容 説　　明

算式・説明 地域子育て支援拠点事業を実施している民間事業者数（４月１日時点）

【成果指標の分析】

成果指標 達成状況 状況の分析

か所 実績 5 6

補助金交付施設数 か所 5 6 7 120.0 7

達成率(％)

地域子育て支援支援拠点実

施民間施設数

単位 目標 5 6 6 6 10
100.0

成果指標【達成すべき目標】 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 最終目標値

令和４年度

実績見込

担当課 子育て支援課

事務事業

名称 地域子育て支援拠点事業補助金 子育-8

目的・意図

育児家庭に対する支援活動を実施することにより、育児を支援する基盤を形成し、育児家庭等の福祉の向上を

図ることを目的とし、事業を実施する民間事業者に対し補助を行うことで、地域の子育て家庭に対する育児支援

を行う。

対前年比

（％）

令和５年度

計画

事務事業評価表

【事務事業の基本情報】

施策 名称 01-01 子育て支援の推進

【事務事業の指標】

活動指標 単位
令和２年度

実績

令和３年度

実績
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 今後も延長保育事業への助成を継続し、実施施設の運営をしていく。

□ 民間・市民協働 □ 縮　小 □ 廃　止

【今後の展開・改善策等】

成果の達成状況

などから明らかになっ

た課題事項

   延長保育事業補助金の交付要件については、子ども・子育て支援交付金交付要綱に基づき１日当たりの平均対象

児童数が規定されており、延長保育は実施しているものの、新型コロナウイルスの影響により延長保育利用者の減少が

あったことから、補助対象とならない施設があった。

今後の方向性と

改善・見直し内容

□ 拡　充 ■ 維　持 □ 改　善

実

施

方

法

事業実施方法の効率性 A 現在の体制、方法が最適である 今後も延長保育を希望する保護者が増加する

見込みであることから、引続き受入れ施設への

補助を行っていく。
外部委託の可能性 B 既に委託しており、範囲等の拡大はできない

コ

ス

ト

コスト節減度 A 節減されている 国の子ども・子育て支援交付金に示される基準

額となっている。今後のコストの増減見込 B 現状通りで推移する見込みである

受益者負担の適正度 B 負担を求めるべきだが、負担されていない

有

効

性

成果の達成状況 B 目標を概ね達成できている 保護者のやむを得ない事由により、保育時間を

延長して児童を受け入れることは子育て支援施

策として有効である。
市民ニーズの傾向 A 増えることが見込まれる

市民の満足度 A 高い

必

要

性

事業の社会的ニーズ A 社会的ニーズがある 保護者の就労時間や勤務地など就労形態の多

様化により、延長保育を希望するニーズは高い。市の関与の妥当性 A 法令や条例で市の関与が義務付けられている

延長保育実施施設数 未達成
交付予定としていた２施設について、延長保育事業の利用児童数が補助対象要件と

なる人数に達しなかったため対象外となった。

【事務事業の評価】

評価項目 評価内容 説　　明

算式・説明 延長保育を実施する施設数　【第２期 登米市子ども・子育て支援事業計画】

【成果指標の分析】

成果指標 達成状況 状況の分析

施設 実績 19 18

延長保育事業利用登録者数 人 540 538 540 99.6 540

達成率(％)

延長保育実施施設数
単位 目標 20 20 21 21 16

90.0

成果指標【達成すべき目標】 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 最終目標値

令和４年度

実績見込

担当課 子育て支援課

事務事業

名称 延長保育事業補助金 子育-10

目的・意図
保育所等に通所している児童がいる世帯の就労形態の多様化等に伴い、保育時間の延長に対する需要に対応

することを目的とする。

対前年比

（％）

令和５年度

計画

事務事業評価表

【事務事業の基本情報】

施策 名称 01-01 子育て支援の推進

【事務事業の指標】

活動指標 単位
令和２年度

実績

令和３年度

実績
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①登米市放課後児童クラブ等設置・運営方針に基づき、小学校再編に併せ、放課後児童クラブの実施場所（児童

活動センター）を整備

②児童クラブ利用料の有料化

③公立児童クラブの外部委託

□ 民間・市民協働 □ 縮　小 □ 廃　止

【今後の展開・改善策等】

成果の達成状況

などから明らかになっ

た課題事項

   実施地域により登録者に差があり、１年間の登録人数を平均すると目標を下回った。申し込みが多かった地域につい

ては定員を上回る利用希望児童を受け入れしたものの、利用者ニーズの増加に伴い、待機児童が生じている児童クラブ

が８か所あった。また、利用料の徴収を行っていないことにより、児童クラブの必要性が低い家庭も申し込みを行っている実

態ある。

今後の方向性と

改善・見直し内容

■ 拡　充 □ 維　持 □ 改　善

実

施

方

法

事業実施方法の効率性 B 現在の体制、方法に改善の余地がある 委託による事業実施を行っている他市町村も存

在する。（大崎市等）外部委託の可能性 D まだ委託を実施していないが、委託は可能である

コ

ス

ト

コスト節減度 C 節減されていない 小学校再編に伴い児童クラブ実施場所を整備

することとなるため整備費用が生じる。今後のコストの増減見込 C 現状より増加する見込みである

受益者負担の適正度 B 負担を求めるべきだが、負担されていない

有

効

性

成果の達成状況 B 目標を概ね達成できている 待機児童が発生している児童クラブがあり、待機

解消が課題である。市民ニーズの傾向 A 増えることが見込まれる

市民の満足度 D 把握できてない

必

要

性

事業の社会的ニーズ A 社会的ニーズがある 女性の社会進出等に伴い、社会的ニーズは増

加傾向にある。市の関与の妥当性 A 法令や条例で市の関与が義務付けられている

放課後児童クラブ定員数 未達成
令和３年度は実施場所及び従事職員の確保が困難であったことから、目標値を下回る

定員数となったものの、令和４年度に向けて新規児童クラブ３か所を整備した。

【事務事業の評価】

評価項目 評価内容 説　　明

算式・説明 市内の放課後児童クラブの定員数（４月１日現在）　目標値は第二期子ども・子育て支援事業計画より

【成果指標の分析】

成果指標 達成状況 状況の分析

人 実績 1,150 1,225

市内放課後児童クラブの実施箇所数 か所 24 24 27 100.0 28

達成率(％)

放課後児童クラブ登録人数
単位 目標 1,236 1,241 1,263 1,236 1,208

98.7

成果指標【達成すべき目標】 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 最終目標値

令和４年度

実績見込

担当課 子育て支援課

事務事業

名称 放課後児童健全育成事業 子育-7

目的・意図
保護者が労働等により昼間家庭にいない小学校の児童に対し、適切な遊び及び生活の場を与え、生活指導及

び遊びを主とした活動を行い、放課後児童の健全な育成を図る。

対前年比

（％）

令和５年度

計画

事務事業評価表

【事務事業の基本情報】

施策 名称 01-01 子育て支援の推進

【事務事業の指標】

活動指標 単位
令和２年度

実績

令和３年度

実績
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 障がい児保育に係る加配職員確保と資質向上を図るため、引き続き事業を実施していく。

□ 民間・市民協働 □ 縮　小 □ 廃　止

【今後の展開・改善策等】

成果の達成状況

などから明らかになっ

た課題事項

   対象児童の受入には、保育士等の加配職員が必要であり、人件費に要する運営費の負担軽減を図るためにも、保

育施設への適切な助成が必要となる。

今後の方向性と

改善・見直し内容

□ 拡　充 ■ 維　持 □ 改　善

実

施

方

法

事業実施方法の効率性 A 現在の体制、方法が最適である 保護者にとって重要な子育て支援施策であるこ

とから、今後も継続して事業を実施していく。外部委託の可能性 B 既に委託しており、範囲等の拡大はできない

コ

ス

ト

コスト節減度 B 変わりはない 発達障がい児数は年々増加しており、加配職

員の人員確保に要する経費も増加が見込まれ

る。
今後のコストの増減見込 C 現状より増加する見込みである

受益者負担の適正度 A 受益者負担を求めるべきものではない

有

効

性

成果の達成状況 A 目標を上回った 集団保育における療育効果が高いことから、保

護者が一般児童との交流を希望するニーズは高

い。
市民ニーズの傾向 A 増えることが見込まれる

市民の満足度 A 高い

必

要

性

事業の社会的ニーズ A 社会的ニーズがある 障がい児保育の果たす役割は今後さらに重要に

なることから、保育士の加配に要する人件費負

担への助成が必要である。
市の関与の妥当性 B 法令等による義務付けはないが市が実施すべき

障がい児保育実施施設数 達成
発達障がい児が増加傾向にあり、受入れ施設数も増加している。対象児童の受入れに

は、加配職員の配置が必要であり、人件費の支援は必要である。

【事務事業の評価】

評価項目 評価内容 説　　明

算式・説明 私立認可保育所、認定こども園、小規模保育事業所、事業所内保育事業所で障がい児保育を実施する施設数　【令和3年度事務事業評価表】

【成果指標の分析】

成果指標 達成状況 状況の分析

施設 実績 8 12

障がい児の受入数 人 10 18 16 180.0 16

達成率(％)

障がい児保育実施施設数
単位 目標 5 5 5 5 5

240.0

成果指標【達成すべき目標】 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 最終目標値

令和４年度

実績見込

担当課 子育て支援課

事務事業

名称 障がい児保育事業補助金 子育-13

目的・意図
保育を必要とし、心身に障がいを有する児童を集団保育することにより、児童の健全な社会性の成長発達の促

進を期すとともに、当該障がい児の福祉増進を図ることを目的とする。

対前年比

（％）

令和５年度

計画

事務事業評価表

【事務事業の基本情報】

施策 名称 01-01 子育て支援の推進

【事務事業の指標】

活動指標 単位
令和２年度

実績

令和３年度

実績
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   今後もできる限り利用者の希望日程での利用が可能となるよう施設との協議を図り、保護者の心理的、身体的負担

を軽減する一助として継続的に実施していく。

□ 民間・市民協働 □ 縮　小 □ 廃　止

【今後の展開・改善策等】

成果の達成状況

などから明らかになっ

た課題事項

　 一時保育の利用者はやや減少傾向にあるが、突発的な保育の希望に対応するため、施設との協議を図りながら、必

要に応じたサービスの提供を行えるようにする。

今後の方向性と

改善・見直し内容

□ 拡　充 ■ 維　持 □ 改　善

実

施

方

法

事業実施方法の効率性 A 現在の体制、方法が最適である 突発的な保育の希望に対応できるよう引き続き

事業を継続していく。外部委託の可能性 B 既に委託しており、範囲等の拡大はできない

コ

ス

ト

コスト節減度 B 変わりはない 突発的な保育の希望は変わらず必要とされてい

るため、これ以上の規模の縮小の必要はないと

考えられる。
今後のコストの増減見込 B 現状通りで推移する見込みである

受益者負担の適正度 E 現時点で適切な割合で負担されている

有

効

性

成果の達成状況 C 目標を達成できなかった 概ね利用希望に沿うことができているものの、定

員超過等により申請者の希望日に利用できない

こともある。
市民ニーズの傾向 B あまり変わらない

市民の満足度 B どちらとも言えない

必

要

性

事業の社会的ニーズ A 社会的ニーズがある 突発的に保育が必要になった際の預け先とし

て、保育の提供が求められている。市の関与の妥当性 A 法令や条例で市の関与が義務付けられている

実施施設 未達成
一時保育の利用人数はやや減少傾向にあり、現在の実施施設数で処遇できる人数に

なりつつある。

【事務事業の評価】

評価項目 評価内容 説　　明

算式・説明 一時保育事業の実施施設　【第２期 登米市子ども・子育て支援事業計画】

【成果指標の分析】

成果指標 達成状況 状況の分析

か所 実績 3 2

年間延べ利用人数 人 113 290 404 256.6 404

達成率(％)

実施施設
単位 目標 5 5 5 5 5

40.0

成果指標【達成すべき目標】 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 最終目標値

令和４年度

実績見込

担当課 子育て支援課

事務事業

名称 一時保育事業 子育-14

目的・意図

保護者の疾病や災害等により一時的に家庭での保育が困難となる場合や、育児疲れ等による保護者の心理

的・身体的負担を軽減するための支援が必要とされており、こうした保育需要に対応するため、保育所等で児童を

一時的に預かることで、安心して子育てができる環境を整備し児童の福祉の向上を図ることを目的とする。

対前年比

（％）

令和５年度

計画

事務事業評価表

【事務事業の基本情報】

施策 名称 01-01 子育て支援の推進

【事務事業の指標】

活動指標 単位
令和２年度

実績

令和３年度

実績
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　様々な子育て支援の機会を通じて、協力会員を募るとともに、広報やホームページ等を通じて子育て経験のある方の協

力を求めて行く。

　安心して子どもを預かることができるよう、協力会員に対し、各種講習会を開催するとともにニーズ調査の結果を分析し、

利用しやすい運営方法について検討していく。

□ 民間・市民協働 □ 縮　小 □ 廃　止

【今後の展開・改善策等】

成果の達成状況

などから明らかになっ

た課題事項

　 市ホームページ、広報及びFacebook等を活用して事業内容の周知を行っているが、利用者数が横ばいの状況にあ

る。協力会員登録者の年齢が高い傾向にあることから、子育て世代とのニーズが合致せず、特定の協力会員が多く預かり

等を実施している実態がある。引き続き事業内容の周知を行うともに、子育て経験のある協力会員を確保し、登録利用

者が利用しやすい事業展開を図る必要がある。

今後の方向性と

改善・見直し内容

■ 拡　充 □ 維　持 □ 改　善

実

施

方

法

事業実施方法の効率性 B 現在の体制、方法に改善の余地がある 他市においては、社会福祉法人への委託事業と

しているところもある。外部委託の可能性 D まだ委託を実施していないが、委託は可能である

コ

ス

ト

コスト節減度 B 変わりはない 会員数や利用回数が増えれば、傷害保険料、

事務費等の増加が予想される。今後のコストの増減見込 C 現状より増加する見込みである

受益者負担の適正度 E 現時点で適切な割合で負担されている

有

効

性

成果の達成状況 B 目標を概ね達成できている 共働き世帯の増加等により、今後もニーズは増

えることが予想される。市民ニーズの傾向 A 増えることが見込まれる

市民の満足度 B どちらとも言えない

必

要

性

事業の社会的ニーズ A 社会的ニーズがある 相互援助活動を組織化して、多様な保育ニー

ズに応え、地域の中での子育て支援・援助活動

を推進する必要がある。
市の関与の妥当性 B 法令等による義務付けはないが市が実施すべき

協力会員数 達成 子育て世代の支援に理解のある協力者が増加している。

【事務事業の評価】

評価項目 評価内容 説　　明

算式・説明 子育てを援助できる市民の協力会員数+利用協力会員数（３月31日時点）目標値は第二期子ども・子育て支援事業計画より

【成果指標の分析】

成果指標 達成状況 状況の分析

人 実績 74 80

サポーター講習会参加者数 人 5 26 10 520.0 15

達成率(％)

協力会員数
単位 目標 72 72 73 74 75

111.1

成果指標【達成すべき目標】 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 最終目標値

令和４年度

実績見込

担当課 子育て支援課

事務事業

名称 ファミリー・サポート・センター事業 子育-15

目的・意図
子育てに臨時的、突発的に援助が必要になった市民（利用会員）に対し、子育てに援助できる市民（協力会

員）を、ファミリーサポートセンターが仲介することで安定した子育て環境の醸成を図る。

対前年比

（％）

令和５年度

計画

事務事業評価表

【事務事業の基本情報】

施策 名称 01-01 子育て支援の推進

【事務事業の指標】

活動指標 単位
令和２年度

実績

令和３年度

実績
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　児童虐待やDVの問題は、早期発見や適切な保護だけでなく、重大な事態に至る前の段階での予防的支援が重要で

ある。そのためには、今後も関係機関との連携を強化し、相談対応職員の能力向上に努め、適切な支援ができるよう取

組を続ける必要がある。また、児童福祉法の改正により、市町村は「市区町村子ども家庭総合支援拠点」を整備すること

とされており、その整備に向けて必要な資格職の確保等に取り組んでいく。

□ 民間・市民協働 □ 縮　小 □ 廃　止

【今後の展開・改善策等】

成果の達成状況

などから明らかになっ

た課題事項

　現状は情報系端末と紙面を用いて相談記録を作成、管理しているが、その内容は秘匿性が高く適切に管理すべきもの

であるため、基幹系システムを導入し、安全かつ効率的に情報を管理するよう改善が必要である。

今後の方向性と

改善・見直し内容

■ 拡　充 □ 維　持 □ 改　善

実

施

方

法

事業実施方法の効率性 B 現在の体制、方法に改善の余地がある 現状は情報系端末と紙面を用いて相談記録を

作成、管理しているが、秘匿性が高い内容であ

るため安全で効率的な情報管理へ改善を要す

る。

外部委託の可能性 A 外部委託が不可能な事業である

コ

ス

ト

コスト節減度 B 変わりはない 令和４年度から基幹系システムの導入を想定し

ている。導入経費はかかるが、事務効率の向上

によりコストの削減が見込まれる。
今後のコストの増減見込 A 現状より低減する見込みである

受益者負担の適正度 A 受益者負担を求めるべきものではない

有

効

性

成果の達成状況 B 目標を概ね達成できている 養育支援が必要な家庭は今後も一定数存在

すると考えられるため、適時対応し、問題解決を

図る必要がある。
市民ニーズの傾向 B あまり変わらない

市民の満足度 B どちらとも言えない

必

要

性

事業の社会的ニーズ A 社会的ニーズがある 児童福祉法やDV防止法等により市の実施は

義務化されており、関係機関の連携体制の整

備や、専門的な相談対応が求められている。
市の関与の妥当性 A 法令や条例で市の関与が義務付けられている

要対協登録児童数の新規と終

結の割合
達成

新規と終結の割合は、直近5年間は82～127％で推移（平均101％）。新規相談

受付件数や終結件数は、その年度によって大きく差異が生じるため、成果指標が直近５

年間の数値の範囲内にあることで、継続的に問題解決等が図られているともの考える。

【事務事業の評価】

評価項目 評価内容 説　　明

算式・説明 要対協登録児童（要保護児童、要支援児童）の新規登録児童数に対する、問題解決等による終結児童数の割合（終結/新規）

【成果指標の分析】

成果指標 達成状況 状況の分析

％ 実績 127.4 86.7

要対協実務者会議開催回数（町域ごとにカウント） 回 9 18 18 200.0 18

達成率(％)

要対協登録児童数の新規と終

結の割合

単位 目標 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0
86.7

成果指標【達成すべき目標】 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 最終目標値

令和４年度

実績見込

担当課 子育て支援課

事務事業

名称 家庭児童相談室運営事業 子育-25

目的・意図
子どもに関する問題に対し関係機関と連携して相談業務を行い、問題解決に努め、子どもの福祉の向上を図る。

また、配偶者等から暴力を受けた被害者の自立を支援する。

対前年比

（％）

令和５年度

計画

事務事業評価表

【事務事業の基本情報】

施策 名称 01-02 児童福祉・児童相談の充実

【事務事業の指標】

活動指標 単位
令和２年度

実績

令和３年度

実績
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　少子化傾向の中、人口増加の貢献の報奨としてお祝いするとともに、経済的負担の軽減で多子出産のためらいを取り

除くことで出生率の向上に結び付けるため、事業を継続していく。

　引き続き市ホームページや広報誌等で周知することにより事業の認知度を高めていく。

□ 民間・市民協働 □ 縮　小 □ 廃　止

【今後の展開・改善策等】

成果の達成状況

などから明らかになっ

た課題事項

　出生数は減少傾向にあるため目標は達成できていない。

　市ホームページや広報誌等を活用し周知を行っているが、今後も事業の認知度を高めていく必要がある。

今後の方向性と

改善・見直し内容

□ 拡　充 ■ 維　持 □ 改　善

実

施

方

法

事業実施方法の効率性 A 現在の体制、方法が最適である 子の出生に対して祝金を支給するものであるた

め、今後も市で事業を実施していく。外部委託の可能性 A 外部委託が不可能な事業である

コ

ス

ト

コスト節減度 B 変わりはない 出生数が減少傾向にあることから、今後も事業

にかかる費用は減少していくことが見込まれる。今後のコストの増減見込 A 現状より低減する見込みである

受益者負担の適正度 A 受益者負担を求めるべきものではない

有

効

性

成果の達成状況 C 目標を達成できなかった 出生数が減少傾向にあることから目標の達成は

できていないが、父母の経済的負担の軽減につ

ながることからニーズは高いと考えられる。
市民ニーズの傾向 A 増えることが見込まれる

市民の満足度 B どちらとも言えない

必

要

性

事業の社会的ニーズ A 社会的ニーズがある 子の出生に対し、祝金を支給することで父母の

経済的負担の軽減につながることから、社会的

ニーズは高いと考えられる。
市の関与の妥当性 A 法令や条例で市の関与が義務付けられている

出生率の向上 未達成 出生数は減少傾向にあり目標値に届いていない。

【事務事業の評価】

評価項目 評価内容 説　　明

算式・説明 各年度における出生数

【成果指標の分析】

成果指標 達成状況 状況の分析

人 実績 417 372

誕生祝金の支給件数 件 412 359 400 87.1 400

達成率(％)

出生率の向上
単位 目標 480 480 480 480 480

77.5

成果指標【達成すべき目標】 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 最終目標値

令和４年度

実績見込

担当課 子育て支援課

事務事業

名称 誕生祝金支給事業 子育-35

目的・意図

少子化傾向の中、人口増加の貢献の報奨としてお祝いするとともに、経済的負担の軽減に伴って多子出産のた

めらいが取り除かれること等より、出生率向上に結び付けるもの。

（合計特殊出生率1.38（Ｈ26年）の向上と、人口維持出生率2.07の達成を図る）

対前年比

（％）

令和５年度

計画

事務事業評価表

【事務事業の基本情報】

施策 名称 01-01 子育て支援の推進

【事務事業の指標】

活動指標 単位
令和２年度

実績

令和３年度

実績
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　 新型コロナウイルス感染症対策を徹底しつつ、事業を継続する。

　 また、「登米市児童クラブ等設置・運営方針」に基づき、地域におけるより身近な認定こども園において子育て支援セン

ター事業の実施を進める。

□ 民間・市民協働 □ 縮　小 □ 廃　止

【今後の展開・改善策等】

成果の達成状況

などから明らかになっ

た課題事項

　 市内の新型コロナウイルス感染状況によって、子育て支援センター事業を臨時休業することが数回あり、子育て世代の

交流等が十分に行えなかった。

今後の方向性と

改善・見直し内容

□ 拡　充 ■ 維　持 □ 改　善

実

施

方

法

事業実施方法の効率性 B 現在の体制、方法に改善の余地がある 児童館で実施している子育て支援センター事業

にについては、将来的に認定こども園で実施する

方向で検討を進めている。
外部委託の可能性 D まだ委託を実施していないが、委託は可能である

コ

ス

ト

コスト節減度 B 変わりはない 国の実施要綱で、利用料を徴収することは可能

とあるが、子育て世代の支援強化を図るため、

受益者負担を徴取していない。
今後のコストの増減見込 B 現状通りで推移する見込みである

受益者負担の適正度 B 負担を求めるべきだが、負担されていない

有

効

性

成果の達成状況 B 目標を概ね達成できている 一定数のニーズがあることから、引き続き需要が

あるものと考える。市民ニーズの傾向 B あまり変わらない

市民の満足度 D 把握できてない

必

要

性

事業の社会的ニーズ A 社会的ニーズがある 核家族化や地域とのつながりの希薄化が課題と

なっており、子育て世代同士の交流を推進する

本事業は社会的ニーズが高いと考えられる。
市の関与の妥当性 B 法令等による義務付けはないが市が実施すべき

子育て支援センター利用人数 未達成
新型コロナウイルス感染症の予防の観点により、事業の休止や利用者の人数制限を行っ

たため、利用人数が大きく減少した。

【事務事業の評価】

評価項目 評価内容 説　　明

算式・説明 子育て支援センターを利用した保護者及び乳幼児数（３月31日現在）　目標値は第二期子ども・子育て支援事業計画より

【成果指標の分析】

成果指標 達成状況 状況の分析

人 実績 13,372 10,371

事業実施箇所数（民間含む） か所 11 11 12 100.0 12

達成率(％)

子育て支援センター利用人数
単位 目標 21,868 20,661 18,738 17,456 15,684

50.2

成果指標【達成すべき目標】 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 最終目標値

令和４年度

実績見込

担当課 子育て支援課

事務事業

名称 地域子育て支援拠点事業 子育-38

目的・意図
育児家庭等に対する支援活動を実施することにより、育児を支援する基盤を形成し、育児家庭等の福祉の向上

を図ることを目的とする。

対前年比

（％）

令和５年度

計画

事務事業評価表

【事務事業の基本情報】

施策 名称 01-01 子育て支援の推進

【事務事業の指標】

活動指標 単位
令和２年度

実績

令和３年度

実績
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　 再編などによる認定こども園への移行によって対象施設が増加することが考えられることから、引き続き保護者の心理

的、身体的負担を軽減する一助として、対象施設の安定的な事業の継続を援助していく。

□ 民間・市民協働 □ 縮　小 □ 廃　止

【今後の展開・改善策等】

成果の達成状況

などから明らかになっ

た課題事項

　 実施施設の増加に伴い、教育時間外の保育を希望する児童をより受け入れることができた。

　 引き続き、利用者の保育ニーズに応えられるよう、事業を継続していく必要がある。

今後の方向性と

改善・見直し内容

■ 拡　充 □ 維　持 □ 改　善

実

施

方

法

事業実施方法の効率性 A 現在の体制、方法が最適である 引き続き、月例報告等での実績把握に努め、

必要に応じた援助を行っていく。外部委託の可能性 C 既に委託しているが、範囲等の見直しが必要である

コ

ス

ト

コスト節減度 B 変わりはない 年間延べ利用人数の増加等によって１施設当

たりの補助金額の増加が予想される。今後のコストの増減見込 C 現状より増加する見込みである

受益者負担の適正度 E 現時点で適切な割合で負担されている

有

効

性

成果の達成状況 B 目標を概ね達成できている 認定こども園で実施する預かり保育事業への補

助を行うことによって、運営支援を行うことができ

た。
市民ニーズの傾向 A 増えることが見込まれる

市民の満足度 B どちらとも言えない

必

要

性

事業の社会的ニーズ A 社会的ニーズがある 幼稚園機能を利用している児童においても保護

者の就労等により教育時間外での保育のニーズ

は増加している。
市の関与の妥当性 A 法令や条例で市の関与が義務付けられている

対象施設 達成 新たに開園した私立認定こども園において、預かり保育事業を開始したため。

【事務事業の評価】

評価項目 評価内容 説　　明

算式・説明 在園児を対象とした教育時間外の預かり保育を実施しており、認定こども園一時預かり事業補助金の対象となる施設

【成果指標の分析】

成果指標 達成状況 状況の分析

か所 実績 7 9

年間延べ利用人数 人 10,513 19,071 20,254 181.4 20,254

達成率(％)

対象施設
単位 目標 7 8 9 9 9

112.5

成果指標【達成すべき目標】 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 最終目標値

令和４年度

実績見込

担当課 子育て支援課

事務事業

名称 認定こども園一時預かり事業補助金 子育-44

目的・意図
認定こども園において児童を一時的に預かることで、安心して子育てができる環境を整備し、もって児童の福祉の

向上を図ることを目的とする。

対前年比

（％）

令和５年度

計画

事務事業評価表

【事務事業の基本情報】

施策 名称 01-01 子育て支援の推進

【事務事業の指標】

活動指標 単位
令和２年度

実績

令和３年度

実績
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 「環境整備事業」は令和３年度に開設した事業者が活用できるよう令和６年度までの事業継続を希望する。

□ 民間・市民協働 □ 縮　小 □ 廃　止

【今後の展開・改善策等】

成果の達成状況

などから明らかになっ

た課題事項

　  「登米市市立幼稚園・保育所再編方針」に基づき開設した民設の幼保連携型認定こども園の運営主体に対し、本

交付金の「開設支援事業」を交付することで、教育、保育サービスを継続的かつ安定的に提供できる環境を早期に整え

る体制に寄与している。また、運営後に発生した課題・環境改善にも対応できるメニューとして、開園後３年目に活用でき

る「環境改善事業」を令和３年度から追加したことで、保育の質の向上及び環境改善に結び付けられることから、こども園

利用者の満足度にも貢献できている。

 市独自事業として実施しているため、財源確保が課題と考える。

今後の方向性と

改善・見直し内容

□ 拡　充 ■ 維　持 □ 改　善

実

施

方

法

事業実施方法の効率性 A 現在の体制、方法が最適である 上記再編方針の趣旨に基づき開設した民間事

業者に対する交付金であり、事務量も多くないこ

とから、現在の体制・方法が最適と考える。
外部委託の可能性 A 外部委託が不可能な事業である

コ

ス

ト

コスト節減度 B 変わりはない 環境改善事業については、事業費の1/2を補助

し100万円の上限額を設けていることから、適正

な割合で受益者負担が発生している。
今後のコストの増減見込 A 現状より低減する見込みである

受益者負担の適正度 E 現時点で適切な割合で負担されている

有

効

性

成果の達成状況 B 目標を概ね達成できている 開設支援事業と環境改善事業を活用できること

から、運営者の不安解消と負担軽減に結びつけ

ることが期待できる。
市民ニーズの傾向 B あまり変わらない

市民の満足度 A 高い

必

要

性

事業の社会的ニーズ A 社会的ニーズがある 公営から民営への移管に伴う環境変化による不

安解消と負担軽減に結びつくものであることから、

ニーズは高い。
市の関与の妥当性 B 法令等による義務付けはないが市が実施すべき

認定こども園移行施設数（累

計）
達成

待機児童解消のため既存保育施設の再編を推進した結果、令和３年度に待機児童

なしとなった。

【事務事業の評価】

評価項目 評価内容 説　　明

算式・説明 再編方針の有無を踏まえず、市内で開設している全ての認定こども園

【成果指標の分析】

成果指標 達成状況 状況の分析

施設 実績 7 10

再編方針に基づき開設した幼保連携型認定こども園数（累計） 施設 5 7 7 140.0 7

達成率(％)

認定こども園移行施設数（累

計）

単位 目標 7 10 10 10 10
100.0

成果指標【達成すべき目標】 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 最終目標値

令和４年度

実績見込

担当課 子育て支援課

事務事業

名称 幼保連携型認定こども園移行支援交付金 子育-50

目的・意図

「登米市市立幼稚園・保育所再編方針」に基づき開設した幼保連携型認定こども園の運営主体に対し、移行

支援交付金を交付し教育、保育サービスを継続的かつ安定的に提供できる環境を早期に整える必要性に鑑み、

公営から民営への円滑な移管を推進し、教育・保育サービスの継続化と早期安定を図る。

対前年比

（％）

令和５年度

計画

事務事業評価表

【事務事業の基本情報】

施策 名称 01-02 児童福祉・児童相談の充実

【事務事業の指標】

活動指標 単位
令和２年度

実績

令和３年度

実績
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　保育士の確保対策について、保育の受入れ枠と待機児童の解消状況の動向を踏まえながら、支援内容を検討してい

く。

□ 民間・市民協働 □ 縮　小 □ 廃　止

【今後の展開・改善策等】

成果の達成状況

などから明らかになっ

た課題事項

　保育対策総合支援事業の活用によって保育士充足率は現状を維持しているものの、継続的な保育士確保の支援内

容について検討する必要がある。

今後の方向性と

改善・見直し内容

□ 拡　充 □ 維　持 ■ 改　善

実

施

方

法

事業実施方法の効率性 B 現在の体制、方法に改善の余地がある 保育士不足の解消のため、保育士が働きやすい

職場環境を整えるために必要な費用を補助する

ものであり、市が実施すべき事業である。
外部委託の可能性 A 外部委託が不可能な事業である

コ

ス

ト

コスト節減度 A 節減されている 保育対策総合支援事業費補助金交付要綱に

基づく補助基準額を上限に交付している。今後のコストの増減見込 A 現状より低減する見込みである

受益者負担の適正度 E 現時点で適切な割合で負担されている

有

効

性

成果の達成状況 B 目標を概ね達成できている 職場環境の整備や保育人材の確保に対し支援

を行ったことにより、人材確保に要する費用負担

を軽減する成果は得られている。
市民ニーズの傾向 B あまり変わらない

市民の満足度 B どちらとも言えない

必

要

性

事業の社会的ニーズ A 社会的ニーズがある 保育士が働きやすい職場環境の整備や、保育

人材の確保につながる事業である。市の関与の妥当性 B 法令等による義務付けはないが市が実施すべき

保育士充足率 未達成

保育士確保の一助として、保育士が宿舎を借り上げるための費用や、保育補助者の雇

上げに必要な費用など保育人材確保に要する補助を行っているが、目標値に届いてい

ない。

【事務事業の評価】

評価項目 評価内容 説　　明

算式・説明 保育士必要数に対する保育士求人数の割合（10月１日時点）

【成果指標の分析】

成果指標 達成状況 状況の分析

％ 実績 95% 95%

補助事業実施施設数 施設 13 22 18 169.2 17

達成率(％)

保育士充足率（民間事業

者）

単位 目標 100% 100% 100% 100% 100%
95.0

成果指標【達成すべき目標】 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 最終目標値

令和４年度

実績見込

担当課 子育て支援課

事務事業

名称 保育対策総合支援事業 子育-51

目的・意図

保育所等を運営する事業者が、保育の担い手となる保育人材の確保に必要な措置を講じるための費用の一部

を補助することで、待機児童の解消を図るとともに、子どもを安心して育てることができる環境整備を行うことを目的

とする。

対前年比

（％）

令和５年度

計画

事務事業評価表

【事務事業の基本情報】

施策 名称 01-01 子育て支援の推進

【事務事業の指標】

活動指標 単位
令和２年度

実績

令和３年度

実績
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   令和３年度から開始した事業であることから、当面、現行どおりの制度で進めていくこととし、アンケート結果を分析しな

がら今後の方向性について検討したいと考えている。

□ 民間・市民協働 □ 縮　小 □ 廃　止

【今後の展開・改善策等】

成果の達成状況

などから明らかになっ

た課題事項

   アンケート結果から、「本事業が結婚のきっかけの一つとなったと思う」と回答した申請者世帯の割合が、全体の約38％

であることが分かった。結婚の後押しにつながる事業となるよう、広く周知する必要がある。

今後の方向性と

改善・見直し内容

□ 拡　充 ■ 維　持 □ 改　善

実

施

方

法

事業実施方法の効率性 B 現在の体制、方法に改善の余地がある 申請書類の不備による再提出が極めて多いた

め、新たな説明用配布資料の作成等を検討す

る必要がある。
外部委託の可能性 D まだ委託を実施していないが、委託は可能である

コ

ス

ト

コスト節減度 B 変わりはない 婚姻届受理件数は減少傾向であることから、申

請者数の減少が想定される。今後のコストの増減見込 A 現状より低減する見込みである

受益者負担の適正度 E 現時点で適切な割合で負担されている

有

効

性

成果の達成状況 B 目標を概ね達成できている アンケートにおいて「本事業が結婚新生活に伴う経済

的不安の軽減に役立った」と回答した申請者の割合

が約94％であるため、満足度は高いといえる。
市民ニーズの傾向 B あまり変わらない

市民の満足度 A 高い

必

要

性

事業の社会的ニーズ A 社会的ニーズがある アンケートにおいて「本事業が結婚新生活に伴う経済

的不安の軽減に役立った」と回答した申請者の割合

が約94％であるため、ニーズは高いといえる。
市の関与の妥当性 B 法令等による義務付けはないが市が実施すべき

アンケートにおいて「結婚新生活に伴う経済的

不安の軽減に役立った」と回答した割合
達成

アンケートにおいて、94％という高い水準となっており、経済的不安の軽減や結婚の後押

しにつながったものと捉えている。

【事務事業の評価】

評価項目 評価内容 説　　明

算式・説明 国では、「結婚に踏み切れない主な要因は経済的理由」であると捉えていることから、経済的不安の軽減について、達成すべき目標とした

【成果指標の分析】

成果指標 達成状況 状況の分析

％ 実績 ー 94

結婚新生活支援事業補助金支給件数 件 ー 34 40 ー 40

達成率(％)

アンケートにおいて「結婚新生活に伴う経済的

不安の軽減に役立った」と回答した割合

単位 目標 ー 90 92 94 100
104.4

成果指標【達成すべき目標】 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 最終目標値

令和４年度

実績見込

担当課 子育て支援課

事務事業

名称 結婚新生活支援事業 子育-63

目的・意図
結婚に伴う新生活の経済的負担を軽減し、新生活の支援を図るとともに、地域における少子化対策の強化及び

人口減少対策に資することを目的として、新婚世帯に係る住居費及び引越費用を補助するもの。

対前年比

（％）

令和５年度

計画

事務事業評価表

【事務事業の基本情報】

施策 名称 01-01 子育て支援の推進

【事務事業の指標】

活動指標 単位
令和２年度

実績

令和３年度

実績
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　事業内容を精査し、活用されていない事業は廃止とし、新規就農者等への支援事業として有効な登米農業マイスター
事業による個別技術指導を行い、就農者の定着及び地域農業の活性化を図ることとした。

□ 民間・市民協働 ■ 縮　小 □ 廃　止

【今後の展開・改善策等】

成果の達成状況

などから明らかになっ

た課題事項

　　新規就農者数は令和２年度と比べて66％減少。また、補助金の活用は減少傾向にある。今後次代を担う農業者

の育成・確保を実現するために、社会的ニーズの傾向を把握、農業者の確保に向けた取組の改善が必要。

今後の方向性と

改善・見直し内容

□ 拡　充 □ 維　持 □ 改　善

実

施

方

法

事業実施方法の効率性 B 現在の体制、方法に改善の余地がある 　必要に応じて関係機関と連携し事業を実施す

る。外部委託の可能性 A 外部委託が不可能な事業である

コ

ス

ト

コスト節減度 B 変わりはない 　補助金額等は活用状況を総合的に判断し補

助メニューの精査等により令和３年度で事業を

廃止することとなった。
今後のコストの増減見込 A 現状より低減する見込みである

受益者負担の適正度 A 受益者負担を求めるべきものではない

有

効

性

成果の達成状況 C 目標を達成できなかった 　新規就農者数の増加により、社会的なニーズ

は高くなることが見込まれるが、雇用就農や自営

就農など多様な就農形態をとる就農者の増加

も見込まれるためニーズの把握に努める。

市民ニーズの傾向 A 増えることが見込まれる

市民の満足度 B どちらとも言えない

必

要

性

事業の社会的ニーズ B 社会的ニーズがややある 　市の単独事業として、担い手への農業研修、

新規就農に対する支援を行うことで、次代を担う

農業者の育成・確保を実現することに必要な事

業である。

市の関与の妥当性 B 法令等による義務付けはないが市が実施すべき

将来の地域農業を担う新規就

農者の人数
未達成

農業法人への雇用就農や親元への自営就農はあったが、独立自営就農がなく新規就

農者が減少した。

【事務事業の評価】

評価項目 評価内容 説　　明

算式・説明 市内新規就農者数（自営就農、雇用就農、新規参入）の合計

【成果指標の分析】

成果指標 達成状況 状況の分析

人 実績 24 8

農業研修者・体験者、新規雇用に対する支援額 千円 129 68 ー 52.7 ー

達成率(％)

将来の地域農業を担う新規就

農者の人数

単位 目標 20 20 20 20 20
40.0

成果指標【達成すべき目標】 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 最終目標値

令和４年度

実績見込

担当課 産業総務課

事務事業

名称 担い手育成支援・新規就農支援事業 産総-42

目的・意図
農業研修者・体験者、新規雇用に対する支援し、次代を担う農業者の育成・確保を実現する。耕作放棄地の

解消を図る。

対前年比

（％）

令和５年度

計画

事務事業評価表

【事務事業の基本情報】

施策 名称 03-29 担い手対策の推進

【事務事業の指標】

活動指標 単位
令和２年度

実績

令和３年度

実績
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　新規就農者の育成・確保に向け、関係機関と連携した支援を継続していくとともに、サポートチームによる巡回指導を行

い、就農直後の経営不安定期間の課題解決に向けた支援の充実を図る。

□ 民間・市民協働 □ 縮　小 □ 廃　止

【今後の展開・改善策等】

成果の達成状況

などから明らかになっ

た課題事項

　新規就農者の育成・確保に向け、関係機関と連携した就農相談会による支援を行っているが、近年は国の補助対象

者の見直しにより世帯所得要件が変更されるなど年々要件が厳しくなっており新規採択者が減少傾向にある。　市ホーム

ページ等の活用や、農業大学校等との連携により担い手の掘り起こし、新規就農者の支援を行っていく。

　また、次代を担う農業者の育成・確保を実現するために、社会的ニーズの傾向を把握、農業者の確保に向けた取組の

改善が必要。

今後の方向性と

改善・見直し内容

□ 拡　充 ■ 維　持 □ 改　善

実

施

方

法

事業実施方法の効率性 A 現在の体制、方法が最適である 　みやぎ登米農協、農業改良普及センター、農

業委員会等関係機関と連携し、本事業を実施

している。
外部委託の可能性 A 外部委託が不可能な事業である

コ

ス

ト

コスト節減度 B 変わりはない 　事務費は国からの補助（100％）を活用し

実施している。今後のコストの増減見込 B 現状通りで推移する見込みである

受益者負担の適正度 A 受益者負担を求めるべきものではない

有

効

性

成果の達成状況 C 目標を達成できなかった 　本事業を活用することにより、経営が不安定な就農直後

（５年以内）の所得を確保することができ、就農者の就農

後の定着が図られるが、国の補助対象者の要件の見直しや

担い手の就農の多様化により事業採択者が近年減少して

いる。

市民ニーズの傾向 C 減ることが見込まれる

市民の満足度 A 高い

必

要

性

事業の社会的ニーズ A 社会的ニーズがある 　新規就農に対する支援を行うことで、次代を担う農

業者の育成・確保を実現することに必要な事業であ

る。
市の関与の妥当性 A 法令や条例で市の関与が義務付けられている

農業次世代人材投資事業補

助金受給対象者数
未達成

関係機関と連携した就農相談会の開催などにより認定新規就農者の確保・農業次世代人材投資事業補

助金受給対象者数の増加に取り組んでいるが、国の補助対象者の要件の見直しや担い手の就農の多様化

により事業採択者が近年減少している。

【事務事業の評価】

評価項目 評価内容 説　　明

算式・説明 将来の地域農業を担う認定農業者を確保する

【成果指標の分析】

成果指標 達成状況 状況の分析

人 実績 17 13

農業次世代人材投資事業補助金交付金額 千円 24,375 16,167 15,256 66.3 9,000

達成率(％)

農業次世代人材投資事業補

助金受給対象者数

単位 目標 20 20 20 20 20
65.0

成果指標【達成すべき目標】 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 最終目標値

令和４年度

実績見込

担当課 産業総務課

事務事業

名称 農業次世代人材投資事業（経営開始型） 産総-44

目的・意図
青年の就農後の定着を図るため経営が不安定な就農直後（５年以内）の所得を確保する給付金を交付す

る。

対前年比

（％）

令和５年度

計画

事務事業評価表

【事務事業の基本情報】

施策 名称 03-29 担い手対策の推進

【事務事業の指標】

活動指標 単位
令和２年度

実績

令和３年度

実績
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　平成28年度に策定した登米市農業振興ビジョンにおける担い手への農地集積率（水田）の令和7年度目標である

90％の農地集積率を達成するために、さらなる担い手への集積・集約化が必要である。

　また、人・農地プランに掲載された、5年後10年後の担い手への農地集積・集約化も併せて推進できるため、今後は地

域での話し合いを基に、本事業を活用した担い手への農地の集積・集約化に取り組む。

□ 民間・市民協働 □ 縮　小 □ 廃　止

【今後の展開・改善策等】

成果の達成状況

などから明らかになっ

た課題事項

　農地中間管理機構を活用した担い手への配分面積は、事業開始時をピークに減少傾向ではあるが、令和３年度まで

に担い手に貸し付けられた農地面積は1,694.7haとなっており、本事業を活用した農地の貸付面積は、宮城県内で２

位となっている。

　一方、担い手の借受希望面積は、令和３年度末で4,713haとなっており、希望どおりに農地を借りられない状況が続

いている。

今後の方向性と

改善・見直し内容

□ 拡　充 ■ 維　持 □ 改　善

実

施

方

法

事業実施方法の効率性 A 現在の体制、方法が最適である 　みやぎ農業振興公社より受託されている業務

である。JAや農業委員会等関係機関と連携し、

本事業を実施している。
外部委託の可能性 A 外部委託が不可能な事業である

コ

ス

ト

コスト節減度 A 節減されている 　みやぎ農業振興公社より受託している業務で

ある。事業遂行には、主に業務委託料を活用し

ている。
今後のコストの増減見込 B 現状通りで推移する見込みである

受益者負担の適正度 A 受益者負担を求めるべきものではない

有

効

性

成果の達成状況 B 目標を概ね達成できている 　本事業を活用し農地を貸付した場合、交付要

件を満たせば機構集積協力金が交付されるため、

担い手への農地集積・集約化が図られる。
市民ニーズの傾向 A 増えることが見込まれる

市民の満足度 A 高い

必

要

性

事業の社会的ニーズ A 社会的ニーズがある 　地域の中心経営体の確保や中心経営体に農地を

集積する取り組みを支援し、農業の競争力・体質強

化を図り、持続可能な農業を実現するために必要な

事業である。

市の関与の妥当性 A 法令や条例で市の関与が義務付けられている

担い手への農地集積率（水

田）
未達成

本市では、担い手への農地集積が進んでいることから、農地中間管理機構を活用した担

い手への配分面積は、事業開始時をピークに減少傾向になっている。

【事務事業の評価】

評価項目 評価内容 説　　明

算式・説明

【成果指標の分析】

成果指標 達成状況 状況の分析

％ 実績 79.0 80.1

担い手への農用地配分（農地中間管理事業分） ha 180 171 160 95.0 160

達成率(％)

担い手への農地集積率（水

田）

単位 目標 81.0 81.0 ー ー 90.0
98.9

成果指標【達成すべき目標】 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 最終目標値

令和４年度

実績見込

担当課 産業総務課

事務事業

名称 農地中間管理事業 産総-46

目的・意図
地域の中心経営体の確保や中心経営体に農地を集積する取り組みを支援し、農業の競争力・体質強化を図

り、持続可能な農業を実現する。

対前年比

（％）

令和５年度

計画

事務事業評価表

【事務事業の基本情報】

施策 名称 03-29 担い手対策の推進

【事務事業の指標】

活動指標 単位
令和２年度

実績

令和３年度

実績
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　優良素畜の導入と規模拡大を支援し、良質な畜産物の生産による生産基盤の強化と優良産地としての地位確立を

図る。

□ 民間・市民協働 □ 縮　小 □ 廃　止

【今後の展開・改善策等】

成果の達成状況

などから明らかになっ

た課題事項

　家畜飼養者は、新規就農者はいるものの高齢化に伴う離農や廃業などにより、年々飼養農家戸数が減少傾向にある

が、施設の基盤整備などにより規模拡大に取り組む農家も多いため、飼養頭数については微減で推移している。

　しかしながら、子牛価格（みやぎ総合家畜市場）が高値で推移し、また、輸入価格の高騰に伴う飼料価格の高騰の

影響もあり、素畜導入が厳しい状況にある。。今後も、農業所得の安定を図るためには、生産体制の整備や規模拡大に

よる取組みと他地域との差別化による競争力強化を図る必要がある。

今後の方向性と

改善・見直し内容

□ 拡　充 ■ 維　持 □ 改　善

実

施

方

法

事業実施方法の効率性 A 現在の体制、方法が最適である 補助申請手続きについては、四半期ごとに対象

農家に通知を行い、申告漏れ防止及び早期提

出の促進に取り組んでいる。
外部委託の可能性 A 外部委託が不可能な事業である

コ

ス

ト

コスト節減度 B 変わりはない 　優良素畜の導入を促進し、経営安定や生産

基盤の維持拡大を図るためには、長期的な支

援が必要である。
今後のコストの増減見込 B 現状通りで推移する見込みである

受益者負担の適正度 A 受益者負担を求めるべきものではない

有

効

性

成果の達成状況 C 目標を達成できなかった 　能力の高い素畜の導入を進めることは、産肉

成績の向上やブランド化につながることから事業

の有効性は高い。
市民ニーズの傾向 A 増えることが見込まれる

市民の満足度 B どちらとも言えない

必

要

性

事業の社会的ニーズ A 社会的ニーズがある 　国内有数の畜産地域である本市の畜産振興

施策の一つとして市が積極的に関与すべき分野

である。また、素畜の市場価格が下落し、さらに

飼料等の高騰が続いていることから、持続的な

畜産経営支援としてニーズは高い。

市の関与の妥当性 B 法令等による義務付けはないが市が実施すべき

市内家畜飼養頭数 未達成

高齢化に伴う廃業などにより、飼養農家戸数が減少傾向にあるが、規模拡大に取り組

む農家もある。令和３年度は養豚頭数が約1万2千頭減少し未達成となっているが、市

内養豚場での畜舎火災による死亡減や出荷時期によるものと考えられる。

【事務事業の評価】

評価項目 評価内容 説　　明

算式・説明 市内の家畜飼養頭数（乳用牛、繁殖牛、肥育牛、豚）

【成果指標の分析】

成果指標 達成状況 状況の分析

頭 実績 94,156 81,685

導入頭数 頭 1,072 787 921 73.4 863

達成率(％)

市内家畜飼養頭数
単位 目標 86,389 86,389 86,389 86,389 86,389

94.6

成果指標【達成すべき目標】 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 最終目標値

令和４年度

実績見込

担当課 農政課

事務事業

名称 畜産総合振興対策事業補助金 農政-6

目的・意図 畜産物の優良種畜の導入と生産規模の拡大により、畜産農家の経営の安定と農業所得の向上を図る。

対前年比

（％）

令和５年度

計画

事務事業評価表

【事務事業の基本情報】

施策 名称 03-28 農業生産の振興

【事務事業の指標】

活動指標 単位
令和２年度

実績

令和３年度

実績
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　生産基盤対策として、畜産農家へ優良肉用牛を確保するため子牛保留選定会での入賞牛、県基幹種雄牛造成種

付助成を継続して進める。

　消費販売、広告宣伝対策として、市内保育施設、幼稚園、小学校、中学校へ学校給食を通じた地産地消と食育を

推進するため、登米産牛肉の使用に対する支援を行っていくほか、市内外のイベントに参加し、積極的に消費者へPRを

図る必要がある。

□ 民間・市民協働 □ 縮　小 □ 廃　止

【今後の展開・改善策等】

成果の達成状況

などから明らかになっ

た課題事項

　肉用牛の主産地として、引き続き優良素牛の地域内保留などにより、他地域との差別化を推進していく必要がある。ま

た、仙台牛の約４割の生産を誇る県内トップの産地であることから、銘柄確立に向けた取り組みの強化や消費者へのPR

による消費拡大を図っていく必要がある。

今後の方向性と

改善・見直し内容

□ 拡　充 ■ 維　持 □ 改　善

実

施

方

法

事業実施方法の効率性 A 現在の体制、方法が最適である 市、JA、生産者組織で構成する和牛振興協議

会により推進を図っている。各事業については総

会や幹事会で協議のうえ実施している。
外部委託の可能性 A 外部委託が不可能な事業である

コ

ス

ト

コスト節減度 B 変わりはない 振興協議会の負担金については、令和元年度

に400万円から350万円に見直しを行っている。今後のコストの増減見込 B 現状通りで推移する見込みである

受益者負担の適正度 E 現時点で適切な割合で負担されている

有

効

性

成果の達成状況 B 目標を概ね達成できている 優良素牛の地域内保留や肉用牛の資質向上の支

援のほか、消費者へのPRによる認知度向上など、仙

台牛の主産地として他地域との差別化に向けた取り

組みが必要である。

市民ニーズの傾向 B あまり変わらない

市民の満足度 B どちらとも言えない

必

要

性

事業の社会的ニーズ A 社会的ニーズがある 令和２年度の肉用牛産出額が本州１位、全

国においても７位である本市の畜産振興施策の

一つとして市が積極的に関与すべきである。
市の関与の妥当性 B 法令等による義務付けはないが市が実施すべき

市内肉用牛（黒毛和種）飼

養頭数
未達成

規模拡大に取り組む農家もあるが、高齢化に伴う廃業などにより、飼養農家戸数は減

少傾向にある。また、子牛価格や配合飼料価格が上昇しているため、素牛導入が厳し

い状況にある。

【事務事業の評価】

評価項目 評価内容 説　　明

算式・説明 市内肉用牛（黒毛和種）の飼養頭数

【成果指標の分析】

成果指標 達成状況 状況の分析

頭 実績 19,711 16,250

市内肉用牛（黒毛和種）飼養頭数 頭 19,711 16,250 20,140 82.4 20,140

達成率(％)

市内肉用牛（黒毛和種）飼

養頭数

単位 目標 20,140 20,140 20,140 20,140 20,140
80.7

成果指標【達成すべき目標】 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 最終目標値

令和４年度

実績見込

担当課 農政課

事務事業

名称 和牛振興事業 農政-8

目的・意図
市内から生産される肉用牛の銘柄が統一されたことから、生産基盤の拡大と消費拡大を図り、農家所得の向上

を図る。

対前年比

（％）

令和５年度

計画

事務事業評価表

【事務事業の基本情報】

施策 名称 03-28 農業生産の振興

【事務事業の指標】

活動指標 単位
令和２年度

実績

令和３年度

実績
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環境保全米の産地形成、農業経営の安定化及び販路の確保や拡大を見据えて、JGAPやグローバルGAP等の農業生

産工程管理及び農産物の認証取得を支援し、本市農産物の差別化と安全性の確保への取組みを推進する。

□ 民間・市民協働 □ 縮　小 □ 廃　止

【今後の展開・改善策等】

成果の達成状況

などから明らかになっ

た課題事項

環境保全米の作付面積率は横ばいとなっているが、農業者の減少と担い手への作業委託等が集中することにより経営が

大規模化し、手間や労力がかかる環境保全米の作付面積を増加されられないことが要因の一つと考えられる。

今後の方向性と

改善・見直し内容

□ 拡　充 ■ 維　持 □ 改　善

実

施

方

法

事業実施方法の効率性 B 現在の体制、方法に改善の余地がある 各種資材や認証取得に要する経費の補助であ

り、その都度申請を行っているが、農家に対する

周知に工夫が必要である。
外部委託の可能性 A 外部委託が不可能な事業である

コ

ス

ト

コスト節減度 B 変わりはない 有機JAS認証やGAP認証の取得などの推進を

図るためには、長期的な支援が必要である。今後のコストの増減見込 B 現状通りで推移する見込みである

受益者負担の適正度 E 現時点で適切な割合で負担されている

有

効

性

成果の達成状況 B 目標を概ね達成できている 良質な農産物を供給する産地としてのイメージを

高め安全な農産物を求める消費者ニーズに応え

る事業である。
市民ニーズの傾向 A 増えることが見込まれる

市民の満足度 A 高い

必

要

性

事業の社会的ニーズ A 社会的ニーズがある 市の基幹産業である農業の推進体制強化のた

め、市が積極的に関与すべき分野である。市の関与の妥当性 B 法令等による義務付けはないが市が実施すべき

環境保全米の作付面積の増加 未達成
環境保全米の作付面積の増加については、農業者の減少と担い手への作業委託等が集中する

ことにより経営が大規模化し、手間や労力がかかるなどの課題が要因の一つと考えられる。

【事務事業の評価】

評価項目 評価内容 説　　明

算式・説明 環境保全米は、有機・一般栽培米以外の減農薬・減化学肥料によるもの

【成果指標の分析】

成果指標 達成状況 状況の分析

％ 実績 77 77

環境保全型農業の普及拡大 千円 278 223 470 80.2 470

達成率(％)

環境保全米の作付面積の増加
単位 目標 90 90 90 90 95

85.6

成果指標【達成すべき目標】 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 最終目標値

令和４年度

実績見込

担当課 農政課

事務事業

名称 環境保全型農業推進事業 農政-15

目的・意図
農業生産活動による環境への負荷軽減及び消費者の食料に対する安全、安心志向の高まりに対応し、地域農

業者の意識啓発や負荷軽減技術の普及による環境保全型農業の推進を図る

対前年比

（％）

令和５年度

計画

事務事業評価表

【事務事業の基本情報】

施策 名称 03-28 農業生産の振興

【事務事業の指標】

活動指標 単位
令和２年度

実績

令和３年度

実績
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　令和４年度以降には、東北地方にもウッドショックの影響が出てくることが予想される。木材出荷価格が上昇している傾

向を示しているため、これまで以上に効率的で広範囲にわたるＰＲ活動が必要であるが、ＰＲ方法についてはこれまでの

方法を踏襲するだけではなく、新たな方法を検討する必要があると思われる。

□ 民間・市民協働 □ 縮　小 ■ 廃　止

【今後の展開・改善策等】

成果の達成状況

などから明らかになっ

た課題事項

　登米市の木材・木製品の製造品出荷額（総額）は、平成29年2,514百万円、平成30年2,441百万円、令和元

年2,446百万円と横ばいの状況を示している。新型コロナの影響は、令和2年、3年に表れてくると思われる。

　令和3年度にウッドショックが叫ばれているものの、東北地方にはまだ恩恵は来ていないように感じる。木材出荷価格が上

昇している傾向を示しているため、今後、出荷額を上昇させるためにも、これまで以上の広範囲にわたるＰＲ活動が必要

と思われる。

今後の方向性と

改善・見直し内容

□ 拡　充 □ 維　持 □ 改　善

実

施

方

法

事業実施方法の効率性 B 現在の体制、方法に改善の余地がある 事業者で最善の効率的な活用方法を計画して

実施している。事業者負担も1/2もあることから

外部への委託は不可能となっている。
外部委託の可能性 A 外部委託が不可能な事業である

コ

ス

ト

コスト節減度 A 節減されている 平成30年度に減額されているため、現在の金額

で、１/２の事業者負担割合で実施しているた

め、効率的に実施している。
今後のコストの増減見込 B 現状通りで推移する見込みである

受益者負担の適正度 E 現時点で適切な割合で負担されている

有

効

性

成果の達成状況 C 目標を達成できなかった 新型コロナで目標に達しないものの、ウッドショックの関

係で今後ニーズの増加が見られる。木材製品のすそ

野は広く、関係者も多いことから関心は高い。
市民ニーズの傾向 A 増えることが見込まれる

市民の満足度 A 高い

必

要

性

事業の社会的ニーズ A 社会的ニーズがある 登米市産木材木製品出荷額の増加を図るに

は、首都圏や仙台圏へ広くＰＲし、木材需要

拡大に努める必要があるため。
市の関与の妥当性 B 法令等による義務付けはないが市が実施すべき

木材木製品出荷額 未達成
令和２、３年度は、まだ調査実績は出ていない。

【事務事業の評価】

評価項目 評価内容 説　　明

算式・説明 登米市内の木材木製品出荷額

【成果指標の分析】

成果指標 達成状況 状況の分析

百万円 実績 － － － －

木材市場やイベント等での木材出荷量に対する販売量割合 ％ 49.8 94.0 ー 188.8 ー

達成率(％)

木材木製品出荷額
単位 目標 3,000 3,000 3,000 3,000 3,000

ー

成果指標【達成すべき目標】 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 最終目標値

令和４年度

実績見込

担当課 農林振興課

事務事業

名称 登米市産材ＰＲ推進事業 農林-78

目的・意図 登米市産木材をPRし、木材需要の拡大による林業の活性化を推進し、森林整備の促進を図る。

対前年比

（％）

令和５年度

計画

事務事業評価表

【事務事業の基本情報】

施策 名称 03-32 木材利活用の推進と特用林産物の生産振興

【事務事業の指標】

活動指標 単位
令和２年度

実績

令和３年度

実績
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　おかえりモネの放映で、森林・林業の魅力が伝えられた。これを機に、移住者や地元高校生に、安全で安心な労働環

境であることの理解を得られるよう、林業体験学習等の機会を増やすように工夫し、新規林業従事者を増やしたい。

□ 民間・市民協働 □ 縮　小 □ 廃　止

【今後の展開・改善策等】

成果の達成状況

などから明らかになっ

た課題事項

　林業は、労働環境が厳しく辛いイメージが先行し、林業従事者の高齢化が進んでいる。新規林業従事者の確保が出

来ない状況が続き、最重要課題となっている。

　このため、林業担い手団体や森林組合作業員等を対象とした技術研修、安全講習等の各講習会を開催し、安全対

策を含めた労働整備環境づくりに努めた。また、小学生は地元の林業体験学習や高校生の下刈り体験も定期的に実施

して、将来の職業として考えてもらえるよう林業に魅力を伝える活動にも努めた。

今後の方向性と

改善・見直し内容

□ 拡　充 ■ 維　持 □ 改　善

実

施

方

法

事業実施方法の効率性 A 現在の体制、方法が最適である 林業事業体や森林組合等への委託事業として

可能である。外部委託の可能性 D まだ委託を実施していないが、委託は可能である

コ

ス

ト

コスト節減度 B 変わりはない 令和３年度に減額され以降は、同額を予定し

ている。1/2負担であり防災、安全活動等の重

要な点を支援している。
今後のコストの増減見込 B 現状通りで推移する見込みである

受益者負担の適正度 E 現時点で適切な割合で負担されている

有

効

性

成果の達成状況 C 目標を達成できなかった 労働や労働環境が厳しいイメージがあり、大型機械の

導入によりコスト縮減や労働環境の変革を目指して

いるが、林業への魅力が若者に伝わらない。
市民ニーズの傾向 B あまり変わらない

市民の満足度 C 低い

必

要

性

事業の社会的ニーズ A 社会的ニーズがある 津山杉や良質木材の生産地となっている。出荷

の適期を迎えている木材も多く、市内産木材の

需要拡大を進める必要がある。
市の関与の妥当性 B 法令等による義務付けはないが市が実施すべき

新規林業従事者 未達成
木材価格の低迷が続き、森林、林業を取り巻く情勢は厳しく、新規林業従事者が減少

している。

【事務事業の評価】

評価項目 評価内容 説　　明

算式・説明 新規林業従事者実績/新規林業従事者目標

【成果指標の分析】

成果指標 達成状況 状況の分析

人 実績 1 4

林業体験参加者 人 65 109 82 167.7 85

達成率(％)

新規林業従事者
単位 目標 5 5 5 5 20

80.0

成果指標【達成すべき目標】 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 最終目標値

令和４年度

実績見込

担当課 農林振興課

事務事業

名称 林業担い手育成事業 農林-79

目的・意図 林業従事者の高齢化・後継者不足を解消するため、林業担い手の確保、育成を図る必要がある。

対前年比

（％）

令和５年度

計画

事務事業評価表

【事務事業の基本情報】

施策 名称 03-31 森林整備の推進と木材生産加工流通体制の整備

【事務事業の指標】

活動指標 単位
令和２年度

実績

令和３年度

実績
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・補助申請者は、当年度予算額が打ち切りとなるため翌年度に申請する方も多い。（令和３年度は７月受付終了）

・１棟当たりの登米市産木材の使用量の平均は12㎥～13㎥で、400㎥を達成するためには34棟が必要となる。

・成果指標は、補助対象家屋の１棟当たりの登米市産木材使用割合を上げる（60％⇒70％）か、第二次総合計画に掲げる施

策の指標項目にある素材生産額（今年度最新の数値は、平成30年度4.2億円と時期が遅れる）に変更することを検討する。

□ 民間・市民協働 □ 縮　小 □ 廃　止

【今後の展開・改善策等】

成果の達成状況

などから明らかになっ

た課題事項

・予算減のため、補助金の交付棟数が減少しており、事業による登米市産木材使用量は増えない。

・令和元年度は、予算4,753千円を19棟建築して実績は4,753千円、令和２年度は、予算4,000千円に対して10

月で予算を使い切り15棟の3,874千円の補助金を交付、令和３年度は、予算3,200千円を7月で予算を使い切り11

棟の3,076千円となっている。令和２年度から建築後、12カ月以内に補助金申請することに要綱を変更し、翌年度での

申請も可能となっているが、予算減により木材使用量の増加は困難である。

今後の方向性と

改善・見直し内容

■ 拡　充 □ 維　持 □ 改　善

実

施

方

法

事業実施方法の効率性 A 現在の体制、方法が最適である 書類審査と現地確認で効率的な体制となっている。

市の補助金であり、外部委託は適さないと思われる。
外部委託の可能性 A 外部委託が不可能な事業である

コ

ス

ト

コスト節減度 A 節減されている 予算の減額により節減され、令和４年度から財源を

森林環境譲与税をあて、一般財源の低減に努める。

市内産木材の使用量で算定しており、適正な負担と

思われる。

今後のコストの増減見込 A 現状より低減する見込みである

受益者負担の適正度 E 現時点で適切な割合で負担されている

有

効

性

成果の達成状況 C 目標を達成できなかった 予算の減額により、完成後１２カ月以内の申請とし

て、翌年度の補助が可能とした。翌年度申請予定１

０戸とニーズは高く、市民には魅力がある。
市民ニーズの傾向 A 増えることが見込まれる

市民の満足度 A 高い

必

要

性

事業の社会的ニーズ A 社会的ニーズがある 市内建築関係者には、市内産木材を使用することに

より補助金が交付されることから、大手ハウスメーカーと

の差別化を図る意味で、魅力的な制度となっている。
市の関与の妥当性 B 法令等による義務付けはないが市が実施すべき

登米市産木材使用量 未達成 予算が減額になり、補助金を交付した戸数が減少したため

【事務事業の評価】

評価項目 評価内容 説　　明

算式・説明 補助金で建設した住宅のうち、登米市産木材を利用した量

【成果指標の分析】

成果指標 達成状況 状況の分析

㎥ 実績 191 155

地域材需要拡大支援事業を利用した住宅着工戸数 戸 15 11 20 73.3 20

達成率(％)

市内産木材使用量
単位 目標 400 400 400 400 400

38.8

成果指標【達成すべき目標】 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 最終目標値

令和４年度

実績見込

担当課 農林振興課

事務事業

名称 地域材需要拡大支援事業 農林-81

目的・意図
地域産材を使用した木造在来工法による住宅（居宅）の新築に対し，市がその一部を助成することにより、木

材需要の拡大を図り、林業の活性化、木材産業及び建築関連産業の振興を推進するもの。

対前年比

（％）

令和５年度

計画

事務事業評価表

【事務事業の基本情報】

施策 名称 03-32 木材利活用の推進と特用林産物の生産振興

【事務事業の指標】

活動指標 単位
令和２年度

実績

令和３年度

実績
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　現在、1,267ｔ/ＣＯ2の残となっているため、今後、販売が完了するまでに次のクレジットの用意をする必要がある物と

思われる。販売の機会が途切れると定期的に購入している企業が離れる可能性もあり、継続したクレジット販売が求めら

れる。政府によるカーボンニュートラルの目標値が設定されたことは、販売チャンスと捉えている。

　また、市直接販売からカーボン・オフセットに係るオフセットプロバイダー（創出、活用を支援する）に委託する方法もある

物と思われる。

□ 民間・市民協働 □ 縮　小 □ 廃　止

【今後の展開・改善策等】

成果の達成状況

などから明らかになっ

た課題事項

　年度によって販売数量が大きく違うため、販売見通しが立たない状況がある。しかし、持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）や政府の

2050年にカーボンニュートラルを達成する等の目標達成に向けての表明があり、関心は高まっている。地元企業や有名企業からの問

い合わせもあり、企業として政府の目標を前倒しで達成しなければならないとの動きが出ているため、新型コロナや景気の動向にもよる

が、増加が見込まれると思われる。

　しかし、各行政でのカーボンクレジットは、単価が高く、プロバイダ（仲介企業）を通して、特定の企業からの寄付的購入となっている

現状がある。

今後の方向性と

改善・見直し内容

□ 拡　充 ■ 維　持 □ 改　善

実

施

方

法

事業実施方法の効率性 A 現在の体制、方法が最適である 市で直接に販売している。プロバイダー企業へ販売の

委託を行うとか改善は必要と思われる。
外部委託の可能性 D まだ委託を実施していないが、委託は可能である

コ

ス

ト

コスト節減度 B 変わりはない コストについては、クレジットを取得の際に必要となるも

ので、残1,461ｔ/ＣＯ2の販売終了までは、コスト

の変化はないものと考えている。
今後のコストの増減見込 B 現状通りで推移する見込みである

受益者負担の適正度 A 受益者負担を求めるべきものではない

有

効

性

成果の達成状況 C 目標を達成できなかった 企業業績に左右されるため、景気動向を注視する必

要があるが、ＳＤＧｓやカーボンニュートラル達成目

標の設定により、増えることが見込まれる。
市民ニーズの傾向 A 増えることが見込まれる

市民の満足度 B どちらとも言えない

必

要

性

事業の社会的ニーズ A 社会的ニーズがある 持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）や政府の2050

年にカーボンニュートラルを達成する等の目標達成に

向けて、社会的ニーズは高まってきている。
市の関与の妥当性 B 法令等による義務付けはないが市が実施すべき

市有林の二酸化炭素吸収量ク

レジットの販売数量
未達成 クレジットの販売数量は企業業績に直結しており、新型コロナ等の影響も推測される。

【事務事業の評価】

評価項目 評価内容 説　　明

算式・説明 市有林の二酸化炭素吸収量クレジットの販売量

【成果指標の分析】

成果指標 達成状況 状況の分析

ｔ/ＣＯ2 実績 176 314

販売件数 件 16 16 7 100.0 13

達成率(％)

市有林の二酸化炭素吸収量ク

レジットの販売数量

単位 目標 350 350 350 350 350
89.7

成果指標【達成すべき目標】 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 最終目標値

令和４年度

実績見込

担当課 農林振興課

事務事業

名称 市有林における森林吸収Ｊ-ＶＥＲプロジェクト推進事業 農林-86

目的・意図

登米市の森林整備に貢献したい企業が、市有林の二酸化炭素吸収量クレジットを購入し、その販売代金を市有

林の育成・整備に充当することにより、木材価格の低迷等厳しい情勢が続く林業の新たな収入源となり、今後継

続して市有林の健全な育成が図られる。

対前年比

（％）

令和５年度

計画

事務事業評価表

【事務事業の基本情報】

施策 名称 03-31 森林整備の推進と木材生産加工流通体制の整備

【事務事業の指標】

活動指標 単位
令和２年度

実績

令和３年度

実績
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　木材価格の上昇が見込めると、伐採適期に到達している森林が多い登米市には有利に働くと思われる。他産地との差

別化や付加価値を高めることが認知されている森林認証材においては、認証林面積の拡大を図り、供給量を増加させる

必要があるものと感じる。 また、需要増加に対応できるよう、大型機械の導入や担い手や後継者の育成等と、林業全般

の総合体制整備が必要と思われる。

□ 民間・市民協働 □ 縮　小 □ 廃　止

【今後の展開・改善策等】

成果の達成状況

などから明らかになっ

た課題事項

　木材価格の低迷が認証材の活用についても大きく作用する。新型コロナやウッドショック、景気に対策で改善がみられる

ことを期待している。実際に、木材価格の上昇も報道されており、林業に対する環境が変わることが期待されている。

今後の方向性と

改善・見直し内容

□ 拡　充 ■ 維　持 □ 改　善

実

施

方

法

事業実施方法の効率性 A 現在の体制、方法が最適である 市有林の認証も多いため、現在の状況が最適

な状況と考えている。外部委託の可能性 A 外部委託が不可能な事業である

コ

ス

ト

コスト節減度 B 変わりはない 森林認証取得に係る経費については、森林所

有者からの応分の負担をしていただき実施してい

る。
今後のコストの増減見込 B 現状通りで推移する見込みである

受益者負担の適正度 E 現時点で適切な割合で負担されている

有

効

性

成果の達成状況 C 目標を達成できなかった ウッドショックもあり、国内木材の利用が見直され

ている。木材価格が微増を示しており、改善が見

込まれる。
市民ニーズの傾向 A 増えることが見込まれる

市民の満足度 B どちらとも言えない

必

要

性

事業の社会的ニーズ B 社会的ニーズがややある ウッドショックもあり、国内木材の利用が見直され

ている。他産地との差別化や付加価値を高める

ことが重要とされている。
市の関与の妥当性 B 法令等による義務付けはないが市が実施すべき

認証材供給量 未達成
認証材供給については、取扱事業所の拡大を図る必要があり、新たな販路拡大に繋が

る取組が必要である。

【事務事業の評価】

評価項目 評価内容 説　　明

算式・説明 認証材の供給量を示している。

【成果指標の分析】

成果指標 達成状況 状況の分析

千㎥ 実績 14 14

登米市森林協議会森林認証面積 ha 9,200 9,167 9,162 99.6 9,162

達成率(％)

認証材供給量
単位 目標 27 30 33 33 33

46.7

成果指標【達成すべき目標】 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 最終目標値

令和４年度

実績見込

担当課 農林振興課

事務事業

名称 市有林森林認証取得事業 農林-89

目的・意図

木材流通の大きな流れとして、国際イベント関連施設等の建築の際使用される木材は、国際的な森林認証を受けていることを条件として利

用が進んできた。また、国内の公共施設の建設にも利用計画が広がっている。これらの状況に伴い、本市においても、市有林等市内森林の

森林認証の取得に向けた取り組みを進めてきた。他産地との差別化や付加価値を高めることが認知されており、森林・林業の活性化と持続

可能な林業経営につなげることを目指す。

対前年比

（％）

令和５年度

計画

事務事業評価表

【事務事業の基本情報】

施策 名称 03-31 森林整備の推進と木材生産加工流通体制の整備

【事務事業の指標】

活動指標 単位
令和２年度

実績

令和３年度

実績
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　オリンピック会場で認証材が使われたことにより、公共施設等の建設において、認証材を利用して建築するような検討も

なされている。認証材の需要は、今後確実に増加するものと予想されるため、市内の林業関連会社に働きかけ、認証制

度に取り組む企業を増やすように努めたい。

□ 民間・市民協働 □ 縮　小 □ 廃　止

【今後の展開・改善策等】

成果の達成状況

などから明らかになっ

た課題事項

　令和2年度に５社の認証取得と着実に増加して来た。認証取得経費は、高額であり、また、令和３年度の要綱改正

により補助率が1/2から1/3へと減額したことにより、認証を取得する企業を増やすことは難しくなったと思われる。

　認証のラベリングされた製品は、他産地との差別化においてメリットが多い。さらに、産地の付加価値が高まり、有効であ

ることは認知されているところであるが、費用負担の軽減を図り、認証制度に取り組む企業を増やす必要がある。

今後の方向性と

改善・見直し内容

□ 拡　充 ■ 維　持 □ 改　善

実

施

方

法

事業実施方法の効率性 A 現在の体制、方法が最適である 令和2年度に5社となったが、令和3年は4社と

なった。認証取得（継続）費用負担が高額で

あり費用負担の問題もある。
外部委託の可能性 A 外部委託が不可能な事業である

コ

ス

ト

コスト節減度 A 節減されている 今年度から補助事業費も減額され、負担割合

も増額された。この結果、1社が継続取得をしな

いとの結果となった。
今後のコストの増減見込 A 現状より低減する見込みである

受益者負担の適正度 E 現時点で適切な割合で負担されている

有

効

性

成果の達成状況 C 目標を達成できなかった 東京オリンピックの建築材等で注目を浴びたが、

新型コロナ禍で数字的には期待値に届かなかっ

た。
市民ニーズの傾向 B あまり変わらない

市民の満足度 B どちらとも言えない

必

要

性

事業の社会的ニーズ A 社会的ニーズがある 国際認証であり、他産地との差別化が図られる

等メリットは多い。オリンピック施設等で使用され

注目されたものの、認知度が低いと思われ、

COC認証取得までに至らない状況である。

市の関与の妥当性 B 法令等による義務付けはないが市が実施すべき

COC認証取得業者数 未達成

COC認証を取得しても直接販売価格には影響していないことから、認証の継続を行わな

い事業所もある。COC認証の認知度が低いことで販売価格への影響が小さいことも考え

られることから、認知度の向上による販売価格が向上する取組が必要であると思われる。

【事務事業の評価】

評価項目 評価内容 説　　明

算式・説明 登米市内の森林認証材の供給・加工販売数量の計

【成果指標の分析】

成果指標 達成状況 状況の分析

社 実績 5 4

COC認証取得業者数　 社 5 4 4 80.0 4

達成率(％)

COC認証取得業者数
単位 目標 6 6 6 6 6

66.7

成果指標【達成すべき目標】 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 最終目標値

令和４年度

実績見込

担当課 農林振興課

事務事業

名称 森林認証取得支援事業 農林-90

目的・意図

市内製材、加工業者及び木材販売流通業者のＣＯＣ認証の取得に対して支援を行うことにより、森林認証材

の供給体制を構築し、2020年東京オリンピック・パラリンピック関連施設等市内外での活用を通じて、森林認証

材及び森林認証製品の販路拡大による市内産木材の需要拡大を図る。

対前年比

（％）

令和５年度

計画

事務事業評価表

【事務事業の基本情報】

施策 名称 03-31 森林整備の推進と木材生産加工流通体制の整備

【事務事業の指標】

活動指標 単位
令和２年度

実績

令和３年度

実績
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東京オリンピック返還木材については、公募により活用方法が決定し、令和５年度において作成することとしており、広く市

民に活用されるよう周知していくほか、本市の林業への取組や認証材の普及についても広くPRしていく。

□ 民間・市民協働 □ 縮　小 □ 廃　止

【今後の展開・改善策等】

成果の達成状況

などから明らかになっ

た課題事項

市内の林業関係者の協力のもと、本市の森林・林業の取組を広くＰＲできたものと考える。

今後の方向性と

改善・見直し内容

□ 拡　充 ■ 維　持 □ 改　善

実

施

方

法

事業実施方法の効率性 A 現在の体制、方法が最適である 市内の林業関係者の協力のもと、本市の森林・

林業の取組を広くＰＲできたものと考える。外部委託の可能性 A 外部委託が不可能な事業である

コ

ス

ト

コスト節減度 B 変わりはない 経費については、当初の予定通り経過している。

レガシーとして活用する方向が決定していないた

め、経費が確定していない。
今後のコストの増減見込 B 現状通りで推移する見込みである

受益者負担の適正度 A 受益者負担を求めるべきものではない

有

効

性

成果の達成状況 B 目標を概ね達成できている 本市認証材の提供が決定し、本市の森林・林

業の取組と認証材を広くＰＲすることで、本市

木材の販売量が増加することが見込まれる。
市民ニーズの傾向 A 増えることが見込まれる

市民の満足度 A 高い

必

要

性

事業の社会的ニーズ A 社会的ニーズがある 本市認証材がオリンピックのビレッジプラザに利用

された取り組みを通じて、本市の森林・林業の取

組と認証材を広くＰＲし、利用促進を図る。
市の関与の妥当性 B 法令等による義務付けはないが市が実施すべき

オリンピックレガシーとしての活用 未達成

【事務事業の評価】

評価項目 評価内容 説　　明

算式・説明

【成果指標の分析】

成果指標 達成状況 状況の分析

実績 － ー

本市認証材の提供が決定 － － － ー ー

達成率(％)

オリンピックレガシーとしての活用
単位 目標 － － － － －

ー

成果指標【達成すべき目標】 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 最終目標値

令和４年度

実績見込

担当課 農林振興課

事務事業

名称 ２０２０東京オリンピック・パラリンピック認証材提供事業 農林-93

目的・意図

2020年東京オリンピック・パラリンピックの開催に伴い、選手村内に設けられる「ビレッジプラザ」については、本市認証材（４

㎥）をはじめ、全国から公募した認証材を使用して建設された。この取り組みを通じて、本市の森林・林業の取組や認証材を

ＰＲするとともに、「ビレッジプラザ」に提供した木材は、令和３年度に本市に返却され、レガシーとして後利用する。

対前年比

（％）

令和５年度

計画

事務事業評価表

【事務事業の基本情報】

施策 名称 03-32 木材利活用の推進と特用林産物の生産振興

【事務事業の指標】

活動指標 単位
令和２年度

実績

令和３年度

実績
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「みどりの食料システム戦略」と一体的な事業推進が求められ、目標達成には、生産、加工・流通、消費など、生産する

農業者以外の取組が重要となっている。

国の動向を注視しつつ、取組面積の拡大に努める。

□ 民間・市民協働 □ 縮　小 □ 廃　止

【今後の展開・改善策等】

成果の達成状況

などから明らかになっ

た課題事項

支援対象活動には、堆肥の施用や秋耕など、本市の農業者が現状で行っている取組で該当する取組もあるが、平成30

年度から要件化された国際水準GAPの実施などの対象農業者となる要件が追加されたことにより、近年、支援対象とさ

れた取組面積は横ばいとなっている。

また、支援する交付金額は、国の予算額に応じて減額調整されることもあるため、取組農業者への情報提供の徹底と申

請書類等の事務的指導が必要である。

今後の方向性と

改善・見直し内容

■ 拡　充 □ 維　持 □ 改　善

実

施

方

法

事業実施方法の効率性 B 現在の体制、方法に改善の余地がある 現地確認業務の外部委託は可能であるが、委託費

用が必要となる。
外部委託の可能性 D まだ委託を実施していないが、委託は可能である

コ

ス

ト

コスト節減度 C 節減されていない 取組に対する掛増し経費分を支援しているが、取組

面積が増加すれば支援額は増加する
今後のコストの増減見込 C 現状より増加する見込みである

受益者負担の適正度 E 現時点で適切な割合で負担されている

有

効

性

成果の達成状況 C 目標を達成できなかった 国の試算では、本事業の取組が温室効果ガス排出

削減に貢献していることが示されており、2050年まで

に目指す目標達成に向け、社会的ニーズは一層高

まっていくことが予想される。

市民ニーズの傾向 A 増えることが見込まれる

市民の満足度 D 把握できてない

必

要

性

事業の社会的ニーズ A 社会的ニーズがある R3.５月に国が策定した「みどりの食料システム戦略」

で目指す、CO2ｾﾞﾛｴﾐｯｼｮﾝ化の実現等の取組の１

つとして、今後、より一層の事業推進が必要である。
市の関与の妥当性 B 法令等による義務付けはないが市が実施すべき

取組面積 未達成
年度途中に取り組みを中止するほ場もあり、目標（R3までは取組申請面積）に達しなかった。R4年度以降

も、国において策定した「みどりの食料システム戦略」の目標を目指し取り組むもの

【事務事業の評価】

評価項目 評価内容 説　　明

算式・説明 R2年度実績をベースとし、「みどりの食料システム戦略」で掲げる目標値（有機農業取組面積を2050年までに耕地面積の25％）を参考

【成果指標の分析】

成果指標 達成状況 状況の分析

ha 実績 1,172 1,180

取組面積 ha 1,172 1,180 1,210 100.7 1,472

達成率(％)

取組面積
単位 目標 1,205 1,272 1,372 1,472 1,672

92.8

成果指標【達成すべき目標】 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 最終目標値

令和４年度

実績見込

担当課 農林振興課

事務事業

名称 環境保全型農業直接支払交付金事業 農林-99

目的・意図
地球温暖化防止や生物多様性保全に効果の高い営農活動に取組む農業者に対して、取組みに係る追加的な

コストに対し支援し、農業の持続的な発展に貢献する。

対前年比

（％）

令和５年度

計画

事務事業評価表

【事務事業の基本情報】

施策 名称 03-28 農業生産の振興

【事務事業の指標】

活動指標 単位
令和２年度

実績

令和３年度

実績
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　コロナ禍における経済活動や雇用を維持する観点から、保証料補給による中小企業者への支援は不可欠である。今

後も商工会、金融機関と連携し、中小企業者の事業継続等支援を図るもの。

□ 民間・市民協働 □ 縮　小 □ 廃　止

【今後の展開・改善策等】

成果の達成状況

などから明らかになっ

た課題事項

　本制度は中小企業振興資金融資ニーズと連動している。現状はコロナ禍により、振興資金融資の申込み件数が低水

準であるものの、コロナ禍前の水準に回復した場合には財源の確保が課題となる見込み。

今後の方向性と

改善・見直し内容

□ 拡　充 ■ 維　持 □ 改　善

実

施

方

法

事業実施方法の効率性 A 現在の体制、方法が最適である 　金融機関、商工会との連携を図り、中小企業

者の経営安定支援を図るべきである。外部委託の可能性 A 外部委託が不可能な事業である

コ

ス

ト

コスト節減度 B 変わりはない 　中小企業者によって資金ニーズやタイミングが

異なるためコストの設定が困難。また、景況によっ

ても中小企業振興資金融資の申込み件数が

左右される。

今後のコストの増減見込 B 現状通りで推移する見込みである

受益者負担の適正度 E 現時点で適切な割合で負担されている

有

効

性

成果の達成状況 D 目標を設定するのが困難である 　中小企業者によって資金ニーズやタイミングが異なる

ため目標設定が困難。また、景況によっても中小企業

振興資金融資の申込み件数が左右される。
市民ニーズの傾向 D ニーズの把握は困難である

市民の満足度 A 高い

必

要

性

事業の社会的ニーズ B 社会的ニーズがややある 　融資に係る保証料について、市が全額負担す

ることにより、資金繰りの安定化や設備投資に係

る資金調達の際に、中小企業者の負担軽減が

図られる。

市の関与の妥当性 B 法令等による義務付けはないが市が実施すべき

中小企業振興資金保証料補

給金額
達成

補給金額及び件数の増加は、より多くの中小企業者に対して円滑な資金調達支援が行えたものと判断でき

る。しかしながら、景況により融資件数が変動することからニーズ把握や目標設定が困難。

【事務事業の評価】

評価項目 評価内容 説　　明

算式・説明 融資に係る保証料を補給した額

【成果指標の分析】

成果指標 達成状況 状況の分析

円 実績 12,168,332 22,123,775

中小企業振興資金保証料補給件数 件 73 138 156 189.0 148

達成率(％)

中小企業振興資金保証料補

給金額

単位 目標 12,168,332 22,123,775 34,100,000 27,600,000 27,600,000
100.0

成果指標【達成すべき目標】 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 最終目標値

令和４年度

実績見込

担当課 地域ビジネス支援課

事務事業

名称 中小企業振興資金保証料補給金 地域-4

目的・意図 信用保証料を市が補給することによって、市内中小企業者の負担軽減を図り、円滑な資金調達を支援する。

対前年比

（％）

令和５年度

計画

事務事業評価表

【事務事業の基本情報】

施策 名称 03-35 商業の振興

【事務事業の指標】

活動指標 単位
令和２年度

実績

令和３年度

実績
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　コロナ禍における経済活動や雇用を維持する観点から、利子補給による中小企業者への支援は不可欠である。また、

本市振興資金融資の借入利率については現状1.7％と県内市町村の中でも低位であるが、景況を的確に把握し、金

融機関等と十分な調整を行いながら利率の変動にも柔軟に対応していく。以上より、今後も商工会、金融機関と連携

し、中小企業者の事業継続等支援を図るもの。

□ 民間・市民協働 □ 縮　小 □ 廃　止

【今後の展開・改善策等】

成果の達成状況

などから明らかになっ

た課題事項

　本制度は中小企業振興資金融資ニーズと連動している。事業者支援のため、令和２年度にコロナ禍の影響を受け事

業収入が減少した中小企業者に対し、拡充した利子補給（補給期間延長等）を実施したが、令和４年度で拡充分

の補給終了予定（拡充分の財源は国の地方創生臨時交付金）。現状、コロナ禍前の景況に回復しておらず、貸出条

件変更等（利子補給の対象外：期限延長、元金返済据置等）の申込みが増加する中、振興資金融資の新規申込

み件数が低水準。今後、コロナ禍前の水準に回復した場合には財源の確保が課題となる見込み。

今後の方向性と

改善・見直し内容

□ 拡　充 ■ 維　持 □ 改　善

実

施

方

法

事業実施方法の効率性 A 現在の体制、方法が最適である 　金融機関、商工会との連携を図り、中小企業

者の経営安定支援を図るべきである。外部委託の可能性 A 外部委託が不可能な事業である

コ

ス

ト

コスト節減度 B 変わりはない 　中小企業者によって資金ニーズやタイミングが

異なるためコストの設定が困難。また、景況によっ

ても中小企業振興資金融資の申込み件数が

左右される。

今後のコストの増減見込 B 現状通りで推移する見込みである

受益者負担の適正度 E 現時点で適切な割合で負担されている

有

効

性

成果の達成状況 D 目標を設定するのが困難である 　中小企業者によって資金ニーズやタイミングが

異なるため目標設定が困難。また、景況によって

も中小企業振興資金融資の申込み件数が左

右される。

市民ニーズの傾向 D ニーズの把握は困難である

市民の満足度 B どちらとも言えない

必

要

性

事業の社会的ニーズ B 社会的ニーズがややある 　融資に係る借入金利子について、市が一部補

給することにより、中小企業者の負担軽減が図

られる。
市の関与の妥当性 B 法令等による義務付けはないが市が実施すべき

中小企業振興資金利子補給

金額
達成

補給金額及び件数の増加は、より多くの中小企業者の負担軽減について支援が行えたものと判断できる。し

かしながら、景況により融資件数が変動することからニーズ把握や目標設定が困難。

【事務事業の評価】

評価項目 評価内容 説　　明

算式・説明 融資に係る利子の一部を補給した額

【成果指標の分析】

成果指標 達成状況 状況の分析

円 実績 20,610,518 13,430,477

中小企業振興資金融資利率 % 1.7 1.7 1.7 100.0 1.7

達成率(％)

中小企業振興資金利子補給

金額

単位 目標 20,610,518 13,430,477 11,300,000 6,500,000 6,500,000
100.0

成果指標【達成すべき目標】 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 最終目標値

令和４年度

実績見込

担当課 地域ビジネス支援課

事務事業

名称 中小企業振興資金利子補給金 地域-5

目的・意図
融資を受けた市内中小企業者が金融機関に対して支払った利子額の一部を市が補給することにより、市内中小

企業者の負担軽減を図り、経営の安定を支援する。

対前年比

（％）

令和５年度

計画

事務事業評価表

【事務事業の基本情報】

施策 名称 03-35 商業の振興

【事務事業の指標】

活動指標 単位
令和２年度

実績

令和３年度

実績
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　新規会員の増加と既存会員の継続に向け、会員相互の技術や知識を継承するなど、魅力ある組織づくりを行う必要が

あることから、今後も継続的に支援を行い、高齢者の就業機会の確保に努めていく。

□ 民間・市民協働 □ 縮　小 □ 廃　止

【今後の展開・改善策等】

成果の達成状況

などから明らかになっ

た課題事項

　会員数の増加、受託事業の拡大に努めているが、再雇用や職種選択の幅が広い定年退職者が増え、会員数が減少

傾向、平均年齢が上昇傾向にある。

　また、派遣事業の拡大などにより、事務局の事務量増加などの課題がある。

今後の方向性と

改善・見直し内容

□ 拡　充 ■ 維　持 □ 改　善

実

施

方

法

事業実施方法の効率性 A 現在の体制、方法が最適である 　高年齢者等の雇用の安定等に関する法律に

より、市として就業機会を提供するシルバー人材

センターを育成する責務がある。
外部委託の可能性 A 外部委託が不可能な事業である

コ

ス

ト

コスト節減度 A 節減されている 　令和元年度から令和4年度までの4年間で補

助金額を段階的に1,500千円減額し、持続的

な支援ができるよう見直しを行っている。
今後のコストの増減見込 B 現状通りで推移する見込みである

受益者負担の適正度 A 受益者負担を求めるべきものではない

有

効

性

成果の達成状況 A 目標を上回った 　社会情勢を踏まえている事業であり、高年齢

者の就業機会の確保による社会参加促進を図

る支援として有効性は高い。
市民ニーズの傾向 B あまり変わらない

市民の満足度 A 高い

必

要

性

事業の社会的ニーズ A 社会的ニーズがある 　高年齢者の就業機会の確保及び安定的な仕

事の供給に結びつくものであり、市が積極的に関

与すべき分野・事業である。
市の関与の妥当性 A 法令や条例で市の関与が義務付けられている

シルバー人材センター就業人員

数
達成

成果は達成しているが、再雇用や職種選択の幅が広い定年退職者が増え、会員数が

減少傾向、平均年齢が上昇傾向にある。

【事務事業の評価】

評価項目 評価内容 説　　明

算式・説明 登米シルバー人材センターの就業人員数（年間）

【成果指標の分析】

成果指標 達成状況 状況の分析

人 実績 64,703 67,232

高年齢者就業機会確保事業補助金交付額 千円 25,250 24,875 24,500 98.5 24,500

達成率(％)

シルバー人材センター就業人員

数

単位 目標 69,978 65,350 67,904 67,904 67,904
102.9

成果指標【達成すべき目標】 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 最終目標値

令和４年度

実績見込

担当課 地域ビジネス支援課

事務事業

名称 高年齢者就業機会確保事業補助金 地域-12

目的・意図
定年退職後などの高年齢者の就業機会を確保し、社会参加促進と地域に密着した仕事を安定的に供給できる

組織の形成を図る。

対前年比

（％）

令和５年度

計画

事務事業評価表

【事務事業の基本情報】

施策 名称 03-38 雇用対策・企業誘致の推進

【事務事業の指標】

活動指標 単位
令和２年度

実績

令和３年度

実績
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新型コロナウイルスの影響によりイベントが開催できない状況が続いており、事業の廃止を含め、事業のあり方について検

討を行う必要がある。ウィズコロナに対応した市の補助金に依存しない自立したイベント開催ができるよう支援を行ってい

く。

□ 民間・市民協働 □ 縮　小 ■ 廃　止

【今後の展開・改善策等】

成果の達成状況

などから明らかになっ

た課題事項

令和2年度及び令和3年度は新型コロナウイルスの影響により開催ができなかったが、ウィズコロナに対応した商店街活性

化の方法を検討する必要がある。

今後の方向性と

改善・見直し内容

□ 拡　充 □ 維　持 □ 改　善

実

施

方

法

事業実施方法の効率性 B 現在の体制、方法に改善の余地がある 　商店街の活性化を図り、市の補助金に依存し

ない自立したイベント開催ができるよう支援を

行っていく。

外部委託の可能性 A 外部委託が不可能な事業である

コ

ス

ト

コスト節減度 B 変わりはない
　商店街の活性化を図り、自立したイベント開催

ができるよう支援を行っていく。
今後のコストの増減見込 A 現状より低減する見込みである

受益者負担の適正度 E 現時点で適切な割合で負担されている

有

効

性

成果の達成状況 C 目標を達成できなかった 令和３年度も前年度に引き続き、新型コロナウ

イルスの影響により開催ができなかったため未達

成となった。

市民ニーズの傾向 B あまり変わらない

市民の満足度 D 把握できてない

必

要

性

事業の社会的ニーズ B 社会的ニーズがややある 官民連携からリーダーを創出し、お店と街のファン

づくりを広め、商店街活性化のツールづくりを支

援する。

市の関与の妥当性 C 市が実施すべき根拠が乏しい

とめまちゼミ参加者数 未達成 令和３年度は新型コロナウイルスの影響により開催ができなかったため未達成となった。

【事務事業の評価】

評価項目 評価内容 説　　明

算式・説明 とめまちゼミへの参加者数（前年の20%増を目標）

【成果指標の分析】

成果指標 達成状況 状況の分析

人 実績 開催なし 開催なし

とめまちゼミ参加店 店 開催なし 開催なし 20 ー ー

達成率(％)

とめまちゼミ参加者数
単位 目標 555 555 555 ー 555

ー

成果指標【達成すべき目標】 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 最終目標値

令和４年度

実績見込

担当課 地域ビジネス支援課

事務事業

名称 商店街交流創出事業（得する街のゼミナール“まちゼミ”） 地域-38

目的・意図
厳しい状況にある市内商店街の持続的発展を目指し、市商工観光振興計画の個別施策として新規事業となる

「個店と消費者の交流を生む仕組みづくり」を支援することにより、個店からの新たなにぎわい創出を図る。

対前年比

（％）

令和５年度

計画

事務事業評価表

【事務事業の基本情報】

施策 名称 03-35 商業の振興

【事務事業の指標】

活動指標 単位
令和２年度

実績

令和３年度

実績
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　ハード・ソフト両面にわたる支援を行う本事業へのニーズは高く、効率的な予算配分と市内事業者に使いやすい事業と

するため、利用者ニーズに即した各支援メニュー内容の見直しを行うとともに、市ホームページや産業振興メールマガジン

などにより広く事業のＰＲに努める。

　また、目標値の現実的な設定・事業計画のブラッシュアップなど構想段階のサポートからフォローアップまで、事業者の経

営基盤の強化に向けた切れ目のない支援に取り組む。フォローアップについては、令和３年度より回数を増加して調査し

ており、調査時には補助事業を活用して取得した財産の管理方法も再度周知を行い理解を促す。

□ 民間・市民協働 □ 縮　小 □ 廃　止

【今後の展開・改善策等】
成果の達成状況

などから明らかに

なった課題事項

　新規補助事業活用者の掘り起こしのため、支援策の利用要件やメリットの更なる発信・周知を図る。あわせて、事業

者のステップアップを支援するため、関連する国・県の事業も活用いただくように周知が必要である。

　補助金の交付・活用をゴールとせず、補助事業後の状況把握や経営の課題解決などフォローアップに取り組む。

今後の方向性と

改善・見直し内容

□ 拡　充 ■ 維　持 □ 改　善

実

施

方

法

事業実施方法の効率性 B 現在の体制、方法に改善の余地がある 　官民連携による「産業支援組織・ビジネスサ

ポートセンター」等の専門的な支援組織が構築

できれば委託は可能
外部委託の可能性 D まだ委託を実施していないが、委託は可能である

コ

ス

ト

コスト節減度 A 節減されている 　支援メニューの統廃合・補助上限額・補助

率・件数の見直しを行っているが、ハード・ソフト

両面にわたる支援へのニーズは高い。
今後のコストの増減見込 B 現状通りで推移する見込みである

受益者負担の適正度 E 現時点で適切な割合で負担されている

有

効

性

成果の達成状況 A 目標を上回った 　ハード・ソフト両面にわたる支援へのニーズは、

起業だけでなく、事業のステップアップを図る事業

者からも高く、今後も増えることが予想される。
市民ニーズの傾向 A 増えることが見込まれる

市民の満足度 A 高い

必

要

性

事業の社会的ニーズ A 社会的ニーズがある 　地域経済活性化を図るために、一次産業や

地域の商工業に関連した新しいビジネスの創出

を促し、活力ある経営体の育成や起業を推進

する必要がある。

市の関与の妥当性 B 法令等による義務付けはないが市が実施すべき

ビジネスチャンス支援事業活用

件数
達成

　令和３年度の実績は、前年度に比べ創業支援事業・空き店舗活用支援事業の活

用が増加したため、目標を上回った。両事業の活用により、新規創業者の創出に大きく

寄与したと考えられる。

　しかしながら、産業支援事業については17件のうち前年度も活用の事業者が５件と

既存事業者の活用が依然として高い。未活用の市内事業者への利用要件やメリットの

発信不足が考えられるため、ホームページに活用事例の紹介を追加するなど更なる対

外的周知が必要である。

【事務事業の評価】

評価項目 評価内容 説　　明

算式・説明 ビジネスチャンス支援事業による支援件数

【成果指標の分析】

成果指標 達成状況 状況の分析

件 実績 23 28

ビジネスチャンス支援事業補助金 当初予算額 千円 9,500 10,882 8,957 114.5 8,814

達成率(％)

ビジネスチャンス支援事業活用

件数

単位 目標 28 21 13 13 13
133.3

成果指標【達成すべき目標】 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 最終目標値

令和４年度

実績見込

担当課 地域ビジネス支援課

事務事業

名称 ビジネスチャンス支援事業 地域-46

目的・意図

市内事業者が行う商品開発、販路開拓、加工施設整備、店舗改修等の新たな事業の展開や先進的な技術

等を取り入れた新規参入者の起業・創業を支援することで、活力ある地域づくりを推進し、地域内発型の経済

活性化を図る。

対前年比

（％）

令和５年度

計画

事務事業評価表

【事務事業の基本情報】

施策 名称 03-33 起業・創業、市内企業の新規事業への支援

【事務事業の指標】

活動指標 単位
令和２年度

実績

令和３年度

実績
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　現取り組みの見直しを図るほか、競合商品に打ち勝てる新たな登米ブランド認証品を発掘し、生産者等の収益や地域

活性化の規模拡大に繋げられる事業としての定着を図る。

□ 民間・市民協働 □ 縮　小 □ 廃　止

【今後の展開・改善策等】

成果の達成状況

などから明らかになっ

た課題事項

　市内の生産者や加工業者などに積極的に登米ブランドの認証を働きかけているが、認証件数は伸び悩んでいる状況に

ある。要因としては、登米ブランド認証品のメリットが上手く伝えられていないことが挙げられる。

今後の方向性と

改善・見直し内容

□ 拡　充 □ 維　持 ■ 改　善

実

施

方

法

事業実施方法の効率性 B 現在の体制、方法に改善の余地がある 登米ブランドの考え方・進め方を一部見直す必要があ

るが、産地の魅力を発信することが市としての責務で

あり、外部に委託して行う事業ではないと考えられる。
外部委託の可能性 A 外部委託が不可能な事業である

コ

ス

ト

コスト節減度 A 節減されている 　現在、市として金銭的な支援を行ってはいないが、今後

は、物価の高騰次第ではあるが、登米ブランドの魅力を発信

し、販路拡大に繋げるために係る経費の一部を市費で負担

し、支援する考え方も必要ではないかと考える。

今後のコストの増減見込 C 現状より増加する見込みである

受益者負担の適正度 E 現時点で適切な割合で負担されている

有

効

性

成果の達成状況 C 目標を達成できなかった 　農畜産物に付加価値を付け高い品質を示すこと

で、高品質な素材を求める小売店やレストランなどと

の契約締結に繋がるなど販路拡大を狙える。
市民ニーズの傾向 A 増えることが見込まれる

市民の満足度 A 高い

必

要

性

事業の社会的ニーズ A 社会的ニーズがある 　市と生産者が協力して地域ブランドとして認証するこ

とで、メリットを地域で共有でき、地域全体の活性化

にもつながる。
市の関与の妥当性 B 法令等による義務付けはないが市が実施すべき

登米ブランド認証品販売額 未達成
新型コロナ感染症の影響を受け、商談会が中止となり、新規顧客を獲得できなかったほ

か、商品受注先が閉店するなどし、売上が減少している。

【事務事業の評価】

評価項目 評価内容 説　　明

算式・説明 登米ブランド品販売実績（年間）

【成果指標の分析】

成果指標 達成状況 状況の分析

千円 実績 3,996,982 3,484,888

登米ブランド認証品目 品 9 10 11 111.1 12

達成率(％)

登米ブランド認証品販売額
単位 目標 4,777,253 4,777,253 4,777,253 4,777,253 4,777,253

72.9

成果指標【達成すべき目標】 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 最終目標値

令和４年度

実績見込

担当課 地域ビジネス支援課

事務事業

名称 登米ブランド推進事業 地域-47

目的・意図

登米地域の農業の特色である環境保全型農業と耕畜連携の資源循環型農業を産地づくりの中核に据え、全国

的な認知が期待できる品目を認証することで地域の食材価値と産地の魅力の向上、販路拡大、知名度アップを

図る。

対前年比

（％）

令和５年度

計画

事務事業評価表

【事務事業の基本情報】

施策 名称 03-30 産地の魅力向上と農畜産物の消費の拡大

【事務事業の指標】

活動指標 単位
令和２年度

実績

令和３年度

実績
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　県東京事務所や観光事業所との連携、Withコロナ時代に対応した新たな取り組みを検討し、ホテル等の多様な需要

者と農産生産者や農業団体とのマッチングを支援し、同生産者等の所得向上に繋げる事業として取り組んでいく。

□ 民間・市民協働 □ 縮　小 □ 廃　止

【今後の展開・改善策等】

成果の達成状況

などから明らかになっ

た課題事項

　要因の一つとして、市産食材の認知度がまだまだ低く、産地としての情報も十分に実需者や消費者サイドに届いていな

い状況にあることから、プロモーション活動を充実させる必要がある。

今後の方向性と

改善・見直し内容

■ 拡　充 □ 維　持 □ 改　善

実

施

方

法

事業実施方法の効率性 A 現在の体制、方法が最適である 　市産食材をPRし、販路拡大を図ることは、地

域を知り尽くす市職員の責務であり、委託する

事業ではない。
外部委託の可能性 A 外部委託が不可能な事業である

コ

ス

ト

コスト節減度 A 節減されている 　ホテルや食品関連事業者が実施するフェアに積極

的に参加し、市産食材をPRし販路拡大を図ることが

必須である。この際、サンプル品の提供や市職員の営

業に係る旅費は避けることができない状況にあり、コス

トの増は避けられない。

今後のコストの増減見込 C 現状より増加する見込みである

受益者負担の適正度 A 受益者負担を求めるべきものではない

有

効

性

成果の達成状況 C 目標を達成できなかった 　市産食材の販路が拡大することで、市産食材

の魅力と認知度が向上する。市民ニーズの傾向 A 増えることが見込まれる

市民の満足度 A 高い

必

要

性

事業の社会的ニーズ A 社会的ニーズがある 　市が積極的に実需者を訪問し、実需者と農畜

産物生産者とのマッチングを支援することで、同

生産者の所得向上に繋げることができる事業で

ある。

市の関与の妥当性 B 法令等による義務付けはないが市が実施すべき

登米市食材利用実績 未達成

　新型コロナウイルス感染症緊急事態宣言による移動規制などがあったものの、首都圏・

仙台圏等の実需者を積極的に営業活動を実施した結果、実績額が前年度を上回るこ

とができた。

【事務事業の評価】

評価項目 評価内容 説　　明

算式・説明 大消費地の食品関連事業者への販路開拓実績（年間）

【成果指標の分析】

成果指標 達成状況 状況の分析

千円 実績 74,900 85,091

営業件数 件 12 22 40 183.3 50

達成率(％)

登米市食材利用実績
単位 目標 100,000 100,000 100,000 100,000 100,000

85.1

成果指標【達成すべき目標】 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 最終目標値

令和４年度

実績見込

担当課 地域ビジネス支援課

事務事業

名称 登米市産食材利用促進販路拡大事業 地域-49

目的・意図

市内食関連企業、農業法人等の米、食材の販路開拓の取組への支援や産地としての魅力の発信を通じて、首

都圏、仙台圏等の食関連事業者（ホテル・旅館業、飲食業、食品流通業、食品製造業、学食等）等における

登米産の米・食材の取扱量の拡大と産地の魅力の情報発信を図るもの。

対前年比

（％）

令和５年度

計画

事務事業評価表

【事務事業の基本情報】

施策 名称 03-30 産地の魅力向上と農畜産物の消費の拡大

【事務事業の指標】

活動指標 単位
令和２年度

実績

令和３年度

実績
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　市内の企業及び市内外から多くの来場者が参加するイベントであるため、企業の協力のもと、新型コロナウイルス感染症

対策を講じながら、改善と工夫を重ね、本市のモノづくり産業に触れ、地元企業へ目を向けていただく場となるよう継続した

事業支援をしていく。

□ 民間・市民協働 □ 縮　小 □ 廃　止

【今後の展開・改善策等】

成果の達成状況

などから明らかになっ

た課題事項

　新型コロナウイルス感染症の第７波が急拡大している状況を踏まえ、イベントに関わる参加者の安全・安心を確保する

ため、本年度の開催を中止したところであり、今後の産業フェスティバルの開催に当たり、体験・実演型のイベント形式を活

かした開催方法等の展開を模索していく必要がある。

今後の方向性と

改善・見直し内容

□ 拡　充 ■ 維　持 □ 改　善

実

施

方

法

事業実施方法の効率性 A 現在の体制、方法が最適である 　産業フェスティバルは、関係団体がメンバーと

なった実行委員会方式で実施しており、現在の

体制、方法が妥当である。
外部委託の可能性 A 外部委託が不可能な事業である

コ

ス

ト

コスト節減度 A 節減されている 　人件費の高騰などにより、委託料が増加傾向

にあるが、事業の見直しを行い、最低限のコスト

で開催するとともに、県の市町村振興総合補助

金も活用していく。

今後のコストの増減見込 B 現状通りで推移する見込みである

受益者負担の適正度 A 受益者負担を求めるべきものではない

有

効

性

成果の達成状況 C 目標を達成できなかった 　市内企業の認知度向上が図られるほか、企業

同士の異業種交流にもつながる事業であること

から有効性は高い。
市民ニーズの傾向 A 増えることが見込まれる

市民の満足度 A 高い

必

要

性

事業の社会的ニーズ A 社会的ニーズがある 　市内企業の認知度向上による雇用の創出や

広く市民の利益に結びつくものであり、市が積極

的に関与すべき分野・事業である。
市の関与の妥当性 B 法令等による義務付けはないが市が実施すべき

産業フェスティバル入場数 未達成 新型コロナウイルス感染症の影響により、産業フェスティバルの開催を中止した。

【事務事業の評価】

評価項目 評価内容 説　　明

算式・説明 産業フェスティバルの入場者数（年間）

【成果指標の分析】

成果指標 達成状況 状況の分析

人 実績 － － －

産業フェスティバル事業補助金交付額 千円 － － － － 3,800

達成率(％)

産業フェスティバル入場者数
単位 目標 12,000 12,000 12,000 12,000 12,000

－

成果指標【達成すべき目標】 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 最終目標値

令和４年度

実績見込

担当課 地域ビジネス支援課

事務事業

名称 産業フェスティバル開催事業 地域-59

目的・意図
この地域に古くから伝わる伝統工芸等の地場産業から先端技術産業まで、本市の多様な産業を一堂に会し、市

内外へ紹介することにより、企業が求める人材確保への寄与と異業種交流による新たな産業の創造を促進する。

対前年比

（％）

令和５年度

計画

事務事業評価表

【事務事業の基本情報】

施策 名称 03-37 工業の振興

【事務事業の指標】

活動指標 単位
令和２年度

実績

令和３年度

実績
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　地域企業の活性化と働く場の確保に向け、県や関係機関と連携しながら、積極的な企業誘致活動を継続し、長沼第

二工業団地と登米インター工業団地への早期立地に取り組む。

□ 民間・市民協働 □ 縮　小 □ 廃　止

【今後の展開・改善策等】

成果の達成状況

などから明らかになっ

た課題事項

　奨励金の優遇施策と合わせ、三陸縦貫自動車道とみやぎ県北高速幹線道路の整備による交通アクセスの優位性や

生活環境等についても積極的にＰＲしながら、企業誘致活動に取り組む必要がある。

今後の方向性と

改善・見直し内容

□ 拡　充 ■ 維　持 □ 改　善

実

施

方

法

事業実施方法の効率性 A 現在の体制、方法が最適である 　企業誘致を積極的に推進する優遇施策とし

て、現在の体制、方法が妥当である。外部委託の可能性 A 外部委託が不可能な事業である

コ

ス

ト

コスト節減度 A 節減されている 　交付限度額を見直し、財政健全化に寄与す

るとともに、持続可能な奨励金体制による企業

支援を図っている。
今後のコストの増減見込 A 現状より低減する見込みである

受益者負担の適正度 A 受益者負担を求めるべきものではない

有

効

性

成果の達成状況 C 目標を達成できなかった 　企業の立地又は業務の拡張により、地域経済

の活性化と雇用の拡大につながることから、有効

性は高い。
市民ニーズの傾向 A 増えることが見込まれる

市民の満足度 A 高い

必

要

性

事業の社会的ニーズ A 社会的ニーズがある 　市民全体の利益に結びつくものであり、市が積

極的に関与すべき分野、事業である。市の関与の妥当性 B 法令等による義務付けはないが市が実施すべき

誘致企業数 未達成
新たな企業誘致には至らなかったが、引き続き県と連携しながら立地企業の情報収集に

努め、企業訪問等により折衝を行っていく。

【事務事業の評価】

評価項目 評価内容 説　　明

算式・説明 合併以降に市が誘致した企業数（累計）

【成果指標の分析】

成果指標 達成状況 状況の分析

社 実績 19 19

企業立地奨励金交付額 千円 396,081 484,916 530,418 122.4 302,396

達成率(％)

誘致企業数
単位 目標 20 22 24 25 27

86.4

成果指標【達成すべき目標】 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 最終目標値

令和４年度

実績見込

担当課 地域ビジネス支援課

事務事業

名称 企業立地促進事業 地域-62

目的・意図
企業立地の促進を図るため、市内に事業所を立地する企業に対し、必要な奨励措置を講ずることにより、産業の

振興と雇用の拡大に寄与する。

対前年比

（％）

令和５年度

計画

事務事業評価表

【事務事業の基本情報】

施策 名称 03-38 雇用対策・企業誘致の推進

【事務事業の指標】

活動指標 単位
令和２年度

実績

令和３年度

実績

77



　各高校からは、オンラインでの企業紹介よりも、対面式での就職ガイダンスの開催を求める声が多い。

　就職ガイダンスの参集範囲は、市内高校や大学、専門学校のほか、近隣の栗原市、大崎市、南三陸町の高校へ参加

案内を行っているが、今後は通勤圏が広い本市の特徴を活かし、石巻市や気仙沼市、一関市などの高校へも幅広く声

掛けを行い、市内企業への就職につながるよう取り組んでいく。

□ 民間・市民協働 □ 縮　小 □ 廃　止

【今後の展開・改善策等】

成果の達成状況

などから明らかになっ

た課題事項

　新型コロナウイルス感染症の影響により、就職ガイダンス等の事業が中止となったものの、市内企業を紹介するＤＶＤや

企業情報ハンドブックを作成し、各高校や市内中学校へ配布するとともに、市ホームページへ動画を掲載するなど、コロナ

禍においても実施できる別な手法で市内企業の情報発信に取り組み、就職活動を支援したことが地元企業への就職に

つながったものと捉えている。

今後の方向性と

改善・見直し内容

■ 拡　充 □ 維　持 □ 改　善

実

施

方

法

事業実施方法の効率性 A 現在の体制、方法が最適である 　事業の実施には、市内企業及び高校等のニー

ズを把握し、調整を図る必要があることから、現

在の体制、方法が妥当である。
外部委託の可能性 A 外部委託が不可能な事業である

コ

ス

ト

コスト節減度 A 節減されている 　持続的に企業活動を支援していくため、事業

内容を見直しながら取り組みを進めている。今後のコストの増減見込 B 現状通りで推移する見込みである

受益者負担の適正度 A 受益者負担を求めるべきものではない

有

効

性

成果の達成状況 C 目標を達成できなかった 　市内企業の人材確保と若者の定住促進が図

られることから、有効性は高い。市民ニーズの傾向 A 増えることが見込まれる

市民の満足度 A 高い

必

要

性

事業の社会的ニーズ A 社会的ニーズがある 　市内企業の人材を確保し、継続的な企業経

営と産業人材の育成につながるものであり、市が

積極的に関与すべき分野、事業である。
市の関与の妥当性 B 法令等による義務付けはないが市が実施すべき

就職を希望する新規高等学校

卒業者の登米市への就職割合
未達成

新規高等学校卒業者の就職は、市内よりも市外への就職が多い状況となっているが、

前年度よりも市内への就職割合は高くなっている。

【事務事業の評価】

評価項目 評価内容 説　　明

算式・説明 就職を希望する市内高等学校の新規卒業者の市内への就職割合（年間）

【成果指標の分析】

成果指標 達成状況 状況の分析

％ 実績 36 47

就職ガイダンス参加生徒数 人 － － 200 － 250

達成率(％)

就職を希望する新規高等学校

卒業者の登米市への就職割合

単位 目標 50 50 50 50 50
94.0

成果指標【達成すべき目標】 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 最終目標値

令和４年度

実績見込

担当課 地域ビジネス支援課

事務事業

名称 企業活動支援事業 地域-63

目的・意図

富県宮城の一環であるものづくり産業の振興として、県内外の企業と市内企業の商談会を開催し、販路開拓や

市内企業の受注拡大による雇用の安定化を図る。また、市内企業に対する人材確保支援として、大学・高専・

高校の生徒を対象とした企業情報ガイダンスを開催し、優秀な人材を市内企業が確保できるよう継続的な企業

経営と産業人材の育成を支援する。

対前年比

（％）

令和５年度

計画

事務事業評価表

【事務事業の基本情報】

施策 名称 03-37 工業の振興

【事務事業の指標】

活動指標 単位
令和２年度

実績

令和３年度

実績
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事務事業評価表

【事務事業の基本情報】

施策 名称 01-06 生涯学習の推進

【事務事業の指標】

活動指標 単位
令和２年度

実績

令和３年度

実績

令和４年度

実績見込

担当課 生涯学習課

事務事業

名称 学校・地域教育力向上対策事業 生涯-26

目的・意図

子どもが健やかに心豊かに育まれる教育環境を整備するため、地域住民が学校を支援するシステムを構築し学校

の教育活動の充実を図るとともに、子どもと地域住民との信頼を深めるため、学校・地域が連携し一体となった事

業を進めていくもの。

対前年比

（％）

令和５年度

計画

学校支援ボランティア登録者数 人 537 497 500 92.6 500

達成率(％)

学校支援ボランティア派遣回数
単位 目標 6,500 6,500 6,500 6,500 6,500

89.1

成果指標【達成すべき目標】 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 最終目標値

学校支援ボランティア派遣回数 未達成
新型コロナウイルス感染症の収束が見えない中、学校側からボランティアへの依頼件数が

少なくなったことから、派遣回数が減少した。

【事務事業の評価】

評価項目 評価内容 説　　明

算式・説明

【成果指標の分析】

成果指標 達成状況 状況の分析

回 実績 6,180 5,791

有

効

性

成果の達成状況 B 目標を概ね達成できている 　地域が学校を支える体制は、今後も継続して

いくものと考えられる。市民ニーズの傾向 A 増えることが見込まれる

市民の満足度 B どちらとも言えない

必

要

性

事業の社会的ニーズ A 社会的ニーズがある 　学校、地域、家庭の取組を充実させ、地域住

民が学校を支援するシステムを推進する必要が

ある。
市の関与の妥当性 B 法令等による義務付けはないが市が実施すべき

実

施

方

法

事業実施方法の効率性 A 現在の体制、方法が最適である 　地区コーディネーターによって、学校とボランティ

アを適切にコーディネートしている。外部委託の可能性 A 外部委託が不可能な事業である

コ

ス

ト

コスト節減度 B 変わりはない 　地区コーディネーターを各教育事務所に１名

配置しており、増員の計画はない。今後のコストの増減見込 B 現状通りで推移する見込みである

受益者負担の適正度 A 受益者負担を求めるべきものではない

　これまでの学校支援で培ったボランティアとのネットワーク、学校との信頼関係を強固なものとしながら、地域住民や保護

者の学校支援活動に対する理解を深め、多様化する学校現場のニーズに対応できるよう、新たな協力者となる新規ボラ

ンティア登録者を増やすとともに、今後は、ボランティアを対象とした研修会や、教職員と地域住民の信頼感が増すような

情報交換、成果の共有の場を確保するなど、学校、地域が連携して子どもを育てる環境づくりを推進する。

□ 民間・市民協働 □ 縮　小 □ 廃　止

【今後の展開・改善策等】

成果の達成状況

などから明らかになっ

た課題事項

　新型コロナウイルス感染症の影響により、子供たちとのふれあいの活動が少なくなったが、登下校安全確保や図書整理

などの学校支援のため、ボランティアや保護者に協力を呼びかけ、地域一帯で学校のサポートを行った。その後も地区教育

コーディネーターがボランティア通信や学校通信を活用し、子供たちの様子をボランティアや保護者に伝えるなど、今後の活

動が円滑に実施できるように、学校とボランティア、保護者をつなぐ重要な役割を果たした。

今後の方向性と

改善・見直し内容

□ 拡　充 ■ 維　持 □ 改　善
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　放課後児童クラブとの一体、連携した運営に向けて、毎日開催している教室の開催日数の見直しなど、学校、子育て

支援課との協議を進め、持続可能な事業への転換を図る。

□ 民間・市民協働 □ 縮　小 □ 廃　止

【今後の展開・改善策等】

成果の達成状況

などから明らかになっ

た課題事項

　新型コロナウイルス感染症拡大防止の観点から、４教室では開催を見送ったが７教室で開催し、放課後児童の安心・

安全な居場所の確保に努めた。

　放課後児童クラブ機能を補完している６教室について、本来の事業目的に沿った機能分担を進めるため、児童クラブと

連携を図り、子ども教室スタッフや保護者への説明会を行った上で、令和４年度以降の運営体制の見直しを図った。

今後の方向性と

改善・見直し内容

□ 拡　充 □ 維　持 ■ 改　善

実

施

方

法

事業実施方法の効率性 B 現在の体制、方法に改善の余地がある 　事業の本来の趣旨である児童と地域住民との

交流や体験中心の活動に転換するため、令和

５年度から定期開催のみの運営とする。
外部委託の可能性 A 外部委託が不可能な事業である

コ

ス

ト

コスト節減度 A 節減されている 　毎日開催の６教室については、令和５年度

以降、定期開催へと移行するため、経費が削減

する見込である。
今後のコストの増減見込 A 現状より低減する見込みである

受益者負担の適正度 A 受益者負担を求めるべきものではない

有

効

性

成果の達成状況 C 目標を達成できなかった 　新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、実

施に至らなかった教室があった。市民ニーズの傾向 A 増えることが見込まれる

市民の満足度 B どちらとも言えない

必

要

性

事業の社会的ニーズ A 社会的ニーズがある 　放課後の安全・安心な居場所の確保と、地域

住民との交流活動を体験することで、健全な成

長が見込まれる。
市の関与の妥当性 B 法令等による義務付けはないが市が実施すべき

放課後子ども教室利用者数 未達成
新型コロナウイルス感染拡大防止の観点から、定期開催型の５校のうち、令和３年度

の開催に至ったのが１校のみであったことから、目標の数値に達しなかった。

【事務事業の評価】

評価項目 評価内容 説　　明

算式・説明

【成果指標の分析】

成果指標 達成状況 状況の分析

人 実績 326 278

放課後子ども教室の開設校 校 11 11 12 100.0 13

達成率(％)

放課後子ども教室利用者数
単位 目標 435 435 435 435 435

63.9

成果指標【達成すべき目標】 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 最終目標値

令和４年度

実績見込

担当課 生涯学習課

事務事業

名称 放課後子ども教室事業 生涯-27

目的・意図
全ての小学生を対象に、放課後の安心・安全な居場所を確保し、地域住民の参画を得て体験活動や地域住民

との交流活動を行う「放課後子ども教室」を開設する。

対前年比

（％）

令和５年度

計画

事務事業評価表

【事務事業の基本情報】

施策 名称 01-06 生涯学習の推進

【事務事業の指標】

活動指標 単位
令和２年度

実績

令和３年度

実績
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事務事業評価表

【事務事業の基本情報】

施策 名称 01-07 スポーツ活動の推進

【事務事業の指標】

活動指標 単位
令和２年度

実績

令和３年度

実績

令和４年度

実績見込

担当課 生涯学習課

事務事業

名称 スポーツ競技会開催支援事業 生涯-29

目的・意図 スポーツ競技会の開催を支援し、競技力の向上等、スポーツ活動の推進を図る。

対前年比

（％）

令和５年度

計画

競技スポーツの推進を図る、市内スポーツ競技会の開催

支援
人 352 534 2,000 151.7 2,000

達成率(％)

スポーツ競技会参加者数
単位 目標 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000

26.7

成果指標【達成すべき目標】 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 最終目標値

スポーツ競技会参加者数 未達成

新型コロナウイルス感染拡大防止の観点から公共施設の臨時休館や、スポーツ少年団

や部活動における対外試合の禁止などにより、スポーツ大会等の開催が３件のみとなっ

た。

【事務事業の評価】

評価項目 評価内容 説　　明

算式・説明 本事業活用大会参加者数（令和４年３月31日現在）

【成果指標の分析】

成果指標 達成状況 状況の分析

人 実績 352 534

有

効

性

成果の達成状況 C 目標を達成できなかった 　コロナ禍の改善状況により、スポーツ活動の広

がりに向けて、新たな競技会等の拡充が期待で

きることから、有効性は高い。
市民ニーズの傾向 A 増えることが見込まれる

市民の満足度 A 高い

必

要

性

事業の社会的ニーズ A 社会的ニーズがある 　スポーツ基本法（地方公共団体の責務（第

４条）、地域におけるスポーツの振興のための

事業への支援等（第21条）、地方公共団体

の補助（第34条））をはじめ、本市の教育振

興基本計画に競技力向上の支援を位置づけて

いる。

市の関与の妥当性 A 法令や条例で市の関与が義務付けられている

実

施

方

法

事業実施方法の効率性 A 現在の体制、方法が最適である 　スポーツ基本法第21条、第34条に規定する市の

支援として事業実施していることから、外部委託は

想定していない。
外部委託の可能性 A 外部委託が不可能な事業である

コ

ス

ト

コスト節減度 A 節減されている 　「補助金見直し方針」に基づき、事業コスト見

直しを行い定額助成から実績助成へ交付要綱

を改正済み。
今後のコストの増減見込 B 現状通りで推移する見込みである

受益者負担の適正度 E 現時点で適切な割合で負担されている

感染対策に留意したスポーツ活動の継続を引き続き支援し、既存事業とともに新たな大会開催の支援策として、競技ス

ポーツの推進、交流人口の拡大が図られるよう、社会体育団体等との連携を強化しながら、当事業の周知や活用に努め

ていく。

□ 民間・市民協働 □ 縮　小 □ 廃　止

【今後の展開・改善策等】

成果の達成状況

などから明らかに

なった課題事項

新型コロナウイルス感染拡大防止の観点から公共施設の臨時休館、スポ少や部活動での対外試合の禁止などにより、ス

ポーツ大会等の開催が減少し、補助申請は３件に止まった。課題としては、本事業の幅広い活用に向け当面は感染予

防対策を徹底したスポーツイベントの開催ガイドラインなどを広く周知する必要がある。

今後の方向性と

改善・見直し内容

□ 拡　充 ■ 維　持 □ 改　善
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事務事業評価表

【事務事業の基本情報】

施策 名称 01-07 スポーツ活動の推進

【事務事業の指標】

活動指標 単位
令和２年度

実績

令和３年度

実績

令和４年度

実績見込

担当課 生涯学習課

事務事業

名称 総合型地域スポーツクラブ育成事業 生涯-30

目的・意図
市民誰もがいつでも気軽にスポーツを楽しむことが出来る「総合型地域スポーツクラブ」の活動を支援することで、

地域住民の健康増進と体力の向上、健康寿命の延伸を図る。

対前年比

（％）

令和５年度

計画

地域スポーツ活動の振興（総合型地域スポーツクラブ事

業参加者数）
人 36,896 42,201 65,500 114.4 65,500

達成率(％)

会員数
単位 目標 9,500 9,500 9,500 9,500 9,500

86.9

成果指標【達成すべき目標】 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 最終目標値

会員数 未達成

　参加者数は前年度と比較すると約１割の増加となったが、会員数は横ばいであった。

要因として、感染拡大防止に係る公共施設の臨時休館、不要不急の外出制限など、

コロナ禍の影響によるスポーツ活動機会の減少があるものと推測する。

【事務事業の評価】

評価項目 評価内容 説　　明

算式・説明 総合型地域スポーツクラブの会員数（令和４年３月31日現在）

【成果指標の分析】

成果指標 達成状況 状況の分析

人 実績 8,201 8,252

有

効

性

成果の達成状況 C 目標を達成できなかった 　コロナ禍の影響が生じる前までは、事業参加

者数、会員数とも増加傾向であった。スポーツ

活動における感染拡大防止ガイドラインも周知

されているこから今後の状況によっては、会員数

の回復も期待できることから、有効性は高い。

市民ニーズの傾向 A 増えることが見込まれる

市民の満足度 A 高い

必

要

性

事業の社会的ニーズ A 社会的ニーズがある 　スポーツ基本法（地方公共団体の責務（第４

条）、地域におけるスポーツの振興のための事業への

支援等（第21条）、地方公共団体の補助（第34

条））をはじめ、本市の教育振興基本計画にスポー

ツ団体へ支援を位置づけている。

市の関与の妥当性 A 法令や条例で市の関与が義務付けられている

実

施

方

法

事業実施方法の効率性 A 現在の体制、方法が最適である 　スポーツ基本法第21条、第34条に規定する

市の支援として事業実施していることから、外部

委託は想定していない。外部委託の可能性 A 外部委託が不可能な事業である

コ

ス

ト

コスト節減度 A 節減されている 　財政健全化中期行動計画により、各クラブに全

市的な取り組みに協力をいただく中で、令和６年

度まで段階的な補助金の抑制を図る予定である。
今後のコストの増減見込 A 現状より低減する見込みである

受益者負担の適正度 E 現時点で適切な割合で負担されている

　今後も各クラブの持続的発展による生涯スポーツによる市民の健康増進や生活の潤いにつながるよう、巡回訪問によ

る事業内容や活動成果、課題などの情報を収集しながら、魅力ある事業や各課題等の情報を共有しながら、各クラブ

の取組を支援していく。

□ 民間・市民協働 □ 縮　小 □ 廃　止

【今後の展開・改善策等】

成果の達成状況

などから明らかに

なった課題事項

会員数の減少に伴う自主財源の確保、次世代の後継者育成、各地域における地盤づくりの強化などがあげられている

ことから、総合型地域スポーツクラブの持続可能な取組につなげられるよう調査・研究を進めていく。

今後の方向性と

改善・見直し内容

□ 拡　充 ■ 維　持 □ 改　善
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事務事業評価表

【事務事業の基本情報】

施策 名称 01-07 スポーツ活動の推進

【事務事業の指標】

活動指標 単位
令和２年度

実績

令和３年度

実績

令和４年度

実績見込

担当課 生涯学習課

事務事業

名称 登米市体育協会支援事業 生涯-31

目的・意図 当協会の運営を支援し、本市における生涯スポーツ、競技力の向上を図る。

対前年比

（％）

令和５年度

計画

市体協への加盟人数 人 3,989 3,990 4,500 100.0 4,500

達成率(％)

市体協への加盟人数
単位 目標 4,500 4,500 4,500 4,500 4,500

88.7

成果指標【達成すべき目標】 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 最終目標値

市体協への加盟人数 未達成

　市民の体力・運動能力の向上につながるよう、加盟団体の活動支援など、地域のス

ポーツ振興及び競技力の向上に寄与しているが。加盟人数は前年度と同数であった。近

年の少子化等の影響などにより、加盟団体及び人数は減少傾向にある。

【事務事業の評価】

評価項目 評価内容 説　　明

算式・説明 地区体協等加盟人数（令和４年３月31日現在）

【成果指標の分析】

成果指標 達成状況 状況の分析

人 実績 3,989 3,990

有

効

性

成果の達成状況 C 目標を達成できなかった 　今後コロナ禍の改善状況により、新たな競技

種目の加盟や競技力向上への期待があることか

ら、有効性は高い。
市民ニーズの傾向 A 増えることが見込まれる

市民の満足度 B どちらとも言えない

必

要

性

事業の社会的ニーズ A 社会的ニーズがある スポーツ基本法（地方公共団体の責務（第４

条）、地域におけるスポーツの振興のための事業への

支援等（第21条）、地方公共団体の補助（第34

条））をはじめ、本市の教育振興基本計画にスポー

ツ団体へ支援を位置づけている。

市の関与の妥当性 A 法令や条例で市の関与が義務付けられている

実

施

方

法

事業実施方法の効率性 A 現在の体制、方法が最適である 　スポーツ基本法第21条、第34条に規定する

市の支援として事業実施していることから、外部

委託は想定していない。
外部委託の可能性 A 外部委託が不可能な事業である

コ

ス

ト

コスト節減度 A 節減されている 　財政健全化中期行動計画により、当団体に

全市的な取り組みに協力をいただく中で、令和

６年度まで段階的な補助金の抑制を図る予定

である。

今後のコストの増減見込 A 現状より低減する見込みである

受益者負担の適正度 E 現時点で適切な割合で負担されている

各課題を市体協及び関係団体と協議を進め、市民の競技力の向上、生涯スポーツの振興により、健康増進を推進する

取組を支援していく。

□ 民間・市民協働 □ 縮　小 □ 廃　止

【今後の展開・改善策等】

成果の達成状況

などから明らかになっ

た課題事項

新型コロナウイルスの感染拡大防止の観点から公共施設の臨時休館、児童生徒の対外試合の禁止などにより大会等の

開催が難しい状況ではあったが、21競技団体で41事業中21事業を開催し、競技力の向上と生涯スポーツの振興を図っ

た。

課題としては少子化、指導者の高齢化等の影響により、加盟団体及び会員は例年減少傾向にある。

今後の方向性と

改善・見直し内容

□ 拡　充 ■ 維　持 □ 改　善
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　スポーツ少年団や総合型地域スポーツクラブなどの団体と連携を図り、スポーツ少年団加入率、指導者の資質の向上に向けて、引

き続き組織の取組を支援していく。

　また、中学校における運動部活動とスポーツ少年団との連携について、中学校、指導者、保護者等関係者と情報を共有し調査・

研究を進めていく。

□ 民間・市民協働 □ 縮　小 □ 廃　止

【今後の展開・改善策等】

成果の達成状況

などから明らかになっ

た課題事項

　課題としては、スポーツをしない子供にスポーツが育む力や歓びを伝えるとともに、スポーツを始めるきっかけとなるような情報を発信し

ていく。

　また、中学校においては運動部活動とスポーツ少年団活動の区分けについて中学校、指導者、保護者等関係者による課題の洗

い出しを進めていく。

今後の方向性と

改善・見直し内容

□ 拡　充 ■ 維　持 □ 改　善

実

施

方

法

事業実施方法の効率性 A 現在の体制、方法が最適である 　スポーツ基本法に基づき、子どものスポーツ活

動の推進を行政が主になり進めているが、体協

組織として活動している例もあり、補助、委託の

あり方については更なる協議が必要

外部委託の可能性 D まだ委託を実施していないが、委託は可能である

コ

ス

ト

コスト節減度 A 節減されている 　財政健全化中期行動計画により、当団体に

全市的な取り組みに協力をいただく中で、令和

６年度まで段階的な補助金の抑制を図る予定

である。

今後のコストの増減見込 A 現状より低減する見込みである

受益者負担の適正度 E 現時点で適切な割合で負担されている

有

効

性

成果の達成状況 C 目標を達成できなかった 今後は中学部活動の地域移行が実施されるこ

とから、スポーツ少年団の関わりが重要となること

と、小学生のスポーツ活動への必要性の高まりか

ら有効性は高い。

市民ニーズの傾向 A 増えることが見込まれる

市民の満足度 B どちらとも言えない

必

要

性

事業の社会的ニーズ A 社会的ニーズがある
　スポーツ基本法（地方公共団体の責務（第

４条）、地域におけるスポーツの振興のための

事業への支援等（第21条）、地方公共団体

の補助（第34条））をはじめ、本市の教育振

興基本計画に子どものスポーツ活動の推進を位

置づけている。

市の関与の妥当性 A 法令や条例で市の関与が義務付けられている

スポーツ少年団加入率（小中

学生）
未達成

　各単位団の団員募集チラシや体験会、母集団・指導者研修等の取り組みに努めてい

るものの、少子化等の進行による運動機会の減少、指導者の高齢化等により、団体数

の減少とともに、加入率は微減にある。

【事務事業の評価】

評価項目 評価内容 説　　明

算式・説明 スポーツ少年団登録率（中学生）（令和４年３月31日現在）

【成果指標の分析】

成果指標 達成状況 状況の分析

93.1
％ 実績 41.9 41.9

算式・説明 スポーツ少年団登録率（小学生）（令和４年３月31日現在）

スポーツ少年団加入率（中学

生）

単位 目標 44.9 45.0 45.0 45.0 45.2

41.9 45.0 100.0

26.7 27.7
87.1

％ 実績 22.1 22.9

スポーツ少年団活動による青少年の健全育成（小学生） ％ 22.1 22.9 26.7 103.6 26.7

スポーツ少年団加入率（小学

生）

単位 目標 26.0 26.3 26.7

45.0

成果指標【達成すべき目標】 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 最終目標値 達成率(％)

スポーツ少年団活動による青少年の健全育成（中学生） ％ 41.9

令和４年度

実績見込

担当課 生涯学習課

事務事業

名称 登米市スポーツ少年団本部支援事業 生涯-32

目的・意図 登米市スポーツ少年団相互の連絡調整を図り、心身ともに健全な青少年を育成する。

対前年比

（％）

令和５年度

計画

事務事業評価表

【事務事業の基本情報】

施策 名称 01-07 スポーツ活動の推進

【事務事業の指標】

活動指標 単位
令和２年度

実績

令和３年度

実績
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事務事業評価表

【事務事業の基本情報】

施策 名称 01-07 スポーツ活動の推進

【事務事業の指標】

活動指標 単位
令和２年度

実績

令和３年度

実績

令和４年度

実績見込

担当課 生涯学習課

事務事業

名称 社会体育事業委託事業 生涯-33

目的・意図
合併以前から町域毎に開催されてきた各種大会について、事業運営を実行委員会組織等に委託し、地域スポー

ツの振興を図るもの。

対前年比

（％）

令和５年度

計画

スポーツイベントによる市民の健康づくり、競技力の向上、

交流人口の拡大
人 0 320 7,500 ー 7,500

達成率(％)

大会参加者数
単位 目標 7,500 7,500 7,500 7,500 7,500

4.3

成果指標【達成すべき目標】 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 最終目標値

大会参加者数 未達成
　感染拡大防止対策を徹底し、各実行委員会や主管団体との協議を経て全９つの委

託事業のうち３事業のみ実施となった。

【事務事業の評価】

評価項目 評価内容 説　　明

算式・説明 社会体育委託事業（10事業）の参加者数（令和４年３月31日現在）

【成果指標の分析】

成果指標 達成状況 状況の分析

人 実績 0 320

有

効

性

成果の達成状況 C 目標を達成できなかった 　今後コロナ禍の改善状況により、スポーツ事業

への参加者回復の期待があることから、有効性

は高い。
市民ニーズの傾向 A 増えることが見込まれる

市民の満足度 A 高い

必

要

性

事業の社会的ニーズ A 社会的ニーズがある
　スポーツ基本法（地方公共団体の責務（第

４条）、地域におけるスポーツの振興のための

事業への支援等（第21条）、地方公共団体

の補助（第34条））をはじめ、本市の教育振

興基本計画にスポーツ活動の充実に向けた環

境づくりを位置づけている。

市の関与の妥当性 A 法令や条例で市の関与が義務付けられている

実

施

方

法

事業実施方法の効率性 B 現在の体制、方法に改善の余地がある 　市体協、各実行委員会へ委託し、旧町域から

の事業継続が図られているものの、事業によって

は市の協力が求められている。
外部委託の可能性 B 既に委託しており、範囲等の拡大はできない

コ

ス

ト

コスト節減度 A 節減されている 　財政健全化中期行動計画により、全団体に

全市的な取り組みに協力をいただく中で、令和

６年度まで段階的な委託料の抑制を図る予定

である。

今後のコストの増減見込 A 現状より低減する見込みである

受益者負担の適正度 E 現時点で適切な割合で負担されている

　コロナによる活動制限や大会の中止が続いたことにより、参加者の競技離れが心配されることから、各事業開催に係る

効果的な周知方法なども検討しながらスポーツ交流人口の拡大に努め、今後の事業を推進していく必要がある。

□ 民間・市民協働 □ 縮　小 □ 廃　止

【今後の展開・改善策等】

成果の達成状況

などから明らかになっ

た課題事項

　新型コロナウイルス感染拡大防止の観点から、大会参加者を市内に限定するなどし、９つの委託事業のうち、各競技

別ガイドラインや市主催イベント・会議等の考え方に基づく感染対策への留意、徹底を図りながら３事業を実施することが

できた。

　課題としては、コロナによる事業の中止が続いたことにより、参加者の競技離れが心配される。

今後の方向性と

改善・見直し内容

□ 拡　充 ■ 維　持 □ 改　善
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　少子高齢化により支給対象者が年々減少すると想定されるが、市の少子化対策の推進及び子育て世帯の経済的負

担の軽減など子育て支援策の１つとして、今後も事業を維持することが望ましい。

□ 民間・市民協働 □ 縮　小 □ 廃　止

【今後の展開・改善策等】

成果の達成状況

などから明らかになっ

た課題事項

　第３子以降の子を持つ保護者全員を対象とし、条件（監護していることなど）に該当する方全員に支給していることか

ら、市広報紙による制度の周知や、第３子以降の子を持つ保護者全員に通知するなど、申請漏れが無いように周知を

図りたい。

今後の方向性と

改善・見直し内容

□ 拡　充 ■ 維　持 □ 改　善

実

施

方

法

事業実施方法の効率性 A 現在の体制、方法が最適である 多くの個人情報を含むことから、外部委託は不

向きであると考える。外部委託の可能性 A 外部委託が不可能な事業である

コ

ス

ト

コスト節減度 B 変わりはない 事業費の半分に宮城県の補助金を見込んでい

る。また、支給事業のため、受益者負担は考え

ていない。
今後のコストの増減見込 B 現状通りで推移する見込みである

受益者負担の適正度 A 受益者負担を求めるべきものではない

有

効

性

成果の達成状況 － 子育て世帯の経済的負担の軽減を図ることか

ら、市民ニーズは高く推移すると想定される。市民ニーズの傾向 B あまり変わらない

市民の満足度 A 高い

必

要

性

事業の社会的ニーズ A 社会的ニーズがある 宮城県内全ての市町村で同様の事業を実施す

るなど、社会的ニーズは高いと想定される。市の関与の妥当性 B 法令等による義務付けはないが市が実施すべき

【事務事業の評価】

評価項目 評価内容 説　　明

算式・説明
第３子以降の子を持つ保護者全員に通知し、条件（監護している事など）に該当する方全員に支給しているため、成果指標は持ち合わ

せていない。

【成果指標の分析】

成果指標 達成状況 状況の分析

実績 － － － －

支給対象者数（第３子以降の子を監護する保護

者）
人 120 121 109 100.8 105

達成率(％)

単位 目標 － － － － －
-

成果指標【達成すべき目標】 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 最終目標値

令和４年度

実績見込

担当課 学校教育課

事務事業

名称 小学校入学祝金支給事業 学校-70

目的・意図
子育て世帯の小学校等の入学を祝福し、第３子以降の子を監護する保護者に対し小学校入学祝金を支給す

ることにより、子育て家庭を支援する。

対前年比

（％）

令和５年度

計画

事務事業評価表

【事務事業の基本情報】

施策 名称 01-01 子育て支援の推進

【事務事業の指標】

活動指標 単位
令和２年度

実績

令和３年度

実績
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教育情報ネットワーク「ｅ登米オンライン」や学校のホームページを活用した教育情報提供を図るとともに、集合研修や

ＩＣＴ機器を活用したオンラインやオンデマンドによる研修実施など、研修機会の確保や充実を図る。

□ 民間・市民協働 □ 縮　小 □ 廃　止

【今後の展開・改善策等】

成果の達成状況

などから明らかに

なった課題事項

令和３年度は、感染症対策に留意しつつ対面式の研修会を行うとともに、状況に応じてオンライン形式の研修会を取り

入れることにより、予定した事業を終えることができた。今後も、感染症対策及び効率的な研修会の運営に向けて、対

面式、オンライン形式等を組み合わせた研修会を計画し事業を推進することにより、市内教職員等の資質向上、児童

生徒の学力向上を図っていく。

今後の方向性と

改善・見直し内容

□ 拡　充 ■ 維　持 □ 改　善

実

施

方

法

事業実施方法の効率性 A 現在の体制、方法が最適である 研修は外部の講師を依頼したり、ＩＣＴ機器

保守等の業務は一部委託を行っており、内容を

精査しながら事業を進める。
外部委託の可能性 B 既に委託しており、範囲等の拡大はできない

コ

ス

ト

コスト節減度 A 節減されている 研修講師の報酬やＩＣＴ機器の維持・運営

経費が主な事業費を占めるため、経費の節減

は難しい。
今後のコストの増減見込 B 現状通りで推移する見込みである

受益者負担の適正度 A 受益者負担を求めるべきものではない

有

効

性

成果の達成状況 B 目標を概ね達成できている 学力向上のための研究や研修を図るとともに、ｅ登米

オンライン（ホームページ）のリニューアルを行い、様々

な教育・学習情報の内容や提供の充実を進めてい

る。

市民ニーズの傾向 A 増えることが見込まれる

市民の満足度 B どちらとも言えない

必

要

性

事業の社会的ニーズ A 社会的ニーズがある 近年の教育環境の急激なＩＣＴ化に伴い、教育に

おけるＩＣＴ活用が必須となっており、子供たちへの

指導にあたり、新たなスキルが必要となっている。
市の関与の妥当性 B 法令等による義務付けはないが市が実施すべき

研修会等参加者数 達成
各種研修会の企画・運営、市内小・中学校教員から研究員を組織し、「授業力向上

研究部」「ICT活用研究部」として実践的な調査・研究を行った。

【事務事業の評価】

評価項目 評価内容 説　　明

算式・説明 教育支援センターが主催・共催した研修に参加した教員等の人数

【成果指標の分析】

成果指標 達成状況 状況の分析

人 実績 885 1,433

研修事業の開催回数 回 27 34 34 125.9 34

達成率(％)

研修会等参加者数
単位 目標 1,200 1,200 1,200 1,200 1,200

119.4

成果指標【達成すべき目標】 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 最終目標値

令和４年度

実績見込

担当課 活き生き学校支援室

事務事業

名称 教育支援センター運営事業 学校-4

目的・意図
教育支援センターにおける調査研究・各種研修を通じて登米市内の小中学校及び幼稚園教員の資質向上と

学力向上を図る。

対前年比

（％）

令和５年度

計画

事務事業評価表

【事務事業の基本情報】

施策 名称 01-04 学校教育の充実

【事務事業の指標】

活動指標 単位
令和２年度

実績

令和３年度

実績
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専門カウンセラー（臨床心理士）による教育相談を児童生徒やその家庭だけではなく、未就学児童とその家庭も対象と

し、学習や人間関係に関する不安要素を可能な限り早い段階で解消することで、不登校児童生徒の減少につなげてい

く。けやき教室の機能である集団での学び合いを活用し、他者との関わりを広げていくことで通所者の社会性の向上につな

げる。

□ 民間・市民協働 □ 縮　小 □ 廃　止

【今後の展開・改善策等】

成果の達成状況

などから明らかになっ

た課題事項

令和３年度から「けやき教室」と「子どもの心のケアハウス」を一体化した適応指導教室（愛称「さくらの木」）として活動

を開始した。「けやき教室」の機能である集団での学習支援と「子どもの心のケアハウス」の機能である個別での学習支援

及び訪問支援の窓口を一つにすることにより、不登校児童生徒の様々な状況に応じた柔軟な対応が可能になった。

今後の方向性と

改善・見直し内容

□ 拡　充 ■ 維　持 □ 改　善

実

施

方

法

事業実施方法の効率性 B 現在の体制、方法に改善の余地がある 相談業務の充実・強化のため、専門カウンセラーを配

置した。スクールソーシャルワーカーによる相談支援は

県からの委託を受け取り組んでいる。
外部委託の可能性 A 外部委託が不可能な事業である

コ

ス

ト

コスト節減度 C 節減されていない 不登校児童の増加への対応として、専門性の

高い相談業務の強化、充実が必要であり、人

件費等の増加が見込まれる。
今後のコストの増減見込 C 現状より増加する見込みである

受益者負担の適正度 A 受益者負担を求めるべきものではない

有

効

性

成果の達成状況 C 目標を達成できなかった 不登校にいたる原因が複雑・困難化しているな

か、学校への復帰だけでなく、保護者や児童生

徒の自立への支援が求められている。
市民ニーズの傾向 A 増えることが見込まれる

市民の満足度 D 把握できてない

必

要

性

事業の社会的ニーズ A 社会的ニーズがある 不登校となった児童や保護者の相談や自立支

援とともに、不登校児童生徒の居場所確保が

必要である。
市の関与の妥当性 A 法令や条例で市の関与が義務付けられている

学校復帰率 未達成
特に、小学校において不登校児童が年々増加傾向にあるなか、不登校児童生徒を取り

巻く状況も多岐に渡っており、学校復帰に至らなかった。

【事務事業の評価】

評価項目 評価内容 説　　明

算式・説明 不登校となった児童・生徒の学校へ復帰した割合

【成果指標の分析】

成果指標 達成状況 状況の分析

％ 実績 0 0

けやき教室の通所人数 人 7 5 5 71.4

達成率(％)

学校復帰率
単位 目標 100 100 100 100 100

0.0

成果指標【達成すべき目標】 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 最終目標値

令和４年度

実績見込

担当課 活き生き学校支援室

事務事業

名称 けやき教室運営事業 学校-5

目的・意図
市内に住所を有する不登校児童生徒の自立と自発的な学校への通学復帰を目指す。また、相談員を配置し、

いじめや問題行動、不適応、友人関係等の児童生徒に関わる各種相談を実施する。

対前年比

（％）

令和５年度

計画

事務事業評価表

【事務事業の基本情報】

施策 名称 01-04 学校教育の充実

【事務事業の指標】

活動指標 単位
令和２年度

実績

令和３年度

実績
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コミュニティ・スクールの学校教育に対する関わり方とともに、より良い学校運営につなげていくために各協議会間の情報共

有の場の設定や先進事例の紹介を行い、更なる連携強化を図る必要がある。

□ 民間・市民協働 □ 縮　小 □ 廃　止

【今後の展開・改善策等】

成果の達成状況

などから明らかになっ

た課題事項

感染症対策のため一部書面による実施もあったが、市内全小中学校において学校運営協議会を開催した。地域の人々

と目標の共有、コロナ禍での教育活動の在り方、地域・学校が一体となって子どもたちを育むための課題や情報を話し合う

ことで、保護者、地域住民等の学校運営への参画や連携の強化に努めた。

今後の方向性と

改善・見直し内容

□ 拡　充 ■ 維　持 □ 改　善

実

施

方

法

事業実施方法の効率性 A 現在の体制、方法が最適である 学校運営協議会の設置、会議の運営が主な事

業となるため、外部委託は困難である。外部委託の可能性 A 外部委託が不可能な事業である

コ

ス

ト

コスト節減度 A 節減されている 各学校において、学校運営協議会を組織してい

るが、今後、学校の再編等により協議会数が減

少することが見込まれる。
今後のコストの増減見込 A 現状より低減する見込みである

受益者負担の適正度 A 受益者負担を求めるべきものではない

有

効

性

成果の達成状況 B 目標を概ね達成できている 学校と保護者や地域の皆さんがともに知恵を出

し合い、学校運営について意見を述べるための

学校運営協議会の設置を行うものである。
市民ニーズの傾向 A 増えることが見込まれる

市民の満足度 B どちらとも言えない

必

要

性

事業の社会的ニーズ A 社会的ニーズがある 地方教育行政の組織及び運営に関する法律に基づ

いて、学校と保護者や地域の皆さんが協働し、子供た

ちの豊かな成長を支える地域とともにある学校づくりを

進めるものである。

市の関与の妥当性 A 法令や条例で市の関与が義務付けられている

学校運営協議会を設置しコミュ

ニティスクールとなった学校
達成

令和元年度に市内すべての学校に学校運営協議会を設置し、全校がコミュニティスクー

ルとなり、学校と地域が学校運営に関しての様々な協議が出来るようになった。

【事務事業の評価】

評価項目 評価内容 説　　明

算式・説明 学校運営協議会を設置し、協議会を開催した学校数

【成果指標の分析】

成果指標 達成状況 状況の分析

校 実績 32 32

学校運営協議会の会議開催回数 校 80 67 67 83.8 105

達成率(％)

学校運営協議会を設置しコミュ

ニティスクールとなった学校

単位 目標 32 32 32 32 32
100.0

成果指標【達成すべき目標】 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 最終目標値

令和４年度

実績見込

担当課 活き生き学校支援室

事務事業

名称 コミュニティ・スクール推進事業 学校-69

目的・意図

学校運営に関して、登米市教育委員会及び校長の権限と責任の下、保護者、地域住民等の学校運営への参

画の促進及び連携強化を進めることにより、学校と保護者、地域住民との信頼関係を深め、一体的な学校運営

の改善及び子どもの豊かな学びと育ちに取り組むことを目的とする。

対前年比

（％）

令和５年度

計画

事務事業評価表

【事務事業の基本情報】

施策 名称 01-04 学校教育の充実

【事務事業の指標】

活動指標 単位
令和２年度

実績

令和３年度

実績
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心のケアハウスの特性を更に生かし、アウトリーチ機能の充実（家庭訪問、学校での別室登校支援等）を図るとともに、

児童生徒がさくらの木に通所してきたときなどには、他者との交流も促していく。

□ 民間・市民協働 □ 縮　小 □ 廃　止

【今後の展開・改善策等】

成果の達成状況

などから明らかになっ

た課題事項

令和３年度から「けやき教室」と「子どもの心のケアハウス」を一体化した適応指導教室（愛称「さくらの木」）として活動

を開始した。「けやき教室」の機能である集団での学習支援と「子どもの心のケアハウス」の機能である個別での学習支援

及び訪問支援の窓口を一つにすることにより、不登校児童生徒の様々な状況に応じた柔軟な対応が可能になった。

今後の方向性と

改善・見直し内容

□ 拡　充 ■ 維　持 □ 改　善

実

施

方

法

事業実施方法の効率性 B 現在の体制、方法に改善の余地がある 不登校児童生徒の支援を行うけやき教室と一

体した適応指導教室（愛称「さくらの木」）とし

て事業の統一化を進めた。
外部委託の可能性 A 外部委託が不可能な事業である

コ

ス

ト

コスト節減度 A 節減されている 不登校対策として、早期の相談支援を継続した

が、学習支援が必要なことから、大幅な節減は

困難でな面はあるが、コスト節減に努める。
今後のコストの増減見込 B 現状通りで推移する見込みである

受益者負担の適正度 A 受益者負担を求めるべきものではない

有

効

性

成果の達成状況 C 目標を達成できなかった 来所、学校訪問、家庭訪問による相談、学習

支援を行うことで、不登校や別室登校となった児

童生徒の学習の機会の確保が求められている。
市民ニーズの傾向 A 増えることが見込まれる

市民の満足度 B どちらとも言えない

必

要

性

事業の社会的ニーズ A 社会的ニーズがある 不登校傾向にある児童生徒や保護者の相談支

援や学習支援を行う事業であり、学習の機会の

提供の観点からもニーズがある。
市の関与の妥当性 A 法令や条例で市の関与が義務付けられている

学校復帰率 未達成
支援を行った児童生徒数は前年とほぼ変わらなかったが、不登校児童生徒を取り巻く状

況も多岐に渡っており、学校への復帰に至らなかった。

【事務事業の評価】

評価項目 評価内容 説　　明

算式・説明 支援対象児童生徒のうち不登校児童・生徒の学校へ復帰した割合

【成果指標の分析】

成果指標 達成状況 状況の分析

％ 実績 0 20

来所または訪問により支援をした児童生徒数 人 18 15 15 83.3 ー

達成率(％)

学校復帰率
単位 目標 100 100 100 100 100

20.0

成果指標【達成すべき目標】 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 最終目標値

令和４年度

実績見込

担当課 活き生き学校支援室

事務事業

名称 子どもの心のケアハウス設置事業 学校-67

目的・意図
不登校傾向にある児童生徒への初期対応や不登校にある児童生徒への自立支援を学校、適応指導教室及び

関係機関と連携して行うことで、児童生徒の学校復帰支援体制を構築する。

対前年比

（％）

令和５年度

計画

事務事業評価表

【事務事業の基本情報】

施策 名称 01-04 学校教育の充実

【事務事業の指標】

活動指標 単位
令和２年度

実績

令和３年度

実績
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